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第 1 節 研究背景  
 近年，わが国の行財政の悪化に伴い「官から民へ」の流れが加速している．2003 年に地
方自治法の一部を改正する法律が施行され，指定管理者制度が導入された．指定管理者制
度は，行政コストの削減と住民サービスの向上を目的としており，民間事業者も公共施設
の管理，運営を行うことが可能となった．総務省（2012）の調査によると，指定管理者制
度が導入されている施設は全国に 73,476 施設あり，そのうち約 3 割が民間事業者等が指
定管理者として管理運営を行っている．このように，指定管理者制度導入後は，株式会社
や NPO 法人等も公共施設の管理運営を行っており，なおかつ，指定管理者の指定取り消
しも報告されていることから，公共施設の所有者である自治体は，指定管理者の管理運営
のチェックや評価を行う体制作りが急務である．わが国では，これまで行政現場における
公共サービスの議論は，行政の事務量・業務量の把握，コスト計算などが中心であり，公
共サービスの質とは何かを明確にした上で，公共サービスの質を評価する方法について本
格的な議論が十分になされてこなかった（佐藤，2008）．公共スポーツ施設においても同
様であり，間野（2007）は，これまで公共スポーツ施設の管理運営について，明確な評価
基準が設定されてきたとは言い難いと指摘している．  
 近年，公共サービスに関する評価の視点として，「アウトカム」（成果・効果）を示すこ
との重要性が広く指摘されている．図書館評価の中で，「アウトカム」として採用されるこ
とが多い指標が「利用者満足度」であり，サービス産業において広く普及している「顧客
満足」に相当する指標と言える（桑原，2010）．クロンプトンとラム（1991）は，政府・
社会サービス機関は，自分たちのサービスを，顧客に対するサービスの影響と結果を表す
「効果」，サービス提供に関連した努力，費用，無駄な出費等を表す「効率」，そして，サ
ービス提供における公平さを表す「公正」の 3 つの基準に照らして評価することとし，こ
れまでは「効率」に関する評価をすることがあまりにも強調され，顧客に対してプログラ
ムが持つ影響力の「効果」を評価することがなおざりにされてきたと述べている．そして，
その「効果」の測定には，対象となる大衆がプログラムから提供される便益に満足してい
るかどうかの評価が含まれると述べている．そのため，公共スポーツ施設においても，指
定管理者が提供するサービスを評価するために，施設の利用者に対して利用者満足度調査
を行うことは重要であると言える．  
一方，多様な公共施設において注目されている指定管理者制度導入の効果や影響につい
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ては，経費削減（安藤，2008；今西，2010；片山，2011；長江ら，2009；みずほ総合研
究所，2006；内閣府政策統括官，2008），利用者サービスの向上（安藤，2008；財団法人
地域創造，2008）等が報告されている．民間事業者の参入率が高い傾向にある公共スポー
ツ施設においても，指定管理者制度導入の効果や影響に注目が集まっており，実際に，公
共スポーツ施設における指定管理者制度導入の効果や影響として，行財政の効率化（原田・
間野，2011），サービスの向上（原田・間野，2011；一般社団法人指定管理者協会，2012；
間野・庄子，2010；笹川スポーツ財団，2011），雇用の創出（原田・間野，2011；間野ら，
2010；笹川スポーツ財団，2011），利用者数の増加（間野ら，2009；笹川スポーツ財団，
2011）等が報告されている．しかし，利用者サービスの向上について厳密に縦断的に検証
したものは少なく，実証されているとは言い難い．また，指定管理者制度の特徴のひとつ
に，指定管理者が管理運営を行う期間，いわゆる指定期間が自治体によって定められてい
ることが挙げられる  （Mizutani，2012）．その期間は，5 年が一般的となってきている．
その自治体によって定められた指定期間を終了すると，指定管理者が変わる，もしくは指
定管理者が変わらなくても施設で提供されるサービスが変わる等，施設に変化が生じる可
能性が高い．そのため，指定管理者制度が導入された施設のサービスの変化を検証するに
は，指定期間の前後で縦断的に検証することが妥当であると考えられる．  
縦断的な検証の意義について，北村（2006）は，社会が変動している時に，スナップシ
ョット的なクロスセクション・データを用いただけでは厳密な見識は得られないと述べて
いる．Bernhardt et al.（2000）は，横断的調査では，サービスに対する満足の本当の効
果は明白ではないとし，縦断的な視点が必要であると述べている．縦断的調査には，1 回
ごとに新規の標本を抽出する繰り返し調査と，同じ標本を対象に調査を実施するパネル調
査がある．近年，経済学や社会学などの社会科学の実証研究でもパネルデータが頻繁に使
われるようになってきた．その理由として，北村（2005）は，時間の経過とともに同一主
体がどのように行動を変化させていくかを観察することなしには，人間社会の成長や変動
を理解することはできないと認識されるようになってきたことを指摘している．しかし，
パネルデータによる調査は，時間を通して回答者集団の母集団に対する代表性が次第に失
われていくという問題を抱えているため（北村，2005；松田，2002），代表性の確保に関
する検証を行う必要がある．  
間野ら（2009）は，「指定管理」導入前からの既存利用者と導入後の新規利用者では，
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施設のサービスに対する評価が異なることを指摘し，実際に本目ら（ 2011）が検証した結
果，既存利用者と新規利用者ではサービスに対する評価が異なることを明らかにした．こ
れらの先行研究（本目ら，2011；間野ら，2009）を参考に，すでに指定管理者制度が導入
されている施設で考えると，指定管理者が変更する前からの既存利用者は変更前の状況を
基準に考え，変更後から利用している新規利用者は変更前の状況を認知していないため，
両者の評価は異なるということである．そのため，公共スポーツ施設のサービスにおける
指定管理者制度導入の影響や効果を厳密に検証するには，指定期間が終了する前から利用
している利用者に対しパネル調査を行うことが妥当であると考えられる．  
これまで，利用者が施設のサービスを評価する方法として，サービス・クオリティや利
用者満足（顧客満足）を用いた質問紙調査が行われてきた．サービス・クオリティとは，
最も一般的に用いられる定義は，サービスに対する顧客の期待と実際のサービスのパフォ
ーマンスとのギャップである（Parasuraman et al., 1985）．利用者満足とは，製品もしく
はサービスの利用に対する利用者の感情的な反応である（Oliver, 1981）．山本（1999）は，
「顧客満足は購買から得られた産出を元にして顧客が交換客体に持つ態度の一種ではある
が，サービス品質の評価が購買後に確定するという性質からこれも購買後に顧客が持つ交
換客体に対する態度である」（p.96）と述べている．すなわち，利用者満足とサービス・ク
オリティを測定することは，施設のサービスに対する利用者の態度を明らかにすることが
できるということである．近年注目を浴びる行政評価において，石原（2004）は，行政サ
ービス全般の品質改善に有用なツールとして認知を得るためには，達成度にサービスの品
質を包含することを忘れてはならないと指摘している．また，指定管理者制度の課題の 1
つとして挙げられているモニタリングの目的は，①履行確認，②サービスの質の確認，③
事業の安定性の確認である（足立・望月，2008）．すなわち，今日，公共スポーツ施設の
サービスの質を把握することが求められ，さらに，サービスの質を評価する指標として，
今までマネジメントの分野で用いられてきたサービス・クオリティや利用者満足を用いる
ことは意義があると考えられる．  
スポーツ施設におけるサービス・クオリティや利用者満足（顧客満足）に関する研究で
は，スポーツ施設におけるサービス・クオリティや利用者満足が，行動意図等に影響を及
ぼすことが実証されている（Howat et al.，2008；Murray & Howat，2002；周・菊池，
2009a，2009b，2009c）．すなわち，サービスの質が良くなることで，利用者や顧客がサ
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ービスに満足し，今後も施設を継続して利用しようと感じ，施設の利用を他の人に勧めよ
うと感じるということである．指定管理者制度が導入されたわが国の公共スポーツ施設に
あてはめた場合，指定管理者の変更によって以前とは異なるサービスが提供されるように
なると，施設のサービスに対する利用者の満足度が変わり，その後，継続して施設を利用
するか否か，または他者への口コミの内容も異なってくることが考えられる．ひいては，
利用者の今後の運動・スポーツ実施に影響を及ぼす可能性も推察される．また，運動・ス
ポーツ実施による効果が利用者満足に影響を及ぼすことが報告されており（Alexandris et 
al.，2004），行動分析学では，ある行動が繰り返されるかどうかは，その行動の効果次第
であるとされている（杉山ら，1998）．よって，利用者が公共スポーツ施設のサービスに
満足する，ないしは施設を継続して利用しようとする意図（継続意図）を強くさせるため
には，サービスの質を向上させる以外に，スポーツを実施することで得られる心理的なベ
ネフィットもしくは効果を利用者が感じる必要があると推察される．  
なお，本研究は，公共スポーツ施設の中で最も多い施設形態である体育館で（文部科学
省，2010），なおかつ「するスポーツ」がメインである施設に焦点をあてる．その理由は，
指定管理者制度導入の影響を最も受けやすい公共スポーツが，「するスポーツ」がメインで
ある公共体育館と考えたからである．  
 
 
第 2 節 研究意義  
わが国の公共スポーツ施設において，サービス・クオリティ，結果予期，利用者満足，
及び施設の継続利用に関する行動意図の関連性を検証した調査研究は少なく，どのような
メカニズムで利用者が満足し，継続して利用しようと感じるのか明確にはなっていない．
さらに，指定管理者制度が導入され，様々な論争が起きているものの，公共スポーツ施設
のサービスにおいて指定管理者制度導入の効果が厳密に実証されていない．そのため，わ
が国の公共スポーツ施設におけるサービス・クオリティ，結果予期，利用者満足，及び行
動意図の関連性を明らかにし，利用者が満足する構造ならびに今後も継続して施設を利用
しようと思うメカニズムを明らかにする．その上で，公共スポーツ施設のサービスにおけ
る指定管理者制度導入の効果を利用者の視点から明らかにすることは，今後のわが国の公
共スポーツ施設の発展の一助となり，豊かなスポーツ環境の確保に貢献すると考える．  
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第 3 節 研究目的  
本研究の目的は，指定管理者制度が導入された公共スポーツ施設のサービス・クオリテ
ィ，結果予期，利用者満足，及び行動意図の関連性を明らかにすることである．次に，公
共スポーツ施設のサービスに対する指定管理者制度導入の効果を明らかにする．具体的に
は，指定期間の終了に伴い指定管理者が変更する施設と変更しない施設において，サービ
ス・クオリティ，利用者満足，及び継続意図に関する縦断的調査を行う．また，指定管理
者が変更する施設において，指定管理者変更前と変更後に縦断的調査を行い，サービス・
クオリティ，利用者満足，及び行動意図の時系列変化を明らかにする．  
 
第 4 節 用語の定義  
第 1 項 サービス・クオリティ  
サービス・クオリティは，マーケティングの分野で古くから用いられてきたトピックで
ある．サービス・クオリティとは，研究者によって定義が異なるが，最も一般的な定義は，
サービスに対する顧客の期待と実際のサービスのパフォーマンスとのギャップである
（Parasuraman et al.，1985）．サービス・クオリティの次元については，Parasuraman et 
al.（1985）が開発した SERVQUAL モデル（可視性，信頼性，応答性，保証性，感情移入
性）が，国内外を問わず多く援用されている．しかし，サービス・クオリティの次元がサ
ービスのタイプによって異なることを多くの研究者が報告しており，実際に，SERVQUAL
の次元とスポーツ・レクリエーションサービスの構造が異なることも実証されている
（Chelladurai & Chang，2000；  Ko & Pastore，2005）．また，SERVQUAL の特徴とし
て，利用者はサービスに対する期待と比較することで，サービスのパフォーマンスを合理
的に評価できるという前提に基づいていることがあげられる．しかし，期待については概
念的，操作的定義に問題があると指摘されている（Teas，1993）．また，期待とパフォー
マンスの差異スコアを用いることに対する反論（Brown et al.，1993；Carman，1990；
Teas，1993，1994）や，パフォーマンスのみの測定，いわゆる SERVPERF の優位性が報
告されていることから（Brown et al.，1993；Cronin & Taylor，1992；中路・簗瀬，1995；
Tse & Wilton，1988），今日では，パフォーマンスのみの尺度でサービス・クオリティを
測定する研究が蓄積されている． よって，本研究におけるサービス・クオリティとは「公
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共スポーツ施設において提供されるサービスの達成度」と定義し，パフォーマンスのみの
尺度で測定する．  
 
第 2 項 利用者満足  
消費者満足の基本的概念は，知覚された成果が消費者の期待を超えている場合，消費者
は満足するが，その成果が期待より低い場合には，消費者は不満に陥る（Spreng & Mackoy，
1996）．利用者満足について，Oliver（1981）は，製品もしくはサービスの利用に対する
感情的な反応としている．また，Nigell et al.（2005）は，「顧客満足とは，企業の全サー
ビス・商品が顧客の要望にどの程度応えているのかという度合である」（ p.7）と定義して
いる．サービス・クオリティは特定のサービスであるのに対して，利用者満足は広いコン
セプトである（Zeithaml & Bitner，2003）．利用者満足は，単一項目もしくは多項目で測
定されているが（Szymanski & Henard，2001），サービス・クオリティと同時に調査研
究で用いられる際，利用者満足は単一項目で測定される傾向にある．よって，本研究にお
ける利用者満足とは「公共スポーツ施設において提供されるサービスに対する感情的な反
応」と定義し，単一項目で測定する．  
 
第 3 項 行動意図  
行動意図とは，この先の行動を予測するための意図を示している．合理的行為理論 1と計
画的行動理論 2は，行動がその行動の意図によって予測されることを示したモデルである．
Ajzen and Fishbein（1980）は，意図は，ある人が将来の行動を行おうとする計画の程度
を示し，その行動をどの程度強く意図しようとしているのか，行動を遂行するためにどの
程度の努力を予期しているのかを表すものであると仮定した（ハガー・ハヅィザランティ
ス，2007）．そのため，今日では多様な分野で合理的行為理論や計画的行動理論が検証さ
れ，研究知見が蓄積されている．Zeithaml et al.（1996）は，単一項目では，行動意図の
構成概念の複雑性に十分に焦点をあてることができないため，複数項目について強い論拠
                                                   
1 Theory of reasoned action：計画的行動理論の先駆となる理論．意思行動は，態度や主
観的規範から，意図を媒介とした間接的な影響を受けるという仮説である（Ajzen & 
Fishbein，1980；ハガー・ハヅィザランティス，2007）．  
2 Theory of planned behaviour：意図が，意思行動に最も近い予測因であり，態度，主観
的規範，主観的行動統制感といった行動に関する一連のビリーフの影響を媒介している
と仮定する意図的な行動についての理論である（ハガー・ハヅィザランティス，2007）．  
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を示している．そのため，継続意図（再訪意図・再購買意図）と推奨意図が行動意図の項
目として多く用いられている（Cole & Illum，2006；Howat et al.，2002；中路，2006；
Theodorakis & Alexandris，2008；  Zeithaml et al.，1996）．よって，本研究における行
動意図とは「公共スポーツ施設を継続して利用しようという意図と，他者に公共スポーツ
施設の利用を勧める意図」と定義し，継続意図と推奨意図の 2 項目で測定する．  
 
第 4 項 結果予期  
結果予期について，Bandura（1977）は「特定の行動がある効果をもたらすだろうとい
う予想」（p.193）と定義している．結果予期は，社会的認知理論 3において，自己効力感 4と
ともに重要な概念である．そして，結果予期はスポーツ実施者と非実施者を区別する重要
な心理的要因とされている（財団法人健康・体力づくり事業財団，1995）．よって，本研
究における結果予期とは「公共スポーツ施設において運動・スポーツを継続して実施する
ことで得られる効果の予想」と定義する．  
 
第 5 節 本論文の構成  
 本論文は 8 章をもって構成している．各章の内容は以下の通りである．まず，第 1 章で，
研究の背景，意義，及び目的を述べ，本論文の序論とする．  
 第 2 章では，はじめに指定管理者制度の概要と，公共施設における指定管理者制度の導
入状況と課題を把握する．次に，公共スポーツ施設の現状と公共スポーツ施設における指
定管理者制度の現状を把握した上で，関連する先行研究を概観し，公共スポーツ施設にお
ける指定管理者制度の課題に言及する．  
 第 3 章は，スポーツ施設におけるサービス・クオリティと利用者満足に関する先行研究
を分類し，研究成果をまとめ，研究課題を明らかにすることを目的とする．本章は，「スポ
ーツ施設のサービス・クオリティと利用者満足度に関する実証的研究の動向」として，兵
庫体育・スポーツ科学学会学会誌である『体育・スポーツ科学第 20 号』（秋吉・山口，2011）
に掲載された論文を加筆，修正したものである．  
                                                   
3 Social cognitive theory：社会的学習理論（Bandura，1977）と，不安・恐怖症・その
他の行動の治療における観察学習の効果という流れの中から出てきた（ハガー・ハヅィ
ザランティス，2007）．  
4 自己効力感とは，あるレベルのパフォーマンスを達成できるという自信についての，そ
の人の個人的な評価である（ハガー・ハヅィザランティス， 2007）．  
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 第 4 章は，公共スポーツ施設におけるサービス・クオリティ，利用者満足，及び行動意
図の関連性を明らかにすることを目的とする．本章は，「公共スポーツ施設におけるサービ
ス・クオリティ，利用者満足，及び行動意図の関連性に関する実証的研究」として，『神戸
大学大学院人間発達環境学研究科研究紀要第 6 巻第 2 号』（秋吉・山口，2013）に掲載さ
れた論文を加筆，修正したものである．  
 第 5 章は，公共スポーツ施設におけるサービス・クオリティ，結果予期，利用者満足，
及び行動意図の関連性を明らかにすることを目的とする．本章は， “A Study of Factors 
Influencing Behavioral Intentions among Users at Public Sport Facilities in Japan”と
して，Journal of Asiania Sport For All , Volume11 Number1 (Akiyoshi & Yamaguchi, 
2011)に掲載された論文を和訳し，加筆，修正したものである．  
 第 6 章では，指定期間の終了に伴う公共スポーツ施設のサービス・クオリティ，利用者
満足，及び継続意図の変化を縦断的アプローチにより検証する．本章は，「公共スポーツ施
設のサービス・クオリティと利用者満足度に関する縦断的研究－指定管理者の変更に着目
して－」として，『日本体育学会第 62 回大会体育社会学専門分科会発表論文集』（秋吉・
山口，2011）に掲載された論文を加筆，修正したものである．  
 第 7 章では，指定管理者が変更した都道府県域施設である公共スポーツ施設においてパ
ネル調査を行い，指定管理者の変更に伴う利用者のサービス評価を縦断的に検証すること
を目的とする．本章は，「指定管理者の変更に伴う公共スポーツ施設のサービス評価に関す
る縦断的研究」として，『体育学研究』に投稿中である．  
 第 8 章では，第 1 章から第 7 章までの議論を整理し，まとめる．  
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第 1 節 公共施設における指定管理者制度  
第 1 項 指定管理者制度の概要  
 「官から民へ」という行財政改革が推し進められるなか，地方自治法の一部を改正する
法律（平成 15 年法律第 81 号）により，平成 15 年 9 月から指定管理者制度が施行された．
指定管理者制度の対象は「公の施設」である．「公の施設」とは，地方自治法第 244 条の
第 1 項によると，「住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するための施設」で，
「普通地方公共団体が設けるものである」と規定している．基本的には，市民と住民の身
近な日常生活に利用され提供される諸施設であり，自治体等の公共施設であっても，行政
庁舎，試験研究機関等の行政執行に関連して整備された諸施設については「公の施設」と
は呼ばないことに留意する必要がある（出井，2005）．また，個別の法律によって管理者
が特定されている学校等の施設は対象外となっている（柳， 2012）．その公の施設につい
て，民間事業者等が包括的に管理運営を行うことを可能としたのが，指定管理者制度であ
る．多様化する住民ニーズにより効果的，効率的に対応するためには，民間事業者の有す
るノウハウを広く活用することが有効であるという考え方に基づき，指定管理者制度は導
入された（塩田，2004）．制度導入の目的は，住民サービスの向上と行政コストの削減で
ある．  
 指定管理者制度導入前は，管理委託制度が導入されていた．管理委託制度は様々な規制
が設けられていたことから，民間事業者の創意工夫が生かされることは少なかった．表 2-1
に管理委託制度と指定管理者制度の主な相違点を示している．服部（2010）は，管理委託
制度と指定管理者制度の大きな違いとして，管理主体の範囲，指定管理者の業務権限，及
び各々の制度の法的な性格の 3 点を挙げている．まず，管理主体の範囲について，従前の
管理委託制度では，受託者は地方公共団体のコントロールの下にある当該地方公共団体が
1/2 以上出資している法人，公共団体（土地改良区など普通公共団体以外の公の法人），公
共的団体（農業協同組合，生活協同組合，自治会など）に限られていた．指定管理者制度
では，管理者の範囲は原則として制限がなく，株式会社等の民間事業者，NPO 法人，法人
格を持たない民間団体など幅広く代行ができるように改められた．指定管理者の業務権限
について，指定管理者制度は，公の施設の管理運営権限を包括的に代行させるものであり，
従来は委託になじまないものとして認められなかった「企画立案業務」なども，その代行
ができるようになった．また，施設の使用許可，取消使用料の徴収は，それまでの管理委
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託制度の下では，あくまで行政的な判断を伴うことから自治体の権限とされていたが，こ
れらについても指定管理者の権限として行うことができるようになった．ただし，基本的
な利用条件（利用許可等の基準の設定，休館日，使用料の額など）は条例で定めることと
され，使用料の強制徴収，不服申し立てに対する決定などは地方公共団体の権限とされて
いる．各々の制度の法的な性格については，従来の管理委託制度は，条例を根拠として締
結された「公法上の契約」に基づく管理事務または業務の執行についての「委託」という
性格を有する．指定管理者制度は，法的な位置付けは，行政処分の一種であり，公の施設
の管理権限を議会の指定を受けたものに委任する「管理代行」である．したがって，施設
の管理運営全般は指定管理者の権限となり，その代行業務については，指定管理者が専ら
自己の責任の下において処理することとなった．  
 
表 2-1．管理委託制度と指定管理者制度の主な相違点  
 
出井（2005，p.31）  
 
 
管理委託制度
（地方自治法の改正前）
指定管理者制度
（地方自治法の改正後）
管理主体
（自治体が管理運営を
委ねる相手方）
・自治体等の公共団体
・公共的団体
（農協，商工会，自治会等）
・自治体が出損・出資する自治体出資法人
で，自治体出資の出損・出資が2分の1以上
の法人に限定している．
・相手方は条例等で規定する．
・指定管理者の対象となる団体・法人等は，
民間事業者を含む幅広い団体（個人は除く）
である．
・特別な制約を設けず，具体的な管理者を議
会の議決を経て指定する．
権限と業務の範囲
・施設の設置者である自治体との契約に基
づき，具体的な管理の事務または業務の執
行を行なう．
・施設の管理権限および責任は，施設の設
置者である自治体が引き続き有し，施設の
使用許可権限は委託できない．
・施設の管理に関する権限を指定管理者に
委任して行わせるものであり，施設の使用許
可も行なうことができる．
・設置者である自治体は，管理権限の行使
は行わずに，設置者としての責任を果たす立
場から必要に応じて指示等を行なう．
条例で規定する内容
・委託の条件，相手方等を規定する．
・管理者等
・指定管理者の指定の手続き
・指定管理者が行う管理の基準および業務
の具体的な範囲を規定する．
利用承認等の処分
・管理受託団体が単独で右記に掲げた利用
承認等の処分を行なうことはできない．
・利用者からの利用料金を自らの収入として
収受する．
・条例により定められた枠組みの中で，自治
体の承認を得て自ら料金を設定する．
・個々の使用許可を行なうこと．
契約の形態
（自治体と管理者との
関係）
・委託契約 ・指定（協定）
・指定管理者の指定は，地方自治法上の
「契約」には該当しないため，同法で規定す
る「入札」の対象ではない．
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 図書館および博物館への指定管理者制度導入については，他の公の施設と異なり，実務
や運営上の問題に加えて，施設そのものの趣旨に照らしての理念上の問題に関わる批判が
制度創設時からあり，図書館への導入率が特に低い理由のひとつになっていると思われる
（柳，2008）．小池（2010）も，公立図書館に関しては，公の施設でありながらも，教育
機関という性格や図書館の理念から，指定管理者制度にはなじまないという考えが図書館
関係者には多くあると指摘し，さらに，「無料の原則」があること等を挙げている．  
以上のように，多様な公共施設において，さまざまな問題や課題が指摘されていること
から，総務省は平成 20 年 6 月 6 日，各都道府県知事宛ての「平成 20 年度地方財政の運営
について」の中で，指定管理者の運用について以下のように述べている．  
 
 
総務省（2008）より抜粋  
 
上記の通知は，指定管理者制度の導入が図られた際に出された総務省自治行政局長通知
（2003 年 7 月 17 日）や，その後に出された「地方行革新指針」（2005 年 3 月 29 日総務
事務次官通知）の内容に比べるとかなりの差異がある．その導入の目的として「経費の節
減」を挙げ，公の施設の管理運営形態については指定管理者制度を事実上の物差しとして
検討することを強いてきたが，今回の通知にはそれらが無く，「公共サービスの水準の確保」
や，その施設の「専門的知見を有する外部有識者等の視点」の導入など，留意すべき基本
的な点を挙げている（日本図書館協会，2008）．また，2010 年に総務省自治行政局が出し
た「指定管理者の運用について」では，改めて指定管理者の趣旨を行政サービスの水準を
確保するために複数の民間事業者から幅広く求めるものであることを周知している（谷岡，
平成 15 年度に導入された指定管理者制度は，導入後 5 年を経過し新たな指定管理者
の選定に入ろうとしている団体が多いと見込まれるところであり，運用に当たっては以
下の事項に留意し，その在り方について検証及び見直しを行われたい．  
ア．  指定管理者の選定の際の基準設定に当たっては，公共サービスの水準の確保と
いう観点が重要であること．  
イ．  指定管理者の適切な評価を行うに当たっては，当該施設の態様に応じ，公共サ
ービスについて専門的知見を有する外部有識者等の視点を導入することが重要
であること．  
ウ．  指定管理者との協定等には，施設の種別に応じた必要な体制に関する事項，リ
スク分担に関する事項，損害賠償責任保険等の加入に関する事項等の具体的事
項をあらかじめ盛り込むことが望ましい．また，委託料については，適切な積
算に基づくものであること．  
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2012）．また，指定管理者の選定において多くの自治体が低価格競争に陥っているのでは
ないかという批判に応えようとしている点で注目される（柳， 2012）．  
 
 
総務省自治行政局（2010）より抜粋  
 
 
上記の総務省の通知以後，自治体では指定管理者の選定に関する見直しが行われた．指
定管理者制度は，導入後 10 年が経過しようとしているが，未だ模索段階と言える．次項
では，指定管理者制度導入の現状を把握する．  
 
 
 
１．指定管理者制度については，公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要
があると認めるときに活用できる制度であり，個々の施設に対し，指定管理者制
度を導入するかしないかを含め，幅広く地方公共団体の自主性に委ねる制度とな
っていること．  
２．指定管理者制度は，公共サービスの水準の確保という要請を果たす最も適切なサ
ービスの提供者を，議会の議決を経て指定するものであり，単なる価格競争によ
る入札とは異なるものであること．  
３．指定管理者による管理が適切に行われているかどうかを定期的に見直す機会を設
けるため，指定管理者の指定は，期間を定めて行うものとすることとされている．
この期間については，法令上具体の定めはないものであり，公の施設の適切かつ
安定的な運営の要請も勘案し，各地方公共団体において，施設の設置目的や実情
等を踏まえて指定期間を定めること．  
４．指定管理者の指定の申請にあたっては，住民サービスを効果的，効率的に提供す
るため，サービスの提供者を民間事業者等から幅広く求めることに意義があり，
複数の申請者に事業計画書を提出させることが望ましい．一方で，利用者や住民
からの評価等を踏まえ同一事業者を再び指定している例もあり，各地方公共団体
において施設の態様等に応じて適切に選定を行うこと．  
５．指定管理者制度を活用した場合でも，住民の安全確保に十分に配慮するとともに，
指定管理者との協定等には，施設の種別に応じた必要な体制に関する事項，リス
ク分担に関する事項，損害賠償責任保険等の加入に関する事項等の具体的事項を
あらかじめ盛り込むことが望ましいこと．  
６．指定管理者が労働法令を遵守することは当然であり，指定管理者の選定にあたっ
ても，指定管理者において労働法令の遵守や雇用・労働条件への適切な配慮がな
されるよう，留意すること．  
７．指定管理者の選定の際に情報管理体制のチェックを行うこと等により，個人情報
が適切に保護されるよう配慮すること．  
８．指定期間が複数年度にわたり，かつ，地方公共団体から指定管理者に対して委託
料を支出することが確実に見込まれる場合には，債務負担行為を設定すること．  
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第 2 項 公共施設における指定管理者制度導入の状況  
 本項では，指定管理者制度が本格的に導入され始めた 2006 年 4 月以降に報告された総
務省自治行政局が 3 年おきに行っている「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関す
る調査結果」を基に，今日の指定管理者制度導入に関する流れを把握する．なおこの総務
省自治行政局の調査では公の施設を 5 つに分類し，集計を行っている．表 2-2 は，その 5
つの分類を示している．  
 
表 2-2．公の施設の分類  
 
総務省自治行政局（2007，2009，2012）を参考に筆者作成  
 
 また，後述している指定管理者の団体の種別は，表 2-3 の通りである．  
 
表 2-3．指定管理者の団体種別  
 
総務省自治行政局（2007，2009，2012）を参考に筆者作成  
 
レクリエーション・スポーツ施設
競技場、野球場、体育館、テニスコート、
プール、スキー場、ゴルフ場、海水浴場、
国民宿舎、宿泊休養施設等
産業振興施設
産業情報提供施設、展示場施設、
見本市施設、開放型研究施設等
基盤施設
駐車場、大規模公園、水道施設、
下水道終末処理場、ケーブルテレビ施設等
文教施設
県・市民会館、文化会館、博物館、美術館、
自然の家、海・山の家
社会福祉施設
病院、特別養護老人ホーム、
介護支援センター、福祉・保健センター等
株式会社 株式会社、特例有限会社
一般社団・財団法人等
特例民法法人（公益法人）、一般社団・財団法人、
公益社団・財団法人、地方三公社（住宅供給公社、道路公社、土地開発公社）
地方公共団体 地方公共団体（一部事務組合等を含む）
公共的団体 農業協同組合、社会福祉法人、森林組合、赤十字社等、地縁による団体
NPO法人 特定非営利活動法人
その他 上記以外の団体、学校法人、医療法人、共同企業体等
 20 
 
まず，都道府県における指定管理者制度の導入率であるが，レクリエーション・スポー
ツ施設の導入率は約 9 割で最も高く，次いで基盤施設となっている（図 2-1）．文教施設，
社会福祉施設，及び産業基盤施設については，導入率が約半数を下回っている．各々の施
設を時系列でみていくと，レクリエーション・スポーツ施設は，高い導入率を維持してい
るものの 2012 年は少々減少している．基盤施設は 2009 年に一度減少したものの導入率は
上昇している．文教施設は 2009 年に約 10％導入率が上昇したが，その後，減少している．
社会福祉施設は，2006 年と 2009 年は大きな変化はないが，2012 年は若干導入率が減少
している．産業振興施設は，2006 年から 2012 年まで大きな変動はみられず，約 40％の導
入率を維持している．2012 年の導入率を基にすると，基盤施設については導入率が上昇傾
向にあるが，レクリエーション・スポーツ施設，文教施設，及び社会福祉施設については
導入率が減少傾向にある．今後の動向が気になるところである．  
 
 
図 2-1．都道府県における指定管理者制度導入率  
総務省自治行政局（2007，2009，2012）を参考に筆者作成  
 
指定管理者の選定方法については，公募を行うことが原則とされているが，法的な義務
はない．そのため，指定管理者制度導入前から管理を行っている団体の雇用問題等の理由
から公募を行っていない施設も多い．表 2-4 は，公募により指定管理者の候補者を募集し
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基盤施設
文教施設
社会福祉施設
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た割合を示している．都道府県については，すべての施設において，公募の割合が増加し
ており，特に，レクリエーション・スポーツ施設，産業振興施設，及び文教施設は 7 割以
上の施設が公募を行っていることが明らかになった．指定都市については，レクリエーシ
ョン・スポーツ施設，基盤施設，及び社会福祉施設については公募の割合が増加している
ものの，産業振興施設は 2009 年に公募の割合が減少し，文教施設も 2012 年に公募の割合
が減少している．レクリエーション・スポーツ施設は，約 87％という高い割合の施設が公
募を行っていた．市区町村では，都道府県と同様にすべての施設で公募の割合が増えてい
た．しかし，都道府県と比べると，公募している割合は低く，特に文教施設においては公
募している施設が 2 割にも満たないことが明らかになった．全体でみると，レクリエーシ
ョン・スポーツ施設と基盤施設では公募により指定管理者の候補者を募集している割合が
高く，公募を行う施設も増えていることが明らかになった．しかし，公募を行っていない
施設も依然として多い．情報公開の観点から，公募を行わない際は，議会や住民への説明
責任を果たすことが求められる．  
 
表 2-4．公募による選定  
 
総務省自治行政局（2007，2009，2012）を参考に筆者作成  
 
2006年 2009年 2012年 2006年 2009年 2012年
レクリエーション・スポーツ施設 63.2% 71.4% 75.6% レクリエーション・スポーツ施設 78.6% 86.3% 87.3%
産業振興施設 66.4% 66.9% 71.3% 産業振興施設 75.6% 61.7% 67.8%
基盤施設 48.8% 55.3% 62.0% 基盤施設 41.3% 51.3% 72.7%
文教施設 61.1% 70.3% 72.9% 文教施設 58.9% 62.9% 48.5%
社会福祉施設 48.6% 55.7% 58.8% 社会福祉施設 41.9% 44.4% 48.2%
合　計 51.2% 57.9% 63.8% 合　計 48.8% 55.8% 63.3%
レクリエーション・スポーツ施設 33.4% 49.7% 52.7% レクリエーション・スポーツ施設 37.5% 52.8% 55.8%
産業振興施設 18.7% 24.5% 25.3% 産業振興施設 21.2% 26.2% 27.5%
基盤施設 32.1% 51.3% 56.8% 基盤施設 38.1% 52.3% 60.1%
文教施設 12.6% 18.8% 19.0% 文教施設 16.7% 23.4% 23.2%
社会福祉施設 20.8% 27.4% 31.6% 社会福祉施設 24.8% 30.8% 35.0%
合　計 23.7% 36.0% 38.9% 合　計 29.1% 40.0% 43.8%
指定
都市
都道
府県
市区
町村
全体
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次に，指定管理者の団体の割合を時系列でみていく（表 2-5）．なお，時系列で比較がで
きるよう，地縁による団体は「公共的団体」に含み，集計した．まず，都道府県では，総
じて「一般社団・財団法人等」が指定管理者になる割合が高く，民間事業者（「株式会社」，
「NPO 法人」，「その他」）が指定管理者になっている割合は低いと言える．時系列でみる
と，民間事業者が指定管理者となる割合が増加している傾向にある．特に，レクリエーシ
ョン・スポーツ施設と産業振興施設においては，民間事業者と「公共的団体」の割合が増
え，逆に「一般社団・財団法人等」と「地方公共団体」の割合が減少している．都道府県
においては，指定管理者を選定する際に公募の割合が増えていることが，民間事業者が指
定管理者になる割合が増加していることに起因していると考えられる．次に，指定都市に
ついては，「株式会社」，「一般社団・財団法人等」，及び「公共的団体」が指定管理者にな
っている割合が高いのが特徴である．また，「地方公共団体」が指定管理者になるケースは
皆無に等しい．時系列でみると，総じて民間事業者が指定管理者になる割合が増加してお
り，逆に「一般社団・財団法人等」が指定管理者になる割合が減少している．市区町村に
ついては，「公共的団体」が指定管理者になっている割合が最も高く，次いで「一般社団・
財団法人等」，「株式会社」の順であり，まだまだ公の色が強い傾向にある．この背景には，
都道府県や指定都市と比べて，指定管理者を選定する際に公募を行っている割合が低いこ
とが挙げられるだろう．加えて，公募を行っていても，指定管理者を選定する団体が，自
治体の職員以外を中心とした合議体よりも自治体の職員を中心とした合議体の方が多い
（総務省自治行政局，2012）ことが起因していると考えられる．そのため，市区町村につ
いては，指定管理者を選定する際に公平な選定が行われているとはまだまだ言えないのが
現状である．時系列でみると，総じて「株式会社」と「NPO 法人」が指定管理者になる割
合が増え，「一般社団・財団法人等」が減少している傾向にある．最後に全体を時系列でみ
ると，民間事業者が指定管理者になる割合が増加し，逆に「一般社団・財団法人等」，「地
方公共団体」，及び「公共的団体」が減少傾向にあることが明らかになった．しかし，全体
の傾向と，施設を所有する自治体の規模や施設の種類によって，指定管理者になる団体の
割合が異なることから，今後，指定管理者の導入に関する影響や効果を検証する際には，
自治体の規模や施設の種類を加味して，検証を行うことが重要であると考える．  
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表 2-5．指定管理者の団体  
 
総務省自治行政局（2007，2009，2012）を参考に筆者作成  
 
 指定管理者の選定に関する情報公開について，まず，選定手続きの事前公表の割合は，
指定都市については年々増加しているが，都道府県は減少傾向にある（表 2-6）．市区町村
は 2009 年に増加したものの，2012 年に若干減少している．次に，選定基準の事前公表の
割合について，市区町村は若干の増加傾向にあるが，都道府県と指定都市は 2009 年に減
少し，2012 年に増加している傾向がみられた．最後に，選定理由を公表している割合は，
全体的に増加傾向にある．都道府県が 2009 年に一度減少したものの，2012 年には増加し，
さらに高い公表割合を維持している．指定管理者の選定に関する情報公開の割合を全体的
にみると，指定都市は情報公開に積極的であることがわかる．また，選定理由の公表につ
いては，都道府県の高い割合が目立つ．しかし，市区町村については，選定手続と選定基
準の事前公表，及び選定理由の公表については，半数以上の施設で行っていないことが明
らかになった．指定管理者選定の公平性を保つ観点から，選定の際の情報公開は重要であ
2006年 2009年 2012年 2006年 2009年 2012年 2006年 2009年 2012年 2006年 2009年 2012年 2006年 2009年 2012年 2006年 2009年 2012年
レクリエーション・
スポーツ施設
15.3% 19.4% 21.1% 43.2% 35.9% 32.4% 21.1% 18.3% 15.0% 6.8% 8.5% 9.4% 1.6% 2.6% 2.9% 12.0% 15.3% 19.1%
産業振興施設 15.5% 19.8% 25.3% 63.7% 57.0% 51.1% 7.5% 4.1% 2.2% 5.3% 5.8% 6.2% 1.8% 4.1% 5.1% 6.2% 9.3% 10.1%
基盤施設 3.1% 10.8% 17.7% 87.9% 43.1% 63.5% 1.6% 3.2% 2.4% 1.2% 32.4% 2.4% 0.5% 1.9% 1.5% 5.7% 8.7% 12.6%
文教施設 5.4% 10.6% 13.3% 65.4% 58.3% 50.6% 8.5% 6.9% 7.5% 5.0% 3.7% 2.5% 4.6% 5.3% 6.7% 11.1% 15.2% 19.4%
社会福祉施設 2.3% 3.1% 3.6% 16.5% 14.8% 19.3% 1.6% 2.0% 0.7% 77.3% 74.6% 70.3% 0.7% 2.3% 2.9% 1.6% 3.3% 3.3%
合　計 4.5% 11.2% 17.2% 78.0% 42.4% 58.2% 3.7% 4.5% 3.6% 6.7% 30.3% 6.0% 0.9% 2.2% 2.1% 6.3% 9.4% 13.0%
レクリエーション・
スポーツ施設
18.1% 18.4% 21.2% 59.6% 50.7% 35.5% 0.0% 0.2% 0.1% 7.2% 7.7% 6.9% 2.4% 3.0% 2.6% 12.7% 20.0% 33.7%
産業振興施設 17.1% 16.4% 17.2% 61.0% 47.7% 47.1% 0.0% 0.0% 0.0% 13.4% 18.0% 13.2% 0.0% 1.6% 2.9% 8.5% 16.4% 19.5%
基盤施設 9.9% 28.9% 41.2% 73.1% 50.6% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 11.9% 17.3% 1.7% 0.2% 9.6% 0.3% 4.9% 2.8% 23.5%
文教施設 6.9% 8.7% 8.8% 65.0% 55.0% 39.2% 0.0% 0.0% 0.0% 18.9% 16.3% 33.3% 4.5% 5.5% 6.5% 4.8% 14.5% 12.1%
社会福祉施設 0.5% 1.2% 1.6% 18.6% 21.5% 15.9% 0.0% 0.0% 0.0% 78.6% 72.5% 77.3% 0.9% 1.5% 2.6% 1.5% 3.2% 2.6%
合　計 7.7% 15.6% 21.2% 53.2% 42.0% 29.7% 0.0% 0.0% 0.0% 33.0% 33.3% 30.0% 1.2% 1.8% 2.4% 4.8% 7.3% 16.7%
レクリエーション・
スポーツ施設
26.3% 29.7% 29.5% 44.3% 35.0% 31.9% 0.1% 0.1% 0.1% 20.0% 15.6% 16.7% 3.3% 6.9% 8.3% 5.9% 12.7% 13.5%
産業振興施設 21.7% 22.8% 24.5% 14.0% 12.8% 10.9% 0.2% 0.3% 0.0% 53.4% 46.3% 46.8% 1.8% 2.6% 3.1% 9.0% 15.2% 14.7%
基盤施設 12.4% 15.1% 20.5% 54.2% 40.6% 39.3% 0.0% 0.1% 0.0% 23.3% 24.6% 22.0% 0.7% 0.7% 0.8% 9.4% 19.0% 17.4%
文教施設 4.1% 7.1% 7.4% 13.4% 13.0% 12.1% 0.1% 0.0% 0.0% 78.3% 69.8% 71.5% 1.6% 3.7% 3.7% 2.4% 6.3% 5.4%
社会福祉施設 2.4% 3.3% 4.3% 9.2% 9.8% 7.1% 0.3% 0.6% 0.1% 83.2% 76.8% 78.3% 2.0% 4.1% 5.3% 2.9% 5.4% 5.0%
合　計 12.3% 15.2% 16.9% 28.2% 24.1% 22.1% 0.1% 0.2% 0.0% 51.9% 45.1% 45.5% 1.9% 3.6% 4.3% 5.6% 11.8% 11.1%
レクリエーション・
スポーツ施設
25.3% 28.6% 28.7% 45.1% 36.1% 32.1% 1.1% 0.8% 0.6% 18.7% 14.8% 15.8% 3.2% 6.5% 7.8% 6.6% 13.3% 15.0%
産業振興施設 21.4% 22.6% 24.3% 16.4% 14.5% 12.8% 0.4% 0.4% 0.1% 51.1% 44.8% 45.0% 1.8% 2.6% 3.1% 8.9% 15.1% 14.7%
基盤施設 9.4% 15.6% 22.5% 66.3% 42.3% 44.4% 0.5% 0.8% 0.6% 15.5% 25.7% 14.5% 0.6% 1.0% 0.9% 7.7% 14.7% 17.0%
文教施設 4.3% 7.3% 7.7% 18.0% 17.3% 15.5% 0.4% 0.3% 0.2% 72.6% 64.0% 66.2% 1.9% 3.9% 4.1% 2.9% 7.2% 6.4%
社会福祉施設 2.1% 2.9% 3.8% 10.8% 11.7% 8.8% 0.3% 0.6% 0.1% 82.4% 76.1% 78.0% 1.8% 3.7% 4.8% 2.7% 5.0% 4.6%
合　計 11.0% 14.8% 17.4% 36.2% 27.5% 26.4% 0.5% 0.6% 0.4% 45.0% 42.6% 40.1% 1.7% 3.3% 3.9% 5.6% 11.1% 11.9%
都道
府県
指定
都市
市区
町村
全体
株式会社 一般社団・財団法人等 その他NPO法人公共的団体地方公共団体
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ると考える．  
 
表 2-6．指定管理者の選定に関する情報公開  
 
注）選定手続と選定基準は「事前に公表している」の割合を，  
選定理由については，「公表している」の割合を掲載している．  
総務省自治行政局（2007，2009，2012）を参考に筆者作成  
 
次に，利用料金制（一部利用料金制も含む）の採用状況については，都道府県，指定都
市，及び市区町村においても採用が増加傾向にある（図 2-2）．都道府県と指定都市におい
ては，利用料金制の採用率が顕著に増えており，特に都道府県での上昇率が著しい．市区
町村では 2009 年に採用率が一度減少したものの，その後は増加傾向にある．相対的にみ
て，利用料金制の採用は増えていると言えるだろう．  
 
 
図 2-2．利用料金制（一部利用料金制も含む）の採用状況  
総務省自治行政局（2007，2009，2012）を参考に筆者作成  
 
2006年 2009年 2012年
都道府県 74.1% 67.7% 68.6%
指定都市 72.3% 74.2% 86.5%
市区町村 39.5% 47.0% 45.4%
都道府県 96.9% 67.0% 68.6%
指定都市 84.1% 75.8% 81.8%
市区町村 42.8% 44.3% 44.2%
都道府県 94.8% 91.4% 98.4%
指定都市 74.8% 75.5% 90.6%
市区町村 35.0% 47.3% 48.9%
選定手続
選定基準
選定理由
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
2006年 2009年 2012年
都道府県
指定都市
市区町村
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指定期間については，都道府県，指定都市，及び市区町村のいずれにおいても，長くな
っている（表 2-7）．都道府県においては，2006 年は約 4 分の 3 が 3 年であったが，2012
年には約半数が 5 年になっていた．指定都市については，2006 年と 2009 年は 4 年が最も
多かったが，2012 年には 5 年が最も多くなっていた．市区町村においては，2006 年は 3
年が最も多かったが，2009 年と 2012 年は 5 年が最も多くなっている．以上のことから，
今日の指定期間は 5 年が最も妥当であると考えられていることがわかる．自治体の中には，
すべての指定管理者制度導入施設について，一律の指定期間とする場合も見られるが，当
該施設の目的を達成するために適切と考えられる指定期間が設定されるべきであろう（財
団法人地方自治総合研究所，2008）．  
 
表 2-7．指定期間  
 
総務省自治行政局（2007，2009，2012）を参考に筆者作成  
2006年 2009年 2012年
１年 2.5% 1.0% 0.4%
２年 1.0% 0.6% 20.5%
３年 74.3% 57.1% 22.6%
４年 5.1% 4.5% 7.7%
５年 16.3% 35.7% 47.8%
６年 0.0% 0.1% 0.1%
７年 0.1% 0.1% 0.1%
８年 0.0% 0.1% 0.1%
９年 0.0% 0.0% 0.0%
10年以上 0.6% 0.7% 0.7%
１年 2.1% 1.3% 1.4%
２年 4.5% 2.1% 1.5%
３年 30.4% 13.8% 13.3%
４年 41.3% 42.4% 36.6%
５年 21.5% 37.9% 43.2%
６年 0.2% 0.2% 1.7%
７年 0.0% 0.0% 0.1%
８年 0.0% 0.1% 0.1%
９年 0.0% 0.3% 0.2%
10年以上 0.1% 1.8% 1.9%
１年 3.9% 1.4% 1.0%
２年 4.9% 1.7% 1.8%
３年 45.3% 31.8% 23.5%
４年 6.2% 7.6% 7.0%
５年 31.6% 49.8% 58.6%
６年 0.5% 0.5% 0.4%
７年 0.2% 0.2% 0.2%
８年 0.1% 0.1% 0.2%
９年 0.2% 0.3% 0.4%
10年以上 7.0% 6.7% 6.9%
都道
府県
指定
都市
市区
町村
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第 3 項 公共施設における指定管理者制度の課題  
 指定管理者制度が導入され始めて 10 年目を迎えることから，各自治体において 2 回目，
3 回目の指定が行われており，様々な問題点や課題が指摘されている．その数は膨大であ
るため，本項ではその一部の論述を整理し，問題点や課題を明らかにしていく．  
 塩田（2008）は，行政責任と代行責任の線引きの曖昧さに起因する公募側（行政）と応
募側（事業者）それぞれの問題点を指摘している．まず，公募側（行政）に関する課題と
して，①実態把握や環境変化に対応できていない不合理で曖昧な選定基準，②民間ノウハ
ウへの期待と事業への縛り等の規制温存とのギャップによる公募不調（応募ゼロ），③制度
運用や施設管理実態を知らない選定委員による不利益をもたらす選定リスク，④天の声（？）
など特定の利害関係者の意向に左右される旧態依然とした不透明選定，⑤選定後の円滑な
監督体制（撤退防止策，第三者モニタリング等）の不備による事件・事故発生を挙げてい
る．次に，応募側（事業者）に関する課題として，①対象施設拡大に伴う低レベルの不良
事業者（自己利潤追求型）の増殖と参入，②コンサルタント・虎の巻・替え玉・使い回し
等の丸投げ体質の他力本願型応募者の存在，③政策研究の不勉強の実態や公共サービス従
事者としての根本モラルの欠如，④真のコンプライアンス欠如や行政側の意向に従わない
応募者・管理者の存在，⑤安全対策をないがしろにした過当なダンピング競争の激化と不
採算による中途撤退の横行を指摘している．  
 観光施設を対象に研究を行った井上（2007）は，指定管理者制度導入の課題として，①
実績評価，②民間手法の許容範囲，③指定管理者選定過程に係わる書類の公表，④指定管
理者の再選定，⑤公の施設の正確な収支の把握，⑥利益還元方法の 6 点を挙げている．  
 下田（2008）は，指定管理者制度の問題点として，アルバイトやパート職員のみが採用
され，大量の正社員が解雇されるといった労働法上の問題点や，指定管理者として指定さ
れた業者の管理，運営方法に不適切かつ問題のある場合等を指摘している．実際に，指定
の取消し等が年々増加している（総務省自治行政局，2007，2009，2012）．東日本大震災
の影響もあるため，一概には言えないが，指定管理者として選定した団体の管理運営チェ
ック体制の確立が求められる．  
 株式会社三菱総合研究所（2010）は，図書館における指定管理者制度導入の留意点，課
題として，「①図書館の運営においては，図書館のコレクション，地域の特性や住民のニー
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ズを理解した司書を確保することが重要である．特に，指定管理者制度を新規に導入する，
あるいは指定管理者が交代する場合には，その点の担保が重要である．②図書館運営につ
いて，自治体が明確な方針を定めずに指定管理者を公募すると，例えばレファレンスサー
ビスなど指定管理者の関心分野は重視されるものの維持管理業務が疎かになったり，コス
ト削減を過度に重視する競争となる一方で，サービスの改善や高度化による地域社会への
貢献，その前提となる司書等の専門職員の確保・育成を軽視することになる恐れがある．
したがって，自治体側が明確な当該図書館の地域社会における役割を示し，その役割を実
現するための仕様書（管理の基準）を提示し，併せて適切なモニタリング・評価を行う必
要がある」（p.47）と述べている．また，博物館における指定管理者制度導入の留意点，課
題としては，「①地方においては，博物館の指定管理者の担い手が不足し，公募しても複数
の応募者が得られないこともある．また，指定管理者による学芸員の確保が難しい場合が
ある．②博物館の運営においては，企画を担当する良質な学芸員を確保することが重要で
ある．とりわけ，博物館独自の資料・情報や地域の特性を理解した学芸員の確保，及びそ
れに基づく良質なサービス提供の継続性の担保が課題である．③指定管理者制度を導入し
た場合，学芸員と指定管理者の連携が有機的に行えなければ，企画展の質の低下や博物館
の設置目的に沿った運営が有効に行えなく恐れがある．④図書館と同様に，運営について，
自治体が明確な方針や仕様書（管理の基準）を設けなければ，例えば入館者数を確保する
企画展の開催など指定管理者の関心分野は重視されるものの地域における収蔵品の価値の
研究などが疎かになったり，コスト縮減を重視した競争となる恐れがある．したがって，
自治体側が明確な仕様書（管理の基準）を提示し，併せて適切なモニタリング・評価を行
う必要がある．」（p.51）と言及している．このように，多様な施設において，指定管理者
に対するモニタリングや評価の重要性が唱えられている．  
 指定管理者制度におけるモニタリングとは，指定管理者による公共サービスの履行に関
し，条例，規則及び協定等に従い，適切かつ確実なサービスの提供が確保されているかを
確認する手段であり，安定的，継続的にサービスを提供することが可能であるかを監視（測
定・評価）することである（南，2008）．モニタリングの目的は，①履行確認，②サービ
スの質の確認，③事業の安定性の確認である（足立・望月，2008）．このモニタリングに
ついては，制度の課題と指摘されている（一般社団法人指定管理者協会，2012；間野，2006，
2007；南，2008；生沼，2007；大竹，2008；財団法人地方自治総合研究所，2008）．わが
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国において，このモニタリングが課題とされる背景には，欧米社会では，行政においても
成績主義が徹底しており，数量化された科学的手法による評価手法の導入について抵抗感
がないが，日本にはこうした歴史風土はない（高寄，2000）ことが挙げられるだろう．モ
ニタリングに関して，手法や内容で先行しているのが横浜市であり，民間評価機関による
第三者評価を制度化した取り組みが注目されている（南， 2008）．民営化の進むイギリス
では，2000 年にベストバリューが導入された．ベストバリューとは，サービスのコストと
品質の両面に配慮した公共サービスを地方自治体に求める制度である．第三者による公的
な監査を受け，施設運営の効率性やサービスの質が評価され，他の自治体と比較できるよ
う市民に公表されている（笹川スポーツ財団，2005）．今日わが国でも，第三者，すなわ
ち公共サービスに関する専門的知見を有する外部有識者による評価の流れが加速している
（総務省自治行政局，2009，2012）．しかし，施設ごとに第三者委員会を設置することは，
コストがかかり過ぎる．例えば，東京都台東区の場合，全施設を評価する委員会をひとつ
設置する単一委員会方式を採用しており，兵庫県神戸市では，指定管理者の選定段階にお
いて，所管部局毎に選定委員会（外部委員を含む）を設置し，当該各選定委員会が引き続
き評価を行うといった複数委員会方式（選定委員会活用型）も見られる（生沼， 2007）．
各自治体が所有する施設数は異なり，なおかつ施設の設置目的も各々の施設で異なること
から，各自治体が，地域や施設の実情に即した客観的な評価を行う方策を熟考する必要が
あると考えられる．  
 
 
第 2 節 公共スポーツ施設における指定管理者制度  
第 1 項 公共スポーツ施設  
戦後復興期から高度経済成長期に至る時期，わが国では企業がトップアスリートを育て，
行政が指導者を育て施設を整備した．戦後復興期のスポーツ振興では，学校体育と対比す
る意味で「社会体育」という言葉が用いられたが，この頃より全国で公共体育館の建設が
始まった（原田・間野，2011）．そして，文部大臣の諮問機関である保健体育審議会は，
1987 年に「国民の 20％が週 1 回程度スポーツをする」ことを想定して施設の設置基準を
設けた．また，1973 年は「福祉元年」としても位置づけられ，内需拡大政策とも合致して
スポーツ施設建設はそれまでになく進展したにも拘らず，1980 年代初頭における公共施設
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設置の充足率は運動広場で 62.9％，体育館が 40.2％，柔剣道場が 35.7％，そしてプール
が 21％という実態であった．つまり，地域スポーツ振興の大前提である施設建設さえまっ
たく不十分であり，公共責任さえ果たせていない実情である（内海， 1994）．  
わが国の体育・スポーツ施設数は，文部科学省が行っている「体育・スポーツ施設現況
調査」で把握することができる．文部科学省（2010）によると，わが国の体育・スポーツ
施設は，2008 年時点で 222,533 施設である．最も多いのは，学校体育・スポーツ施設（61.2％）
であり，次いで公共スポーツ施設（24.1％），民間スポーツ施設（7.8％），大学・高専体育
施設（3.8％），職場スポーツ施設（3.1％）である．前回調査（2002 年度調査）と比較す
ると，全体では 17,127 施設減少しており，民間スポーツ施設以外の体育・スポーツ施設
は設置数が減っていた．2011 年に 50 年ぶりに改正されたスポーツ基本法においても，ス
ポーツ施設の整備は自治体の重要な責務のひとつであることが明示されている（間野，
2012）．  
施設の設置基準に関して，保健体育審議会（ 1989）では，地方公共団体が実情に即して
計画的な整備を行うために参考となるような指針の検討を国が行うよう述べ，スポーツ施
設の整備の指針を示している（表 2-8）．その指針では，地域施設，市区町村域施設，及び
都道府県域施設という区分で分類し，各々の施設の機能や設備について記載している．山
﨑・青木（1994）は，地区施設は地域住民の日常的なスポーツ活動のための身近な施設で
あるとし，市区町村域施設は市区町村の中心的施設であり，都市の規模に応じて 1 施設な
いし数施設が設置されていると述べている．最後に，都道府県域施設の特徴は，都道府県
の体育・スポーツの中核的施設として，公式競技の開催や選手強化といった競技スポーツ
の振興に重点を置くことにあるとしている．このように，公共スポーツ施設にも様々な規
模，機能，及び役割等を備えた施設がある．今日，公共スポーツ施設の量的，質的整備の
重要性が述べられているが，住民のニーズを把握した上で，整備を進めることが重要であ
る．  
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表 2-8．スポーツ施設の整備の指針  
 
         保健体育審議会（1989），山﨑・青木（1994）を基に筆者作成  
 
2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災において，公共スポーツ施設は，施設規模に
関係なく，被災者の避難場所としての役割を担い，避難者や帰宅困難者の受け入れを行っ
た．星山・佐々木（2013）は，この大震災の発生によって，指定管理者制度の本質的な課
題である，指定管理者の職員の立場の不安定さ，施設の管理運営の継続性・連続性に関す
る問題，職員研修のあり方の問題が浮き彫りになったと報告している．公共スポーツ施設
は，災害時の避難所としての機能や地域のコミュニティの場としての機能も備えているこ
とから，量的な減少は国民がスポーツに携わる機会を減少させるだけでなく，地域社会に
まで影響することが危惧される．しかし，公共スポーツ施設全体ならびに，公共スポーツ
施設の中で最も多い施設形態である公共体育館の数も，1996 年以降減少傾向にある（図
2-3）．この公共スポーツ施設減少の背景には，地方の行財政の悪化や，それに伴う市町村
施設の区分 施設の機能 主な施設の種類 施設の標準的な規格・規模
具備すべき
主な付帯施設・設備
備　考
多目的運動広場
広場面積10,000m2程度
（野球、ソフトボール、
サッカー等ができる広場）
ベンチ、バックネット、
便所、更衣室、夜間照明、
飲水設備
多目的コート
コート面積2,200m2程度
（テニス、ゲートボール等が
できるコート）
ベンチ、便所、更衣室、
夜間照明
地域体育館
床面積720m2程度
バレーボール、バスケットボール、
バドミントン、卓球、体操等が
できる体育館）
トレーニングルーム、会議室
柔剣道場 床面積300m2程度
プール
（温水が望ましい）
25m　6～8コース 夜間照明
総合運動場
（陸上競技場、
各種球技場を含む）
公式的な競技ができる
総合体育館 床面積3,000m2以上
柔剣道場 床面積400m2以上
プール
（温水が望ましい）
50mまたは25m　8コース
複合的な競技施設
（陸上競技場、サッカー・
ラグビー場、テニスコート、
野球場等の屋外施設、
体育館、柔剣道場、
プール等の屋内施設、
スケート場）
公式競技ができる
観客席、レストラン、
談話室、夜間照明
総合的なトレーニング施設
トレーニングルーム、
体力・スポーツ相談室、
宿泊施設、研修室
研究・研修施設
スポーツ資料室、宿泊施設、
研究室、研修室、
トレーニングルーム
情報センター
スポーツ資料室、
スポーツ談話室
市区町村は、人口
や小・中学校区など
をもとに、その実情
に即して地域の範囲
を設定するものと
する。幼児の遊び
場については別途
考慮する必要が
ある。
トレーニングルーム、
体力・スポーツ相談室、
スポーツ資料室
観覧席、レストラン、談話室、
会議室、研究室、夜間照明
「主な施設の種類」
欄に掲げられた
施設は、有機的な
関連を持って設置、
運営されることが
望ましい。
地区施設
市区町村域
施設
都道府県域
施設
地域住民の日常的な
スポーツ活動のための
身近な施設
（スポーツクラブや各種の
スポーツ行事のために
利用される）
市区町村全域に機能する
施設
（主として各種スポーツ
競技会やスポーツ行事の
ために利用されるほか、
施設の周辺住民の
日常的なスポーツ活動に
も利用される）
都道府県全域にわたる
事業を実施するための
施設
（主として国内的・全県的
なスポーツ競技会の開催
をはじめ、競技選手の
養成及びスポーツに関す
る研究・情報の収集と
提供、指導者養成事業等
に利用される）
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合併が大きく影響していると考えられる．   
 
 
図 2-3．公共スポーツ施設と公共体育館の設置数の推移  
（文部科学省（2010）を参考に筆者作成）  
 
そもそも，公共スポーツ施設の建設に影響を与える要因として，スポーツイベントがあ
げられる．オリンピックや国体などの大規模なスポーツイベントは，開催地のインフラの
拡充を促してきたのは周知の事実である．大西（1994）は，スポーツイベントと地域との
関係には，イベントそのものが与える影響と，関連施設整備事業のそれという 2 つの地域
振興効果があると述べている．1 つ目は，直接的効果として，スポーツイベント開催によ
るスポーツ振興効果や，イベントの盛り上がりがもたらす地域活性化効果がある． 2 つ目
は，間接効果として，競技場や，道路，鉄道など関連施設の整備のための公共・民間事業
の実施にともなう所得効果や産業振興効果があるとしている．そして，これまでの日本で
のスポーツイベントの取り組みでは，イベントそのものを楽しむ以上にイベントを事業機
会として捉え，開催に合わせた公共施設整備に関心がもたれる傾向にあることを危惧して
いる．しかし，今日は新たに施設を建設せず，既存の施設でスポーツイベントを開催する
傾向にあることから，公共スポーツ施設の量的整備を行うには，今一度，公共スポーツ施
設の意義を確認する必要があると考えられる．  
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第 2 項 公共スポーツ施設における指定管理者制度の導入状況  
 本項では，第 1 節第 2 項と同様に，総務省自治行政局が報告している「公の施設の指定
管理者制度の導入状況等に関する調査結果」を基に，特に公共スポーツ施設を含む，レク
リエーション・スポーツ施設に着目し，指定管理者制度導入に関する現状を把握する．し
かし，この「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査」では，国民宿舎や宿
泊休養施設もレクリエーション・スポーツ施設に含まれていることから，解釈には注意す
る必要がある．表 2-9 は，レクリエーション・スポーツ施設における指定管理者制度導入
施設の状況を示している．都道府県のみ，公の施設数に対する割合（指定管理者制度を導
入していない施設を含む割合）であることに留意する必要がある．概観すると，都道府県，
指定都市，及び市区町村のすべてにおいて，表 2-9 の上段の株式会社，NPO 法人，及びそ
の他の民間事業者が増加傾向にあり，逆に下段の一般社団・財団法人等，地方公共団体，
及び公共的団体は減少傾向にある．すなわち，徐々に民間事業者に門戸が開放されつつあ
るということである．前述したが，レクリエーション・スポーツ施設は民間事業者の参入
率は，他の施設と比べると高い．吉田（2008）も，指定管理者制度については公共施設の
うちスポーツ関連施設に指定管理者制度を導入する地方公共団体が多く，加えて指定管理
者として民間企業が多く指定されていると述べている．この背景には，指定管理者制度導
入前の管理委託制度の際も，公共スポーツ施設の管理委託業務に民間事業者が多く参入し
ていたこと（塩田，2008），ならびに，公共スポーツ施設では，いわゆる専門職員（図書
館における司書や博物館における学芸員等）がいないことが挙げられる．そのため，指定
管理者制度導入にともなうスポーツ施設管理マネジャー養成カリキュラム開発に関する研
究も行なわれている（早稲田大学スポーツ科学学術院スポーツビジネス・マーケティング
研究室，2007）．スポーツ施設の管理運営に関する資格として，公益財団法人日本体育施
設協会が「体育施設管理士」，「体育施設運営士」，及び「上級体育施設管理士」を付与して
いる．しかし，公共スポーツ施設における指定管理者の応募要件として，上記の資格を有
するスタッフを義務付けている自治体はいないことから，スポーツ関連企業やビルメンテ
ナンス会社等の多くの民間事業者が指定管理者に手を挙げることができると考えられる．
そのため，公共スポーツ施設はその理念も含めて，他の公共施設と比べて，指定管理者制
度導入に関する是非を問う声は少なかったと推察される．  
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表 2-9．レクリエーション・スポーツ施設における指定管理者制度導入施設の状況  
 
総務省自治行政局（2007，2009，2012）を参考に筆者作成  
 
 公共スポーツ施設における指定管理者制度導入の特徴は，公募により指定管理者の候補
者を募集している割合が高い傾向にあること（総務省自治行政局， 2007，2009，2012），
民間事業者の参入率が高いことである（原田・間野，201；総務省自治行政局，2007，2009，
2012；吉田，2008）．しかし，笹川スポーツ財団（2011）の報告書によると，社会体育施
設における指定管理者制度の導入はあまり進んでおらず，単体で規模の小さいサイトほど
指定管理者の導入が進んでいない傾向がみられる．研究知見（原田・間野，2011；保健体
育審議会，1989；笹川スポーツ財団，2011）を参考に，公共スポーツ施設の規模別に指定
管理者制度導入の状況をみると，都道府県域施設は，レガシー（遺産）を重視した施設づ
くりが重要であり，他の規模の施設より，指定管理者に関する公募による選定や評価が実
施されていると言える．市区町村域施設とは，各種スポーツ競技会や周辺住民のスポーツ
活動施設であり，指定期間が比較的短く，利用料金制を採用している施設が多い．最後に，
地区施設とは，地域住民の日常的なスポーツ活動のための身近な施設であり，規模の小さ
い施設ほど，指定管理者制度の導入が進んでいない傾向がみられる．施設の規模によって，
設置目的や設備も異なることから，公共スポーツ施設における指定管理者制度に関する検
証を行う際は，施設の特性を考慮して，調査研究を進める必要があるであろう．  
今日，公共スポーツ施設における指定管理者制度導入について，最も注目されているの
2006年 2009年 2012年 2006年 2009年 2012年 2006年 2009年 2012年
都道府県 15.3% 19.4% 21.1% 1.6% 2.6% 2.9% 12.0% 15.3% 19.1%
指定都市 18.1% 18.4% 21.2% 2.4% 3.0% 2.6% 12.7% 20.0% 33.7%
市区町村 26.3% 29.7% 29.5% 3.3% 6.9% 8.3% 5.9% 12.7% 13.5%
2006年 2009年 2012年 2006年 2009年 2012年 2006年 2009年 2012年
都道府県 43.2% 35.9% 32.4% 21.1% 18.3% 15.0% 6.8% 8.5% 9.4%
指定都市 59.6% 50.7% 35.5% 0.0% 0.2% 0.1% 7.2% 7.7% 6.9%
市区町村 44.3% 35.0% 31.9% 0.1% 0.1% 0.1% 20.0% 15.6% 16.7%
その他株式会社
一般社団・財団法人等 地方公共団体 公共的団体
NPO法人
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は，指定管理者制度導入に関する影響や効果と言っても過言ではない．公共スポーツ施設
における指定管理者制度導入の影響や効果として報告されているのは，行財政の効率化（原
田・間野，2011），サービスの向上（原田・間野，2011；一般社団法人指定管理者協会，
2012；間野・庄子，2010；笹川スポーツ財団，2011），雇用の創出（原田・間野，2011；
間野ら，2010；笹川スポーツ財団，2011），利用者数の増加（間野ら，2009；笹川スポー
ツ財団，2011）等である．サービスが向上した理由として，原田・間野（ 2011）は以下の
ように述べている．  
「指定管理者の選定に，公募方式が導入されたことが考えられる．指定管理者制度では，
公募による民間企業の参入を認め，既存の公益法人等を含めて競争させ，サービス向上・
経費削減のための創意工夫を生みだすことをねらいとしている．つまり，公募方式によっ
て，複数の事業者が企画提案を競い合っていることがサービス水準の向上をもたらしてい
ると考えられる．企画提案では，開業時間の延長・休館日数の削減・清掃回数の増加・施
設設備の改修など既存事業の改善項目の提案に加え，自主事業についても提案が可能であ
る．審査は総合評価方式であり，価格入札とは異なり企画提案書の内容を重視している．
また，企画提案書の内容の履行確認を自治体が行うため，提案した内容は確実に実施しな
ければならない．これら一連の仕組みが，サービス水準の向上をもたらしたと考える」
（p.45）．  
 しかし，公共スポーツ施設における指定管理者制度導入については，メリットだけでは
ない．間野（2007）は，指定管理者制度は，胎動期，過渡期，安定期，そして再生期と段
階的に進むとしている（表 2-10）．  
 
表 2-10．指定管理者制度のフェーズ  
 
             間野（2007）p.103 を参考に筆者作成  
フェーズ 概　要 対応ポイント
Ⅰ　胎動期 新制度の理解と選定方法の模索による官民の混乱 VFM，選択眼
Ⅱ　過渡期 利用者満足度（CS）を巡る官民の動揺 CS，モニタリング
Ⅲ　安定期 行政評価を伴うPPP（Public Private Partnership）の確立
実利用者，
多様なスポーツ
Ⅳ　再生期
老朽化による施設改修を含めた
PFI（Private Finance Initiative）の導入
資金確保
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「Ⅱ  過渡期」において，間野（2007）は，利用者満足度（CS）を巡る官民の動揺を指
摘し，その対応としてモニタリングを挙げている．公共スポーツ施設における指定管理者
のモニタリングに関しても，指標の作成等が困難であることから，多くの研究者が課題と
して指摘している．民営化の進んでいる英国では，スポーツイングランドが中心となり，
QUEST（UK Quality Scheme for Sport and Leisure）と呼ばれる公共スポーツセンター
向けの品質基準評価システムが導入されている．QUEST は，地方公共団体を中心に，ス
ポーツ・レクリエーション・余暇活動の組織・施設の質的マネジメントの向上とスポーツ
振興を目的として，1996 年に紹介された．英国の 4 州全てのスポーツ・カウンシルが協働
し，QUEST 委員会を立ち上げ，QUEST の発展に努めている（田中，2007）．実際に，公
共スポーツ・レジャー施設のマネジメントにおけるクオリティスキームのうち，QUEST
は「 Investors in People」に次いで  2 番目に多く用いられていた（Robinson，2003）．QUEST
の評価基準は，マネジメントに関する 4 領域（施設の管理運営，顧客との関係，スタッフ，
サービスの開発と批判）に分類され，さらに，全部で 22 の独立したマネジメントに再分
割されている．評価方法としては，自己評価，ミステリー客の評価，および評価員の評価
がある．ミステリー客とは，QUEST にパートタイムで雇われている経験豊かなレジャー
の専門家である．ミステリー客の評価は，評価のプロセスにおいて重要な役割を担ってい
る．彼らは，しばしば彼らの家族等とともに施設を訪問し，泳いだり，フィットネスのク
ラスに参加したりする．そして，ミステリー客は，最終的な評価報告書に結びつく詳細な
報告書を提出する．ミステリー客による評価は，実際の施設利用者の視点からの評価であ
る．わが国において，施設利用者の視点からの評価として利用者満足度調査が行われてい
る．しかし，行政関連の指標が完全に欠落している場合，住民満足度調査となるが，どう
しても行政サイドのバイアスがかかり易い（高寄，2000）という指摘を鑑みると，施設の
スタッフによる調査は，スタッフによるバイアスがかかることが考えられる．そのため，
スタッフによる量的な利用者満足度調査に加え，質的調査の技法のひとつである参与観察
法を用いたミステリー客の評価を適用することは，量的，質的な面から指定管理者のサー
ビスを評価することができる．しかし，ミステリー客を適用することの課題として，ミス
テリー客を育てるプログラム開発が残る．そのため，公募の基準や申請内容を把握してい
る選定委員会のメンバーが，ミステリー客として実際に施設を利用し，評価を行うことが，
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各々の自治体の施設における指定管理者のサービスを評価する妥当な方法と言えるのでは
ないであろうか．  
 
第 3 項 公共スポーツ施設における指定管理者制度に関する研究  
 指定管理者制度を導入した公共スポーツ施設に関する研究は，現状把握や事例紹介（菊
池，2006；間野，2010；松井ら，2006；八木，2008），制度の社会学的意味を探求した研
究（後藤，2008），指定管理者制度が導入された公共スポーツ施設における施設管理マネ
ジャー養成のカリキュラム構築のための基礎資料を得ることを目的とした研究（早稲田大
学スポーツ科学学術院スポーツビジネス・マーケティング研究室，2007），指定管理者制
度導入等によって生ずる問題に着目した研究（天野，2005），東日本大震災で被災した際
の公共スポーツ施設管理者の対応を調査した研究（松本ら，2012）等が行われている．ま
た，指定管理者の選定や評価に関する研究は，指定管理者候補者に選定されるための申請
内容等を分析した研究（宮城ら，2006），指定管理者制度の課題である適切な選定・評価
のあり方を検討した研究（冨田ら，2010），財団法人日本体育施設協会が創設した指定管
理者総合評価の妥当性と経営改善を検証した研究（冨田ら，2011）等が行われている．ま
た，指定管理者制度導入の影響や効果に着目した研究としては，制度の導入がもたらした
常勤雇用者数への影響（間野ら，2010），制度が導入される前後等で利用者満足度やサー
ビス・クオリティの変化を調査した研究（本目ら，2011；間野ら，2009；間野・庄子，2010）
等が行われている．  
菊池（2006）は，指定管理者制度の導入に関して，外郭団体のあり方や公共性確保の問
題など懸念材料も少なくないのが現状であるが，ハード事業が殆どであった従来の民営化
ビジネスがソフト事業にまで拡大すること，また従来の管理委託制度で指摘された問題点
の多くを解消する可能性をもった制度であると述べている．後藤（ 2008）は，指定管理者
制度の形式的意味である「経費節減」「サービスの向上」とは異なる社会学的な意味を，フ
ィールドワークをもとに，行政，地域，指定管理者のそれぞれの立場から明らかにするこ
とを目的に調査を進めた．その結果，行政による「形式的制度運用による行政責任の遂行」
と，指定管理者による「形式的意義の追求」及び「経営力への過剰な期待」によって，指
定管理者制度の形式的意義は，場面に応じて前面化されるが，この制度の導入は，一方で
「地域行政の課題の露呈」を促し，保守的行政の体質を「担当課の影響力の保持」という
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形で顕わにしてしまうとしている．さらに，地域住民レベルでは，「公共スポーツ施設のス
ポーツ外機能」を発揮する契機となり，あるいは様々な地域要求を突きつける「新制度へ
の便乗の可能性」として意味づけられていたと述べている．  
指定管理者制度導入の影響や効果に着目した研究として，間野ら（2009）は，公共体育
館におけるプール・スタジオ・ジムの利用者を対象に「指定管理」導入前後 3 年間におけ
る公共体育館の利用者満足度の変化を検証した．指定管理導入直前の 2006 年 2 月，導入
後の 2007 年 2 月ならびに 2008 年 2 月の 3 回にわたり質問紙調査を行い，3 年間のデータ
を比較した結果， 1）「指定管理」導入後は，「料金に見合ったサービス」をはじめとする
複数の項目で，満足度が向上し，利用者の増大がもたらされた． 2）一方で，利用者数の
増加が混雑を引き起こすことによって，快適さの要素に関して満足度低下をもたらす可能
性が示された．3）「総合満足度」は，「指定管理」導入直後には，一時的に低下し，その
後上昇することが確認されたことを報告している．加えて，間野・庄子（ 2010）は，「み
る」スポーツ施設であるスタジアムにおいて，指定管理者制度導入によるサービス変更に
伴うサービス・クオリティの変化を明らかにすることを目的に調査した．2006 年 5 月と
2008 年 11 月に J リーグ公式戦の観戦者に対して質問紙調査を行い，サービス・クオリテ
ィを比較した結果，大規模改修を必要としない人的，物的サービスである「清潔・快適さ」，
「飲食」，「ゴミ箱」，「トイレ」，「スタッフ」のサービス・クオリティ 5 因子が有意に改善
されていることを明らかにした．また，本目ら（2011）は，指定管理者制度導入前からの
既存利用者と導入後からの新規利用者では評価が同一でないことを指摘し，指定管理者制
度導入が「既存利用者」及び「新規利用者」の利用者満足度にどのような影響を与えるの
か，また，それぞれに与える影響の違いを明らかにすることを目的に調査を行った．公共
体育館の個人利用者を対象に，第 1 回目の調査を指定管理者制度導入前の 2006 年に，第 2
～4 回目の調査を導入後の 2007 年，2008 年，2009 年に行い，分析した結果，既存利用者
と新規利用者では満足度が異なるサービス項目が確認され，さらに指定管理者制度が両者
に与える影響は異なることを報告している．このように，指定管理者制度導入に関する公
共スポーツ施設のサービス変化に着目した研究は行われているが，緒についたばかりであ
る．また，縦断的研究はサンプルが同一人物でないと，個人の満足度の変化という意味で
は妥当性が乏しい（原田ら，1995）．そのため，指定管理者制度導入による公共スポーツ
施設のサービスの変化を利用者の視点から明らかにするためには，同じ利用者に対し繰り
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返し調査を行うパネル調査を行うことが必要であると考えられる．  
 
第 4 項 公共スポーツ施設における指定管理者制度の課題  
 公共スポーツ施設における指定管理者制度の課題として，導入課題（社会的課題）と学
術的課題に分け，述べる．まず，指定管理者制度導入の課題（社会的課題）として，指定
管理者の 2 巡目における公募の現状と課題に着目した間野（2010）は，1 巡目に比べて公
募の割合が増加している可能性を示唆したが，公募であっても非営利法人が指定管理者と
なる割合が高く，営利法人の参入による競争原理の強化が図られているか否かについては
必ずしも明白ではないことを指摘している．天野（2005）は，指定管理者選定の際の評価
基準を明確に規定し，選考の結果だけではなく過程も公表することが望ましいとしている．
その選定基準に着目した宮城ら（ 2006）は，指定権限者がグローバルな基準のみをその選
定根拠とし，公共性，特殊性，地域性という，より本質的な公共施設の運営への配慮を欠
いていることが課題であると述べている．野川（2010）は，2009 年 7 月 20 日に施行され
た公共サービス基本法の理念のひとつである安全かつ良質な公共サービスを効率的かつ適
正に提供することが，施設の「機能管理」を任される指定管理者にとって最大の課題であ
ると指摘している．  
 次に，公共スポーツ施設における指定管理者制度の学術的課題として，制度導入の影響
や効果が述べられているものの，実証されたものが少ないことが課題として挙げられる．
特に，指定管理者制度導入に関する公共スポーツ施設のサービス変化についての研究知見
は少ない．また，利用者の視点からサービスの変化を検証する際は，縦断的な調査が必要
となる．縦断的調査には，繰り返し調査とパネル調査の 2 種類がある．パネル調査は，同
じ対象を繰り返し調査することから，個々の対象の時間を通じた変化を捉えることができ
る（北村，2005）．そのため，指定管理者制度導入による公共スポーツ施設のサービス変
化を利用者の視点から厳密に捉える場合，パネル調査が必要となってくる．この調査手法
についても議論の余地が残されていると言えるであろう．  
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スポーツ施設のサービス・クオリティと利用者満足に関する 
実証的研究の動向 
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第 1 節 研究意義・研究目的  
今日，公共スポーツ施設のサービスを利用者が評価する方法や指標が注目を集めている．
公共スポーツ施設を含めたスポーツ施設におけるサービス・クオリティと利用者満足に関
する先行研究を概観し，研究成果をまとめることは，公共スポーツ施設における指定管理
者のサービスを評価する妥当な指標がないことから，意義があると考えられる．本研究の
目的は，スポーツ施設におけるサービス・クオリティと利用者満足に関する先行研究を分
類し，研究成果をまとめ，研究課題を明らかにすることである．  
 
第 2 節 研究方法  
先行研究の収集は，国立国会図書館のデータベースである「NDL-OPAC（National Diet 
Library Online Public Access Catalog）」，国立情報学研究所のデータベースである「CiNii
（NII Scholarly and Academic Information Navigator）」，神戸大学附属図書館のデータ
ベースである「OPAC（Online Public Access Catalog）」を中心に，海外と国内を問わず，
スポーツ施設のサービス評価に関する原著論文を収集した．その結果，スポーツ施設にお
いてサービス・クオリティや利用者満足に関する調査を行った原著論文 21 編を本研究に
おけるレビューの対象とした．なお，本研究におけるスポーツ施設とは，民間施設と公共
施設のどちらも含むこととする．  
 
第 3 節 結果  
第 1 項 先行研究の分類  
スポーツ施設におけるサービス・クオリティと利用者満足に関する研究をレビューした
結果，研究の着眼点から，①サービス・クオリティと利用者満足に関する横断的研究，②
サービス・クオリティと利用者満足に関する縦断的研究，③サービス構造に関する研究，
④測定尺度と分析方法に関する研究，⑤変数の関連性に関する研究の 5 つに大別すること
ができた 5．そして，今日，公共スポーツ施設における指定管理者のサービスを利用者側か
ら測定する枠組みが求められていることから，特に，サービスを評価する項目に着目して
いる③サービス構造に関する研究に重点を置き，レビューを行った．本研究においてレビ
                                                   
5 スポーツ施設におけるサービス・クオリティと利用者満足度に関する先行研究を 5 つに大別したが，
Liu et al.（ 2009）と中西（ 1995）の論文については，複数の目的や分析方法が用いられていたこと
から重複している．  
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ュー対象となった原著論文 21 編の研究成果を表 3-1 にまとめた．  
 
表 3-1．本研究においてレビューした原著論文  
 
 
第 2 項 サービス・クオリティと利用者満足に関する横断的研究  
サービス・クオリティと利用者満足に関する横断的研究とは，スポーツ施設におけるサ
ービス・クオリティや利用者満足を，サンプルのデモグラフィック特性や施設間で比較し
ている研究のことである．Afthinos et al.（2005）は，スポーツ施設のタイプやサンプル
のデモグラフィック特性などによって，スポーツ施設への要望が異なるか否かを検証する
タイプ 著　者 研究成果
Afthinos et al.（2005） 施設のタイプと利用者の性別によって，施設に対する要望が異なる．
Liu et al.（2009）1 施設のタイプやサイズによってサービス・クオリティの評価が異なる．
中西（1995）1 サービス・クオリティの構造は，地区別の公共体育館によって異なる．
Howat et al.（2002）
オーストラリアの公共プールの利用者に対して実施されたサービス評価に関する
3年間のベンチマークデータを用いて時系列で比較し，スタッフの重要性を明らかにした．
原田ら（1995）
日本の商業スポーツ施設における会員の満足度の変化に影響を及ぼす要因は
スタッフである．
中路（2006）
日本のフィットネスクラブにおいて，第1次調査の総合的満足度を，1年後の第2次調査時
の会員と退会者で比較した結果，退会者の方が有意に低かった．
Papadimitriou &
Karteroliotos（2000）
ギリシャのフィットネス施設のサービスは，4要因24項目から構成されている．
Chang & Chelladurai
（2003）
アメリカのフィットネスクラブのサービスは，9要因35項目から構成されている．
Lam et al.（2005） アメリカのフィットネスクラブのサービスは，6要因31項目から構成されている．
周・菊池（2008）
中国のフィットネスクラブのサービスは，5要因20項目から構成されており，
サービスを評価するSQAMモデルを開発した．
Kim & Kim（1995） 韓国のスポーツ施設のサービスは，11要因33項目から構成されており，QUESCを開発した．
中西（1995）1 日本の公共体育館のサービスは，7要因から構成されている．
Howat et al.（1996） オーストラリアの公共レジャー施設のサービスは，4要因15項目から構成されている．
Lentell（2000）
英国の公共レジャー施設のサービスは，3要因23項目で構成されており，そのうち，
有形サービスが最も重要な要因である．
中路・簗瀬（1995） 「期待不一致度」より「パフォーマンスの認知」の方が説明力が高い．
中路・簗瀬（1998） 現在の願望とパフォーマンスの認知の「期待不一致度」を用いることが効果的である．
Liu et al.（2009）1
「ギャップ分析」と「重みづけをしたギャップ分析」が，「パフォーマンスのみの分析」
より，抽出されたサービス・クオリティの6要因において類似している．
周・菊池（2009a） 因子スコアよりも尺度得点によるモデルの方が適合度指標が基準を満たす．
Murray & Howat（2002）
サービス・クオリティが利用者満足度へ及ぼす影響の中で，価値が
重要な媒介変数の役割を果たす．
周・菊池（2009b）
フィットネスクラブ会員のサービス評価が，利用満足を介して行動意図に
間接的な影響を与えながら，行動意図に直接的な影響も及ぼしている．
周・菊池（2009c）
フィットネスクラブ会員のサービス評価が，利用満足を介して行動意図に
間接的な影響を与えながら，行動意図に直接的な影響も及ぼしている．
周・菊池（2009d）
利用満足が知覚品質と行動意図との関係において，部分的な媒介効果を
もつモデルが最適モデルである．
Howat et al.（2008）
サービス・クオリティにおけるリラクセーション効果，スタッフサービス，及び施設が
利用者満足度に影響し，さらに，利用者満足度がロイヤルティに影響を及ぼす．
サービス・
クオリティと
利用者満足
に関する
縦断的研究
サービス
構造に
関する
研究
測定尺度
と分析
方法に
関する
研究
変数の
関連性に
関する
研究
サービス・
クオリティと
利用者満足
に関する
横断的研究
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ため，ギリシャの公共と民間を含むスポーツ施設のメンバーに対し質問紙調査を行った．
サービスの要望について分散分析を行った結果，施設のタイプ（公共と民間）と性別で，
施設に対する要望が異なることを明らかにした．  
英国の 72 もの公共スポーツ施設においてサービス評価の調査を行った Liu et al.（2009）
は，施設のタイプや施設のサイズによってサービス・クオリティの評価が異なることを報
告している．具体的には，プールがある施設よりプールがない施設の方が，また，施設の
サイズが中間（1,500～3,000m2）や大きい施設（3,000m2＜）より小さい施設（＜1,500m2）
の方が，スタッフ，利便性，および清潔感において評価が良いことを実証している．また，
中西（1995）は，日本の同一市内の地区別にある公共体育館によって，サービス・クオリ
ティの構造が異なることを，因子得点による比較を行い実証した．横断的研究の今後の課
題としては，施設のタイプ（公共か民間）やサイズを統一した上で，サービス・クオリテ
ィの構造に違いはあるのか，また，サービス・クオリティの構造が異なるのであれば，そ
の要因を解明することが必要であろう．  
 
第 3 項 サービス・クオリティと利用者満足に関する縦断的研究  
サービス・クオリティと利用者満足に関する縦断的研究とは，スポーツ施設におけるサ
ービス・クオリティや利用者満足を縦断的に比較した研究のことである．縦断的調査には，
繰り返し調査とパネル調査の 2 種類がある．繰り返し調査とは，1 回ごとに新規の標本を
抽出する調査であり，パネル調査とは，時間的な間隔をおいて同じ標本を対象に調査をす
る方法である（松田， 2002）．スポーツ施設におけるサービス・クオリティや利用者満足
の繰り返し調査として，オーストラリアの公共プールの利用者に対して実施されたサービ
ス評価に関する 3 年間のベンチマークデータを用いて時系列で比較した Howat et al.
（2002）の研究がある．また，パネル調査としては，原田ら（ 1995）と中路（2006）の
研究があげられる．原田ら（1995）は，商業スポーツ施設における会員の満足度の変化に
影響を及ぼす要因はスタッフであることを報告している．中路（2006）は，フィットネス
クラブにおいて，第 1 次調査の総合的満足度を，1 年後に会員継続者と退会者で追跡調査
を行い比較した結果，退会者の方が有意に低かったことを実証している．  
縦断的研究は，サンプルが同一人物でないと，個人の満足度の変化という意味では妥当
性が乏しい（原田ら，1995）という指摘からも，パネル調査の重要性がうかがえる．しか
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し，パネル調査は，同じサンプルに繰り返して調査を行うため，偏りが発生しやすいこと
から，母集団に対するサンプルの代表性をたえず確認するという作業が求められる（松田，
2002）．そのため，サンプルの代表性の確認作業も含め，調査デザインを入念に練る必要
がある．もし，パネル調査ではなく，繰り返し調査を行う場合は，第 1 次調査と第 2 次調
査におけるサンプルの特性に，有意な差がないことを実証する必要があろう．  
今日，わが国では公共スポーツ施設における指定管理者制度導入の効果に注目が集まっ
ていることからも，公共スポーツ施設のサービスに対する評価を時系列で捉えることがで
きる縦断的研究の意義はますます高まるであろう．しかし，スポーツ施設における縦断的
研究は，縦断的調査の種類や調査デザインに言及している研究が少ないため，今後さらな
る議論の蓄積が必要である．  
 
第 4 項 サービス構造に関する研究  
サービス構造に関する研究とは，複数項目からなるサービス・クオリティの項目を要因
（次元）に分類した研究のことである．表 3-2 は，複数のスポーツ施設においてサービス・
クオリティの構造を検証した研究を示している．  
Kim and Kim（1995）は，スポーツ施設のサービス・クオリティを測定する QUESC
（Quality Excellence of Sports Centers）を開発するために研究を行った．まず，フォー
カス・グループにインタビュー調査を行い，スポーツ施設のサービスについて 45 項目が
抽出された．次に，韓国の複数のスポーツ施設利用者に対し質問紙調査を行い，得られた
サービスに対するデータは，11 要因に分類することができる 33 項目が示された．中西
（1995）は，日本の公共体育館におけるサービス・クオリティの構造について，SERVQUAL
の 22 項目や，調査対象施設の現状などを考慮し，10 要因 45 項目を設定し，5 つの公共体
育館の利用者に調査を行った．45 項目について，主成分分析を行った結果，7 つの主成分
が抽出された．Howat et al.（1996）は，フォーカス・グループの調査などを基に評価尺
度を作成した CERM (Centre for Environmental and Recreation Management)の CSQ 
(customer service quality)の適用を，オーストラリアの公共レジャー施設の利用者を対象
に質問紙調査を行い検証した結果，4 要因が抽出されたことを報告している．Lentell（2000）
は，英国の 7 つの公共レジャー施設利用者に対し，レジャー施設のサービスの重要度とサ
ービス認知の度合いを質問紙調査によって測定した．サービスに関する項目は， CERM 
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CSQ（Howat et al.，1996）を基に，2 つのレジャー施設のマネジャーとディスカッショ
ンを行い，加えて，2 回のパイロット調査を行った末，最終的に 23 項目を設定した．因子
分析を行った結果，「有形物」，「スタッフ」，及び「2 次的サービス」の 3 要因に分類され
た． Papadimitriou and Karteroliotis（2000）は，QUESC を援用し，ギリシャのフィッ
トネス施設の利用者を対象に調査を行った結果，QUESC とは異なる 4 つの要因からフィ
ットネス施設のサービスが構成されていることを報告している．Chang and Chelladurai
（2003）は，フィットネスクラブによって提供されたサービスの要因を測定するための尺
度（SQFS: Scale of Quality in Fitness Service）を開発するため，3 段階での検証を行っ
た．最初に，19 人のフィットネスの専門家らによって， 79 項目における SQFS の草案が
作成された．次に，項目の精製を行うため， 178 人の質問紙調査結果を I-T 相関分析
（ item-to-total correlations）とクロンバックα係数を用いて検証し，35 項目まで絞った．
最終段階として，検証的因子分析により SQFS の項目の構造を確認し，信頼性と妥当性の
確認を行った結果，9 要因が確認された．Lam et al.（2005）は，SQAS（Service Quality 
Assessment Scale）を開発するために，まず，先行研究やインタビューにより予備の 46
項目を設定した．そして，フィットネスクラブのメンバーを対象にパイロット調査を行い，
探索的因子分析をした結果，サービスに関する 40 項目からなる 6 要因が示された．次に，
フィットネスクラブ 10 施設の利用者に 40 項目で調査を行い，探索的因子分析を行った結
果，再度 6 要因が抽出された．しかし，9 項目が因子回転もしくは tau 係数の不足で消去
されてしまったことから，最終的に，31 項目が様々なフィットネスクラブのサービス・ク
オリティを評価するために役立つと報告している．周・菊池（2008）は，中国のフィット
ネスクラブに適合するサービス評価尺度（SQAM: Service Quality Assessment Model）
を開発するため，まずは，フィットネスクラブの専門家ならびに会員に対しインタビュー
調査を行い，先行研究で抽出した項目と合わせて 102 項目を設定した．次に，フィットネ
スクラブ 5 施設の会員に対して 2 回の予備調査を行い，探索的因子分析を通して，102 項
目から 24 項目まで絞った．そして，本調査では，サービスに関する 24 項目を，フィット
ネスクラブ 3 施設の会員に対して用いた．探索的因子分析と検証的因子分析を行った結果，
最終的に 5 要因 20 項目によるモデルを採用した．  
以上の先行研究から，スポーツ施設の特性や国によって，サービス・クオリティの構造
が異なることが明らかであるが，スタッフと施設（物理的な環境）は，スポーツ施設にお
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けるサービスを構成する要因として，重要なことがうかがえる．また，サービスの構造を
明らかにするための分析方法として，探索的因子分析 6，検証的因子分析 7，及び主成分分
析が適用されており，統一した見解がないのが現状である．  
サービス・クオリティに関しては，文化的に特有の測定尺度の開発が求められるとの指
摘（Karatepe et al., 2005；Raajpoot, 2004）があることからも，わが国のスポーツ施設
特有のサービス評価項目の開発が求められる．そのため，サービスを評価するための尺度
やモデル開発を目的とする先行研究にならい，まずはフォーカス・グループ 8などにインタ
ビュー調査を行い，その結果に基づき，わが国のスポーツ施設で提供されているサービス
を明確にした上で，質問紙調査による量的な研究を積み重ねていく必要があるであろう．  
 
表 3-2．スポーツ施設におけるサービス・クオリティ構造の比較  
 
                                                   
6 探索的因子分析は，因子の構造などを何も仮定せずに行い，どのような潜在的因子が存在している
のかを探索する．一般的に因子分析というと探索的因子分析のことをさす（松尾・中村， 2002）．  
7 検証的因子分析は，あらかじめ因子や観測変数の間の関係を仮定しておき，その仮定通りになって
いるかどうかを検証することが目的で行われる．確認的因子分析ともいう（松尾・中村， 2002）．  
8 フォーカス・グループとは，特定のトピックやある範囲の問題について議論してもらうために集ま
ってもらう人々のグループである．フォーカス・グループ法は，メディア研究，コミュニケーショ
ン研究，評価研究，組織研究などでよく用いられる（シュワント， 2009）．  
著者（年号） Papadimitriou & Karteroliotis（2000） Chang & Chelladurai（2003） Lam et al.（2005） 周・菊池（2008）
施設（数・国名） フィットネス施設（不明・ギリシャ） フィットネスクラブ（5・アメリカ） フィットネスクラブ（10・アメリカ） フィットネスクラブ（3・中国）
尺度名 ―
SQFS
（Scale of Quality in Fitness Services）
SQAS
(Service Quality Assessment Scale)
SQAM
(Service Quality Assessment Model)
要因数（項目数） 4（24） 9（35） 6（31） 5（24）
インストラクターの質 サービスの風潮 スタッフ スタッフ
施設の魅力と活動 経営者のコミットメント プログラム 施設・設備
プログラムの有用性と供給 中核サービスかプログラム ロッカールーム プログラム
他のサービス 従業員との仕事でのふれあい 有形施設 安心・安全
従業員との個人間のふれあい 練習施設 価格設定
物理的な環境 託児所
他の顧客との接触
サービスの失敗と回復
認知されたサービス・クオリティ
分析方法 探索的因子分析 検証的因子分析 探索的因子分析 検証的因子分析
著者（年号） Kim & Kim（1995） 中西（1995） Howat et al.（1996） Lentell（2000）
施設（数・国名） 公民含むｽﾎﾟｰﾂ施設（不明・韓国） 体育館（5・日本） レジャー施設（15・オーストラリア） レジャー施設（7・イギリス）
尺度名 QUESC
（Qual i ty Exce l lence of Sport  Centres）
―
CERM CSQ
（Centre  for  Environmental  and Recreat ion
Management customer  service qual i ty）
―
要因数（項目数） 11（33） 7（45） 4（15） 3（23）
雰囲気 保証性 中核サービス 有形物
従業員の態度 可視性 スタッフの質 スタッフ
信頼性 適格性 施設全体 2次的サービス
情報 信頼性 2次的サービス
プログラム 応答性
個人的配慮 利便性
恩恵 感情移入性
料金
気楽さ
刺激
便利
分析方法 主成分分析 主成分分析 主成分分析 因子分析
　民　間　（　private　）
　公　共　（　public　）
構造
（次元）
構造
（次元）
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第 5 項 測定尺度と分析方法に関する研究  
測定尺度と分析方法に関する研究とは，サービス・クオリティと利用者満足を測定する
尺度に着目した研究，ならびに，サービス・クオリティと利用者満足を算出する際の分析
方法に着目した研究のことである．サービス・クオリティや利用者満足を測定する際の尺
度として，「期待不一致度」や「パフォーマンスの認知」が用いられてきた．  
中路・簗瀬（1995）は，フィットネスクラブにおける顧客満足度の測定尺度に関する検
証を行い，「期待不一致度」もある程度の説明力を持つが，「パフォーマンスの認知」の説
明力がより高いことを報告している．さらに，中路・簗瀬（1998）は，フィットネスクラ
ブの個人会員を 3 つのグループに分け，それぞれのグループ間で，サービスを評価する 3
つの測定尺度を比較した．その結果，入会前の期待とパフォーマンスの認知との「期待不
一致度」，ならびに「パフォーマンスの認知」よりも，現在の願望とパフォーマンスの認知
との「期待不一致度」が，会員歴の長さにとらわれないため，どのクラブにとっても，サ
ービスの測定法として最も効果的であると報告している．Liu et al.（2009）は，「ギャッ
プ（満足度－重要度）分析」と「重みづけをしたギャップ（（満足度－重要度）×重要度）
分析」の 2 つの分析が，パフォーマンスのみの分析より，抽出されたサービス・クオリテ
ィの 6 要因において類似していることを実証した．さらに，サービス・クオリティの 6 要
因を独立変数に，全体的な対価（value for money）を従属変数として重回帰分析を行った
結果，パフォーマンスのみの分析において多重共線性（multicollinearity）の問題がみら
れたことを報告している．  
周・菊池（2009a）は，フィットネスクラブ会員を対象とした同一の観測データを使用
し，サービス属性項目の尺度得点と因子スコアについて，構造方程式モデリングによる推
定を行い，適合具合を検討した．その結果，尺度得点によるモデルは適合度指標が基準を
満たしており，推定値の精度も高かったが，因子スコアによるモデルに関してはすべて受
容できないことが明らかになった．  
スポーツ施設におけるサービス・クオリティや利用者満足の測定方法と分析方法に関す
る研究は，サービス・クオリティや利用者満足の項目に重点が置かれてきたことから，相
対的にみて，等閑視されてきた傾向にある．サービス・クオリティや利用者満足の測定尺
度として援用されているギャップを用いる尺度と，サービスのパフォーマンスのみを測定
する尺度の 2 つの尺度に関する論拠を明確に示したうえで調査を行う必要があるであろう．  
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第 6 項 変数の関連性に関する研究  
変数の関連性に関する研究とは，サービス・クオリティと利用者満足に加えて，ロイヤ
ルティや行動意図などの諸変数との関連性に着目した研究のことである．スポーツ施設の
サービスに対する態度が独立変数や媒介変数となり，継続意図や推奨意図などの行動的意
図が従属変数として設定されている．すなわち，スポーツ施設におけるサービスへの態度
が行動的意図に及ぼす影響に関するモデルの開発を試みた研究のことである．  
 Murray and Howat（2002）は，サービス・クオリティ，利用者満足，行動意図，及び
価値（value）の関係性について構造方程式モデルを用いて検証した．その結果，価値が，
サービス・クオリティが利用者満足へ及ぼす影響の中で，重要な媒介変数の役割を果たす
ことを明らかにした．周・菊池（2009b，2009c）は，フィットネスクラブ会員のサービス
品質評価が，利用満足を介して継続利用と他者への推奨などの行動意図に間接的な影響を
与えながら，行動意図に直接的な影響も及ぼしていることを明らかにした．さらに，利用
満足が知覚品質と行動意図との関係において，部分的な媒介効果をもつモデルが最適モデ
ルであることが報告されている（周・菊池，2009d）．Howat et al.（2008）は，公共プー
ルにおける利用者のロイヤルティに強い影響を及ぼす要因を明らかにするため調査を行っ
た．構造方程式モデリングを用い，サービス・クオリティにおけるアウトカム要因のうち
の 1 つ（リラクセーション）と 2 つのプロセス要因（スタッフと施設）が，全体的な満足
度に有意に影響を及ぼし，さらに，全体的な満足度が 3 つのロイヤルティ変数に有意に影
響を及ぼすことを明らかにした．構造方程式モデリングとは，構成概念や観測変数の性質
を調べるために集めた多くの観測変数を同時に分析するための統計的方法であり（豊田，
1998），マーケティング分野などでさかんに採用されている．従来，観測変数間の因果関
係を解明する手法としてパス解析が行われてきたが，今日では，重回帰分析を繰り返し行
うパス解析よりも，構成概念と観測変数間の関係を解明することができる構造方程式モデ
リングをすべきであるという意見もある（狩野， 2002）．そのため，今後は，スポーツ施
設のサービス評価に関するモデルの研究においても，因子分析（もしくは主成分分析）と
重回帰分析によるモデルの解明より，構造方程式モデリングによりモデルを解明する研究
がますます増えていくであろう．  
スポーツ施設におけるサービス・クオリティや利用者満足の変数の関連性に関する研究
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は，他のテーマの研究と比べると，比較的最近，蓄積され始めてきた研究である．しかし，
変数として用いられているサービス・クオリティの項目や利用者満足の項目が研究者によ
って異なる．この問題は，サービス構造に関する研究で述べたが，スポーツ施設で提供さ
れているサービスが明確でないことが起因していると考えられる．また，従属変数として
設定されている行動意図は，あくまでも意図である．そのため，サービスに対する態度が，
継続して施設を利用することや知人に施設の利用を勧めるといったような実際の行動に影
響するか否かを縦断的に検証する必要があると考えられる．  
 
第 4 節 結語  
本研究の目的は，スポーツ施設におけるサービス・クオリティと利用者満足に関する先
行研究を分類し，研究成果をまとめ，研究課題を明らかにすることであった．先行研究は，
①サービス・クオリティと利用者満足に関する横断的研究，②サービス・クオリティと利
用者満足に関する縦断的研究，③サービス構造に関する研究，④測定尺度と分析方法に関
する研究，⑤変数の関連性に関する研究の 5 つに大別することができた．  
①サービス・クオリティと利用者満足に関する横断的研究においては，スポーツ施設の
タイプやサイズ，または利用者の性別によって，利用者の要望やサービスに対する評価が
異なることが明らかにされている．今後は，施設のタイプとサイズを統一した上で，サー
ビスの構造に違いはあるのかを検証することが必要であろう．②サービス・クオリティと
利用者満足に関する縦断的研究においては，会員の満足度の変化に影響を及ぼす要因や満
足度が低い会員は退会しやすいこと等が明らかにされているが，研究知見が蓄積されてい
ない．今後，縦断的調査の種類や調査デザインにも言及しながら，研究目的に合致した調
査デザインを綿密に練ることが重要である．  
③サービス構造に関する研究では，スポーツ施設のサービス構造は，スポーツ施設の特
性や国によって，サービス・クオリティの構造が異なることが明らかにされている．その
ため，スポーツ施設で提供されているサービスを明確にした上で，サービスに関する項目
を設定することが求められる．④測定尺度と分析方法に関する研究においては，サービス・
クオリティや利用者満足の測定尺度として，現在の願望とパフォーマンスの認知との「期
待不一致度」と「パフォーマンスの認知」の尺度の優位性が報告されている．しかし，研
究者によって用いられる尺度が多様なことから，ギャップを用いる尺度とサービスのパフ
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ォーマンスのみを測定する尺度の 2 つの尺度に関する論拠を明確に示したうえで調査を行
う必要がある．⑤変数の関連性に関する研究では，サービス・クオリティや利用者満足な
どのスポーツ施設のサービスに対する態度が独立変数や媒介変数として，継続意図や推奨
意図などの行動的意図が従属変数として設定され，各々の変数が影響を及ぼすことが明ら
かにされている．しかし，従属変数として設定されている行動意図は，あくまでも意図で
あるため，実際の行動に影響するか否かを縦断的に検証する必要があると考えられる．  
最後に，スポーツ施設のサービス・クオリティや利用者満足に関する研究の全体的な課
題を述べることとする．本論文においてレビューした先行研究を 5 つに分類し，それぞれ
の研究成果と今後の研究課題を明らかにしたが，今後の課題が重複している部分も見受け
られることから，スポーツ施設におけるサービス・クオリティや利用者満足に関する研究
を行う際は，包括的に先行研究を検討した上で研究方法を練る必要がある．しかし，その
中でも，今後スポーツ施設のサービスに関する研究について中心を担っていくと考えられ
るテーマは，サービスの構造に関する研究である．なぜなら，スポーツ施設のサービス・
クオリティや利用者満足を測定するためには，スポーツ施設特有のサービスに関連する妥
当な項目を用いる必要があるからである．先述したが，多様な業種のサービスが評価でき
るよう開発された SERVQUAL のサービス構造とスポーツ・レクリエーションサービスの
構造が異なることが実証されている（Chelladurai & Chang，2000； Ko & Pastore，2005）．
また，スポーツ施設特有のサービス構造を明らかにしようという調査研究は，海外ではな
されているものの，わが国では蓄積されていない．わが国のスポーツ施設特有のサービス
構造が明確になることで，施設を継続して利用したいという意図を示す継続意図や他の変
数との関連性を検証する意義が高まるであろう．そして，施設の利用者のデモグラフィッ
ク特性や施設間でサービス・クオリティや利用者満足度を比較することにより，現場への
有意義なインプリケーションにもつながる．さらに，わが国のスポーツ施設特有のサービ
ス構造が明らかになることで，公共スポーツ施設において指定管理者のサービス評価とし
て用いられている利用者満足度調査の妥当な項目の開発につながり，ひいては，公共スポ
ーツ施設における指定管理者制度導入のサービス面での効果の検証に示唆を与えることが
できるであろう．  
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公共スポーツ施設におけるサービス・クオリティ，利用者満足，  
及び行動意図の関連性に関する実証的研究  
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第 1 節 研究意義・研究目的  
指定管理者制度を導入した公共スポーツ施設に関する研究は，現状把握（間野， 2010；
松井ら，2006），施設の事例紹介（宮城ら， 2006；八木，2008），自治体の事例紹介（菊
池，2006），制度の社会学的意味を探求した研究（後藤，2008），制度導入過程における問
題点を明らかにした研究（天野，2005），制度の導入がもたらした常勤雇用者数への影響
（間野ら，2010），制度が導入される前後で利用者満足度の変化を調査した研究（間野ら，
2009）等が行われているものの，指定管理者が提供するサービスについて，理論的な枠組
みを用いて利用者の態度を捉えた実証研究は少ない．指定管理者制度が導入された公共ス
ポーツ施設において，利用者が満足する構造ならびに今後も継続して施設を利用しようと
思うメカニズムを明らかにすることは，今後の指定管理者が提供するサービスに関する評
価システムを構築するための知見を得ることができると考える．本研究の目的は，公共ス
ポーツ施設におけるサービス・クオリティ，利用者満足，及び行動意図の関連性を明らか
にすることである．  
 
第 2 節 研究方法  
第 1 項 調査対象  
調査対象として，H 県内の町立 H 体育館と市立 N 体育館を選定した．選定理由は，H
体育館と N 体育館はともに指定管理者制度を導入しており，両施設は体育館とトレーニン
グ室で基本的な施設構成がなされているからである．H 体育館は，大体育室，床と畳の 2
種類がある中体育室，トレーニング室，ミーティング室を備えている．指定管理者として
2006 年 4 月から，NPO 法人を取得している総合型地域スポーツクラブが管理運営を行っ
ている．N 体育館は，競技場，体育室，トレーニング室，会議室を備えている．2006 年 4
月から，K 市体育協会と財団法人がコンソーシアムを組み指定管理者として管理運営を行
っている．  
 
第 2 項 調査方法  
調査方法は，H 体育館は 2007 年 11 月 12 日から 18 日，N 体育館は 2007 年 11 月 19 日
から 24 日に，両体育館のロビーにおいて，了承の得られた利用者に対し質問紙を配布し，
記入してもらい回収する自記入式による質問紙調査法を用いた．回収数は 745 票（H 体育
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館：423 票，N 体育館：322 票），有効回答数 716 票（H 体育館：411 票，N 体育館：305
票）であった．  
 
第 3 項 調査項目  
1．サービス・クオリティ  
本研究では，オーストラリアの公共スポーツ施設において繰り返し使用され，信頼性と
妥当性が確認されている Howat et al.（1996，1999，2002）の項目を援用した（表 4-1）．
国際比較研究においては，比較可能性の問題（鈴木・林，2002）や 5 つの対等性の問題が
ある．5 つの対等性とは，概念の対等性，測定の対等性，言語の対等性，比較単位の対等
性，及びサンプリングの対等性である（山口，1987）．本研究は国際比較研究ではないが，
海外で信頼性と妥当性が確認された項目を援用するため，項目の対等性を維持する必要が
あると考えた．そのため，まずは，スポーツ社会学と生涯スポーツが専門分野である教授，
院生，及び学部生の 12 名によるピアテストと，数年間公共スポーツ施設で働いており，
公共スポーツ施設のサービスに精通しているスタッフに聞き取り調査を行い，項目の対等
性ならびに内容的妥当性について議論した．そして，わが国の公共スポーツ施設に見合う
よう修正を施した上で，H 体育館の利用者に対しプレテストを行い，最終的に 20 項目を
設定した．尺度は，偏ったリッカートタイプの 6 段階尺度（1：「そう思わない」～6：「と
ても強くそう思う」）を用い，等間隔尺度を構成するものと仮定した．偏ったリッカートタ
イプの尺度を用いた理由は，質の高いサービスが提供されるべきであると参加者がどれく
らい考えているかの程度の問題であること（Crompton et al.，1991）や，偏った尺度の使
用は，サービス・クオリティの特質として，利用者のフォーカスグループによって最も重
要であると認められたからである（Howat et al.，1999）．  
 
2．利用者満足  
サービス・クオリティは特定のサービスであるのに対し，利用者満足は広いコンセプト
である（Zeithaml & Bitner，2003）．そのため，質問項目は「あなたは当体育館にどのく
らい満足していますか」の 1 項目を設定し，リッカートタイプの 7 段階尺度（1：「とても
不満」～7：「とても満足」）を用い，等間隔尺度を構成するものと仮定した．  
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3．行動意図  
行動意図として，推奨意図と継続意図の 2 変数を用いた（Cole & Illum，2006；Howat 
et al.，2002；中路，2006；Theodorakis & Alexandris，2008；Zeithaml et al.，1996）．
推奨意図の質問項目は「あなたは当体育館を他の人に勧めますか」の 1 項目を，継続意図
の質問項目は「今後あなたは，引っ越しなどのやむを得ない理由がないかぎり，当体育館
を継続して利用したいと思いますか」の 1 項目を設定した．尺度は，どちらもリッカート
タイプの 7 段階尺度を設定し，等間隔尺度を構成するものとして仮定した．実際の行動を
測定することは困難であることから，本研究では行動の意図を用いた．行動意図について
は，合理的行為理論や計画的行動理論において，行動意図は行動を予測することが実証さ
れており，運動・スポーツ行動にも適用可能であることが実証されている（徳永ら，1980）
ことから本研究においても意図を用いた．  
 
表 4-1．変数と尺度  
 
 
要　因 変　数 尺　度
性　別 １．男性　２．女性
年　齢 満年齢
職　業
１．会社員　２．公務員　３．自営業　４．主婦　５．パート職　６．高校生
７．大学生、専門学校生　８．無職　９．その他
利用形態 １．団体利用　２．教室利用　３．個人利用
利用頻度
１．ほぼ毎日　２．週に４～５日　３．週に２～３日　４．週に１日　５．２週間に１日
６．月に１日程度　７．３ヶ月に１日程度　８．年に数日程度
利用期間
１．１ヶ月未満　２．１ヶ月～半年未満　３．半年～１年未満　４．１年～２年未満
５．２年～５年未満　６．５年～１０年未満　７．１０年以上
駐車場の安全性
施設の清潔さ
施設の整備
機器の質と整備
施設の快適性
情報の新しさ
幅広い運動
施設の運営
プログラムの価値
設備の価値
飲食スペースの適切さ
スタッフの親近感
スタッフの責任感
スタッフの区別
スタッフの経験・知識
ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰの経験・知識
開始時間の正確さ
時間帯の適切さ
開館・閉館時間の適切さ
利用手続きの簡単さ
利用者満足 全体的な満足度
１．とても不満　２．不満　３．少し不満　４．どちらでもない
５．まあ満足　６．満足　７．とても満足
推奨意図
１．まったく勧めない　２．勧めない　３．あまり勧めない　４．どちらでもない
５．少し勧める　６．勧める　７．強く勧める
継続意図
１．まったくそう思わない　２．そう思わない　３．あまりそう思わない
４．どちらでもない　５．少しそう思う　６．そう思う　７．強くそう思う
　１．そう思わない
　２．どちらともいえない
　３．ややそう思う
　４．そう思う
　５．強くそう思う
　６．とても強くそう思う
　＊．知らない
行動意図
属　性
利用状況
サービス・
クオリティ
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第 4 項 利用者満足に関する仮説モデルの設定  
Howat et al.（1999）は，サービス・クオリティを高く評価し，なおかつ利用者満足度
が高い利用者は，行動意図が好意的であるという分析枠組みに基づき研究を進めた結果，
利用者満足度と行動意図に関連性があることを示唆した．サービスを購買した顧客がサー
ビスの生産過程に加わることによってベネフィットを受けとり，トータルとしての満足度
に集約し，その結果，再購買の意思決定につながるとの見解（中路・簗瀬，1998）もある．
Murray and Howat（2002）は，構造方程式モデルを用い，スポーツ・レジャー施設にお
いて，サービス・クオリティは利用者満足に影響し，利用者満足は継続意図のとても強い
影響要因であることを明らかにした．サービス・クオリティが行動意図に影響を及ぼす
（Boulding et al.，1993；Zeithaml et al.，1996）こともマーケティングの分野において
報告されているが，スポーツ施設において実証された研究が少なく妥当性が低いため，本
研究においては仮説に設定しなかった．以上のことから，サービス・クオリティが利用者
満足に影響を与え，さらに利用者満足が行動意図である推奨意図と継続意図に影響を及ぼ
すことが推察される．よって，本研究において以下の 3 つの仮説を設定した（図 4-1）．  
 
H1：サービス・クオリティは，利用者満足に影響を及ぼす  
H2：利用者満足は，推奨意図に影響を及ぼす   
H3：利用者満足は，継続意図に影響を及ぼす  
 
 
図 4-1．利用者満足に関する仮説モデル  
 
第 5 項 分析方法  
利用者満足の規定要因を探るため，サービス・クオリティの 20 項目において探索的因
子分析を行った．次に，探索的因子分析で抽出されたサービス・クオリティの因子，利用
者満足度，推奨意図および継続意図において相関分析を行った．そして，サービス・クオ
サービス・  
クオリティ  
利用者  
満足  
推奨  
意図  
継続  
意図  
H1 
H2 
H3 
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リティ因子を独立変数に，利用者満足度を従属変数に設定し重回帰分析を行った．また，
利用者満足度を独立変数に，推奨意図と継続意図を従属変数に設定し単回帰分析を行った．
本研究における統計的な処理は，SPSS 11.5 for Windows を使用した．  
 
第 3 節 結果  
第 1 項 サンプルの属性と利用状況  
サンプルの個人的属性に関して，性別は，男性が 27.7％（192 人），女性が 72.3％（502
人）であった（表 4-2）．年代については，30 代が 42.3％（226 人）で最も多く，次いで，
50 代が 17.9％（96 人）であった．職業は，主婦が 51.5％（362 人）と約半数を占め，圧
倒的に多かった．次いで，会社員が 18.5％（130 人）であった．サンプルの利用状況に関
して，利用形態は 54.9％（393 人）が団体利用であった．利用期間に関しては，2 年～5
年未満の利用者が 23.8％（166 人）で最も多かった．10 年以上利用しているサンプルは
11.6％（81 人）いた．利用頻度は，体育館を週に 1 日利用している人が 47.7％（337 人）
と最も多く，4 人中 3 人が週に 1 日以上利用していることが明らかになった．  
 
表 4-2．サンプルの属性と利用状況  
 
 
 
％（ n ） ％（ n ）
性別 男性 27.7％（192） 職業 会社員 18.5％（130）
女性 72.3％（502） 公務員 3.0％（  21）
年代 10代 2.2％（  12） 自営業 2.8％（  20）
20代 11.4％（  61） 主婦 51.5％（362）
30代 42.3％（226） パート職 12.7％（  89）
40代 11.8％（  63） 高校生 1.7％（  12）
50代 17.9％（  96）
60代 11.8％（  63）
70代 2.6％（  14） 無職 7.1％（  50）
団体利用 54.9％（393） その他 2.0％（  14）
教室利用 24.1％（172） ほぼ毎日 0.8％（    6）
個人利用 16.9％（121） 週に4～5日 2.3％（  16）
複数利用 4.1％（  29） 週に2～3日 23.1％（163）
1ヶ月未満 8.3％（  58） 週に1日 47.7％（337）
1ヶ月～半年未満 11.2％（  78） 2週間に1日 6.1％（  43）
半年～1年未満 11.9％（  83） 月に1日程度 7.8％（  55）
1年～2年未満 16.2％（113） 3ヶ月に1日程度 2.1％（  15）
2年～5年未満 23.8％（166） 年に数日程度 10.1％（  71）
5年～10年未満 17.0％（119）
10年以上 11.6％（  81）
利用
形態
利用
期間
利用
頻度
大学生・
専門学校生
0.7％（    5）
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第 2 項 サービス・クオリティの因子構造  
まずは，サービス・クオリティの 20 項目において探索的因子分析を行った（表 4-3）．
先行研究によっては，複数からなるサービス項目を分類する際に主成分分析を用いている
ものが散見されるが，本研究では因子分析を用いた．因子分析を用いた理由としては，因
子分析によって得られる因子は単なるデータの要約ではなく，何らかの意味での理論的構
成概念を表すものと考えるべきである．また，各因子が理論的構成概念を代表し，その構
成概念間の関係についての仮説を検証したい場合には，主成分分析の適用は適切ではなく，
因子分析の利用が必要であるという見解（柳井ら，1990）を支持している．因子の抽出に
は主因子法を用い，固有値 1 以上の基準を設け，バリマックス回転を行った．その結果，
4 因子が抽出された．第 1 因子は，「機器の質は高く，良く整備されている」や「施設は適
切に運営されている」等のスポーツ施設におけるサービスの根幹となる項目が中心である
ため「中核」と命名した．第 2 因子は，「スタッフは親しみやすい」や「スタッフは責任
感がある」等のヒューマンサービスに関する内容であったことから「人的資源」と命名し
た．第 3 因子は，「教室・団体利用・ジムは時間通りに開始できる」等のサービスの時間
に関する内容であったため「時間」と命名した．第 4 因子は，「提供されるプログラムは
料金に見合う」等の料金に見合うサービスか否かを問う項目であることから「価値」と命
名した．「利用手続きは簡単である」の 1 項目に関しては，因子負荷量が 0.40 の基準
（Nunnaly & Bernstein，1994）に満たなくどの因子にも属さなかったため，後の分析か
らは除外した．累積寄与率は，Hair et al.（2010）が示す基準（60％以上）には満たなか
ったが，59％と高い値を示した．このサービス・クオリティの 19 項目を使って因子分析
を行うことの妥当性を表す「Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性の測度」も 0.917 と高い値
を示し，この 20 項目で因子分析を行うことに意味があることを示した．また，4 つの因子
の内的整合性を確認するために，Cronbach のα係数を算出した．「中核」因子は .89，「人
的資源」因子は .88，「時間」因子は .86，「価値」因子は .87 であり，基準（ .80）（Robinson 
et al.，1991）を上回ったことから，一定の信頼性が確認された．  
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表 4-3．サービス・クオリティに関する因子分析結果と信頼性  
 
※ 因子負荷量 ＞ .40 のみ記載  
 
第 3 項 サービス・クオリティ，利用者満足，及び行動意図の関連性  
探索的因子分析で抽出された「中核」，「人的資源」，「時間」，「価値」の 4 因子，利用者
満足度（Mean=5.04, S.D.=0.99），及び行動意図である推奨意図（Mean=5.09, S.D.=1.113）
と継続意図（Mean=5.71, S.D.=1.070）において相関分析を行った結果，サービス・クオ
リティの 4 因子すべてにおいて利用者満足度と有意な相関を示した（表 4-4）．そのため，
4 因子を独立変数に，利用者満足度を従属変数に設定しステップワイズ法による重回帰分
析を行った．その結果，「中核」，「人的資源」，「時間」及び「価値」の 4 因子とも利用者
満足度に有意に影響を与えることが明らかになった（図 4-2）．決定係数は .298 を示し，こ
の 4 因子で利用者満足度の分散のうち約 30％が説明されることが明らかになった．  
次に，利用者満足が及ぼす影響を明らかにするため，利用者満足度，推奨意図，及び継
続意図の変数間において相関分析を行った（表 4-4）．その結果，利用者満足度と推奨意図，
利用者満足度と継続意図の間には有意な相関関係があることが明らかになった．そのため，
利用者満足度を独立変数に，推奨意図と継続意図を従属変数にし，それぞれ単回帰分析を
行った結果，利用者満足度は推奨意図と継続意図に対し，どちらも有意な値を示した（ p
＜ .001）．すなわち，利用者は満足するほど他人に施設の利用を快く勧め，自らも継続して
施設を利用しようとする意図が強くなることが明らかになった．  
因子名 項　目 Mean S.D. Ｆ１ Ｆ２ Ｆ３ Ｆ４
施設の整備は行きとどいている 3.55 1.07 .783
施設は快適で心地よい 3.41 1.13 .734
機器の質は高く、良く整備されている 3.23 1.11 .719
施設はいつも清潔である 3.66 1.04 .672
最新の情報が提供されている 2.95 1.11 .612
幅広い運動プログラムが利用できる 3.21 1.14 .528
施設は適切に運営されている 3.70 0.99 .513
適した飲食スペースが提供されている 2.95 1.24 .436
駐車（駐輪）場は安全に配慮されている 3.32 1.10 .413
スタッフは責任感がある 3.68 1.07 .740
スタッフは経験と知識が豊富である 3.47 1.11 .729
スタッフは親しみやすい 3.62 1.15 .709
インストラクターは経験と知識が豊富である 3.84 1.22 .582
簡単にスタッフだと見分けられる 3.67 1.18 .538
教室・団体利用・ジムの時間帯は適切である 4.01 0.97 .792
教室・団体利用・ジムは時間通りに開始できる 4.15 0.98 .726
開館・閉館時間は適切である 3.96 0.94 .666
提供されるプログラムは料金に見合う 3.76 1.10 .770
施設の設備は料金に見合う 3.73 1.16 .725
寄与率（％） 21.3 16.1 12.6 8.9
累積寄与率（％） 21.3 37.4 50.1 59.0
価値
（α ＝.87）
因子負荷量
時間
（α ＝.86）
中核
（α ＝.89）
人的資源
（α ＝.88）
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表 4-4．サービス・クオリティ，利用者満足度および行動意図の相関マトリクス  
 
                                  ＊＊p＜ .01 
 
第 4 項 利用者満足に関する仮説モデルの検証  
図 4-2 は，仮説モデルの検証結果を示している．仮説 1 の「サービス・クオリティは，
利用者満足に影響を及ぼす」については，サービス・クオリティの 20 項目を因子分析し，
抽出された 4 因子すべてが利用者満足度に有意に影響を及ぼすことが明らかになったこと
から，仮説 1 は支持された．仮説 2 の「利用者満足は，推奨意図に影響を及ぼす」と，仮
説 3 の「利用者満足は，継続意図に影響を及ぼす」については，単回帰分析を行った結果，
両変数とも有意な値を示したため，仮説 2 と仮説 3 は支持された．すなわち，施設が提供
する中核のサービス，スタッフ等のヒューマンサービス，サービスを提供している時間，
及びサービスに見合った料金に対する評価が高くなるほど利用者は満足し，さらに，満足
するほど他人に施設の利用を勧め，自らも継続して施設を利用しようとする意図が強くな
ることが明らかになった．  
 
＊＊＊p＜ .001 
図 4-2．利用者満足に関する仮説モデルの検証  
中核 人的資源 時間 価値
利用者
満足度
継続意図 推奨意図
中核 .081 .045 .077 .363＊＊ .083 .105
人的資源 .106 .048 .265＊＊ .177＊＊ .184＊＊
時間 .037 .213＊＊ .179＊＊ .068
価値 .338＊＊ .167＊＊ .224＊＊
利用者満足度 .290＊＊ .350＊＊
継続意図 .416＊＊
推奨意図
 
 
中 核 
人的資源 
時 間 
価 値 
利用者 
満足度 
推奨意図 
継続意図 
サービス・ 
クオリティ 行動意図 
.317＊＊＊ 
.207＊＊＊ 
.168＊＊＊ 
.298＊＊＊ 
.350＊＊＊ 
.290＊＊＊ 
（R2＝.298） 
（R2＝.122） 
（R2＝.084） 
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第 4 節 結語  
  本研究は，公共スポーツ施設におけるサービス・クオリティ，利用者満足，及び行動
意図の関連性を明らかにすることが目的であった．主な結果は以下の 2 点である．  
1）サービス・クオリティが高く評価されることによって利用者の満足度が向上する．  
2）利用者の満足度が向上することによって，施設を継続して利用したいと思う人が増え，
さらに，他者に施設の利用を勧めようと思う人が増える．  
以上の結果から，サービスのパフォーマンスをよくすることで利用者は満足する．加え
て，合理的行為理論や計画的行動理論において行動意図は行動を予測することが実証され
ていることから，サービスに満足した利用者は，今後も継続して施設で運動・スポーツを
実施し，さらに施設を利用していない人に施設での運動・スポーツ実施を勧める．よって，
口コミによる新規利用者の増加が見込まれることも示唆された．  
公共スポーツ施設における指定管理者制度の今日的な課題として，指定管理者を評価で
きる妥当な指標が開発されていないことが挙げられる．本研究は，今日的課題の解決のき
っかけとなるような以下の研究視座を提起している．  
1 点目は，わが国の公共スポーツ施設に見合うよう加筆修正をした Howat et al.（1996，
1999，2002）のサービス・クオリティに関する項目が，わが国の公共スポーツ施設のサー
ビスを評価する際に援用できることを実証したことである．サービス・クオリティの因子
構造については，Howat et al.（1999）が示したサービス・クオリティの 3 要因（「人的サ
ービス」，「中核」及び「付帯サービス」）と因子数は異なるものの，類似する結果となった．
この結果は，オーストラリアの公共スポーツ施設におけるサービスと日本の公共スポーツ
施設のサービスについて，利用者が類似した枠組みでサービスを捉え，認知していると考
えられる．しかし，本調査の対象施設は，H 県内の 2 施設のみであることから，今後は，
対象施設を変え，実証研究を積み重ね，検討する必要がある．  
2 点目は，本調査において設定したサービスに関する項目から抽出された 4 因子すべて
が，利用者満足に影響を及ぼすことが明らかになったことである．すなわち，公共スポー
ツ施設の中核的なサービス，スタッフ等のヒューマンサービス，サービスを提供する時間，
料金に見合ったサービスを提供することが，利用者の満足に影響を及ぼすということであ
る．しかし，「利用手続きは簡単である」の 1 項目は，因子負荷量が 0.40 の基準（Nunnaly 
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& Bernstein，1994）に満たなく，後の分析から除外された．この点については，今後の
研究課題のひとつとしてあげられる．また，本研究で援用したサービス・クオリティによ
って，利用者満足度の分散の約 30％が説明されることが示された．しかし，サービス・ク
オリティ以外に，利用者満足度に有意な影響を及ぼす変数の存在が考えられることから，
今後の検証が必要であろう．  
3 点目は，利用者満足が推奨意図と継続意図の行動意図に有意に影響を及ぼしている点
である．この結果は，先行研究と同様の結果を示した（Alexandris et al.，2004；Howat et 
al.，1999，2008；Murray & Howat，2002；周・菊池，2009a，2009b，2009c）．しかし，
それぞれの研究における調査対象に着目すると，Alexandris et al.（2004）はギリシャの
民間スポーツ施設の会員，Howat et al.（1999）と Murray and Howat（2002）はオース
トラリアの公共スポーツ・レジャーセンターの利用者，Howat et al.（2008）はオースト
ラリアの公共プールの利用者，周・菊池（2009a，2009b，2009c）は中国の民間フィット
ネスクラブの会員である．そのため，本研究の結果は，わが国の公共スポーツ施設におい
ても，利用者が施設が提供するサービスに満足しないと，その施設を継続して利用しよう
と思わないということであり，「場所貸し」がメインであった公共スポーツ施設においても，
利用者が満足できるようなサービスを提供することが重要になってきたことがうかがえる．
また，他者に施設の利用を勧めようと思う推奨意図に利用者満足が有意に影響を及ぼすこ
とが明らかになったことから，金山（2010）が述べるように，サービス品質や満足を高め
ることは，スポーツ参加者の育成に反映される可能性が高いことも考えられる．  
今後の研究課題としては，サービス・クオリティ以外に，利用者満足や継続意図などに
影響を及ぼす要因を探ることである．本研究では，利用者満足度は，サービス・クオリテ
ィの中核，人的資源，時間，及び価値に関する因子により分散の約 30％が説明されている．
しかし，柳沢ら（1998）は約 34％，催・柳沢（2002）は約 74％を説明している．サービ
ス・クオリティ以外に，運動・スポーツ実施による効果が利用者満足に影響を及ぼすこと
が報告されており（Alexandris et al.，2004），行動分析学では，ある行動が繰り返される
かどうかは，その行動の効果次第であるとされている（杉山ら， 1998）．そのため，公共
スポーツ施設の利用者が，公共スポーツ施設でスポーツを実施することで効果が得られた
と感じている，もしくはスポーツを実施することで効果が得られるだろうと予期している
ことが，今後，公共スポーツ施設を継続して利用するか否かに影響することが考えられる．
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よって，公共スポーツ施設のサービスに満足する，ないしは継続して利用するためには，
サービスの質を向上させる以外に，スポーツを実施することで得られる心理的なベネフィ
ットもしくは効果を利用者に感じさせる必要があると考えられる．今後，検証する必要が
あるであろう．  
また，サービス・クオリティの尺度として用いた偏った尺度が，わが国の公共スポーツ
施設の質問紙調査に採用された事例がみられない．そのため，回答者が慣れておらず，回
答する際に戸惑う場面がみられたことから，今後調査を行う際は検討が必要である．  
 生涯スポーツ社会の実現に必要不可欠な公共スポーツ施設のキーワードは，「安・近・軽・
楽」であり，安全で安心して利用できる施設，身近で親近感のある施設，軽装で気軽に使
え，軽い負担で済む施設，楽しく気楽に利用できる施設のことである（高橋・野川，2006）．
また，公共スポーツ施設は，スポーツをする場だけでなく心理的・社会的・空間的にも地
域住民がゆとりと交流を取り戻す場であるため，地域住民のコミュニケーション構築が可
能となるような運営が望まれると述べている．すなわち，公共スポーツ施設がスポーツを
する場としての機能だけではないということを理解し，なおかつ利用している地域住民が
満足できるようなサービスを施設で提供できる指定管理者が公共スポーツ施設の管理運営
をする必要がある．そのため，指定管理者の選定基準や指定期間中のチェック機能を確立
する必要があり，住民や利用者の視点から指定管理者の評価に関する研究知見を蓄積して
いくことが，指定管理者を選定，評価する妥当な指標開発につながるであろう．  
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公共スポーツ施設における利用者の行動意図に与える影響に関する研究  
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第 1 節 研究意義・研究目的  
わが国のスポーツ施設のサービスを評価する研究において多用される変数は，サービ
ス・クオリティ，利用者満足，及び行動意図であり，利用者満足や行動意図に影響を及ぼ
す要因を探る研究が蓄積されている．特に，利用者の満足度に影響を及ぼすサービス・ク
オリティの要因に関する研究知見が蓄積されている．しかし，サービス・クオリティ以外
に，運動・スポーツ実施による効果が利用者満足に影響を及ぼすことが報告されており
（Alexandris et al. , 2004），行動分析学では，ある行動が繰り返されるかどうかは，その
行動の効果次第であるとされている（杉山ら，1998）．よって，利用者が公共スポーツ施
設のサービスに満足する，ないしは施設を継続して利用するためには，サービスの質を向
上させる以外に，スポーツを実施することで得られる心理的なベネフィットもしくは効果
を利用者が感じる必要があるのではないであろうか．そこで，本研究では結果予期を用い
る．わが国のスポーツ施設に関する研究おいて，結果予期は注目を浴びていない．指定管
理者制度が導入された公共スポーツ施設におけるサービスに関する研究は行われているが
（本目ら，2011；間野・庄子，2010；間野ら，2009)，指定管理者制度導入後の公共スポ
ーツ施設において利用者のサービス評価に関する変数の関連性に着目したものは少ない．
本研究の目的は，公共スポーツ施設におけるサービス・クオリティ，結果予期，利用者満
足，及び行動意図の関連性を明らかにすることである．  
 
第 2 節 研究方法  
第 1 項 調査方法  
2010 年 3 月 18 日から 31 日に，H 県内にある指定管理者制度が導入された公共スポーツ
施設の A 体育館と B 体育館の利用者に対し，自記入式による質問紙調査を行った．H 県は
人口約 5,500,000 人である．A 体育館と B 体育館を設置した自治体は，積極的に指定管理
者制度を導入している．公共スポーツ施設のうち施設形態で最も多いのは体育館であるこ
とから（文部科学省，2010)，本研究では 2 つの公共体育館（A 体育館，B 体育館）を調査
対象施設として抽出した．2 つの公共体育館の指定管理者は，財団法人 C と財団法人 D で
ある．A 体育館は，競技場（975m2），体育室（230m2），トレーニング室（69m2），会議室
（54m2）があり，1989 年に設立された．B 体育館は，競技場（540m2），体育室（216m2），
トレーニング室（72m2）があり，1975 年に設立された．A 体育館の有効回収数は 103 票，
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B 体育館の有効回収数は 102 票であった．  
 
第 2 項 調査項目  
本研究における調査項目として，個人的属性，利用状況，サービス・クオリティ，結果
予期，利用者満足，及び行動意図を設定した（表 5-1）．サービス・クオリティは，Howat et 
al. (1996, 1999)を基に 20 項目設定し，5 段階尺度を用いた．結果予期は，財団法人健康・
体力づくり事業財団（1995）を参考に，スポーツを行う人が期待すると考えられる 10 のポ
ジティブな項目を設定し，尺度は，偏った 4 段階尺度（1：「全くそう思わない」～ 4：「非
常にそう思う」）を用いた．利用者満足については，全体的な満足度の 1 項目を採用し，尺
度はリッカートタイプの 7 段階尺度を設定した．全体的な満足度は，継続意図と推奨意図
に影響を及ぼす（Spreng et al., 1995）．そのため，行動意図として，推奨意図と継続意図の
2 項目を採用した（Theodorakis & Alexandris，2008）．本研究において推奨意図は，利用者
が他者に施設の利用を快く勧めるか否かを問う 1 項目を設定した．継続意図は，やむを得
ない理由がない限り今後も継続して施設を利用したいかを問う 1 項目を設定した．合理的
行為理論は，行動はその行動をしようという意図によって予測されることを前提としてい
る（Ajzen & Fishbein, 1980）．加えて，これらの項目は，意図とレジャー行動との関連性を
調査するため計画的行動理論を検証した Ajzen and Driver（1992）によって明らかにされて
いる．本研究で用いる推奨意図と継続意図は，ともにリッカートタイプの 7 段階尺度を用
い，推奨意図と継続意図の総和を行動意図とした．  
 
第 3 項 仮説モデル・分析方法  
本研究においては，5 つの仮説を設定した（図 5-1）．  
H1．サービス・クオリティは利用者満足に影響を及ぼす  
H2．結果予期は利用者満足に影響を及ぼす  
H3．サービス・クオリティは行動意図に影響を及ぼす  
H4．結果予期は行動意図に影響を及ぼす  
H5．利用者満足は行動意図に影響を及ぼす  
 
分析方法は，単純集計，探索的因子分析，相関分析，及びパス解析を行った．なお，デ
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ータ分析には，統計ソフト SPSS 18.0 を使用した．  
 
表 5-1．変数と尺度  
 
 
 
図 5-1 . 行動意図に影響を及ぼす要因に関する仮説モデル  
 
 
変　数 項　目 尺　度
性別 １．男性　２．女性
年齢 満年齢
職業 １．会社員　２．公務員　３．自営業　４．主婦　５．パート職　６．高校生　７．大学生、専門学校生　８．無職　９．その他
利用形態 １．団体利用　２．教室利用　３．個人利用
利用頻度 １．ほぼ毎日　２．週に４～５日　３．週に２～３日　４．週に１日　５．２週間に１日　６．月に１日程度　７．３ヶ月に１日程度　８．年に数日程度
利用期間 １．１ヶ月未満　２．１ヶ月～半年未満　３．半年～１年未満　４．１年～２年未満　５．２年～５年未満　６．５年～１０年未満　７．１０年以上
駐車場の安全性
施設の清潔さ
施設の整備
機器の質と整備
施設の快適性
情報の新しさ
幅広い運動
施設の運営
プログラムの価値
設備の価値
休憩スペースの適切さ
スタッフの親近感
スタッフの責任感
スタッフの区別
スタッフの経験・知識
ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰの経験・知識
開始時間の正確さ
時間帯の適切さ
開館・閉館時間の適切さ
利用手続きの簡単さ
健康になれる
体力が向上する
スタイルが良くなる
若々しくなる
運動やスポーツが上手になれる
ストレスが発散できる
生活が充実してくる
まわりの人に自慢できるものが増える
自分に自信ができる
仲間ができる
利用者満足 体育館全体の満足度 １．とても不満　２．不満　３．少し不満　４．どちらでもない　５．まあ満足　６．満足　７．とても満足
推奨意図 １．まったく勧めない　２．勧めない　３．あまり勧めない　４．どちらでもない　５．少し勧める　６．勧める　７．強く勧める
継続意図 １．まったくそう思わない　２．そう思わない　３．あまりそう思わない　４．どちらでもない　５．少しそう思う　６．そう思う　７．強くそう思う
属性
サービス・
クオリティ
　１．そう思わない
　２．あまりそう思わない
　３．どちらでもない
　４．ややそう思う
　５．そう思う
利用状況
行動意図
結果予期
　１．非常にそう思う
　２．かなりそう思う
　３．少しそう思う
　４．全くそう思わない
サービス・  
クオリティ  
 
結果予期  
利用者  
満足  
 
行動意図  
H1 
H2 
H3 
H4 
H5 
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第 3 節 結果  
第 1 項 個人的属性と利用状況  
表 5-2 は，サンプルの個人的属性と利用状況を示している．サンプルは女性（ 73.5%）
が圧倒的に多かった．年代は，サンプルの約 80%が 40 代から 60 代であった．職業は主婦
（44.7％）が最も多かった．利用頻度は，週に 1 日から 3 日が 8 割以上を占めた．利用期
間は，サンプルの 4 割以上が 10 年以上利用していた．  
 
表 5-2 . 個人的属性と利用状況  
 
 
第 2 項 サービス・クオリティ  
表 5-3 は，サービス・クオリティの因子分析結果を示している．因子の抽出には主因子
法を用い，因子数は固有値 1 以上の基準を設け，バリマックス回転を行った．その結果，
5 つの因子が抽出された．第 1 因子は，「スタッフは親しみやすい」，「スタッフは責任感が
ある」，「スタッフは経験と知識が豊富である」，「インストラクターは経験と知識が豊富で
ある」，及び「時間通りに開始できる（教室・団体・ジム）」の 5 項目から構成されている．
「時間通りに開始できる（教室・団体・ジム）」については，団体利用の際に，施設のスタ
ッフが用具の片づけと準備を行っており，スタッフと関連することから，第 1 因子は「ス
タッフ」と命名した．第 2 因子は，「施設はいつも清潔である」，「施設の整備は行きとど
いている」，「機器の質は高く，良く整備されている」，及び「施設は快適で心地よい」の 4
％ n ％ n
性別 男性 26.5% 53 利用形態 団体利用 62.3% 127
女性 73.5% 147 教室利用 6.9% 14
個人利用 9.3% 19
年代 10代 0.5% 1 複数利用 21.5% 44
20代 1.6% 3
30代 6.7% 13 利用頻度 ほぼ毎日 1.5% 3
40代 25.4% 49 週に4～5日 4.9% 10
50代 29.5% 57 週に2～3日 41.2% 84
60代 25.9% 50 週に1日 43.1% 88
70代 9.3% 18 2週間に1日 5.4% 11
80代 1.0% 2 月に1日程度 3.4% 7
3ヶ月に1日程度 0.5% 1
職業 会社員 9.1% 18
公務員 3.6% 7 利用期間 1ヶ月未満 2.0% 4
自営業 3.6% 7 1ヶ月～半年未満 2.9% 6
主婦 44.7% 88 半年～1年未満 2.4% 5
パート職 21.3% 42 1年～2年未満 3.9% 8
学生 0.5% 1 2年～5年未満 22.9% 47
無職 14.2% 28 5年～10年未満 22.9% 47
その他 3.0% 6 10年以上 42.9% 88
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項目から構成されているため「設備」と命名した．第 3 因子は，「施設は適切に運営され
ている」，「提供されるプログラムは料金に見合う」，及び「施設の設備は料金に見合う」の
3 項目から構成されているため，「料金」と命名した．第 4 因子は，「駐車（駐輪）場は安
全に配慮されている」，「利用できる時間帯は適切である（教室・団体・ジム）」，「開館・閉
館時間は適切である」，及び「利用手続きは簡単である」の 4 項目から構成されているた
め，「時間」と命名した．「駐車（駐輪）場は安全に配慮されている」の項目については，
関連性がないように思えるが，駐車場が時間帯によって混雑し，利用者からの苦情が出て
いることから「時間」と命名した．第 5 因子は，「施設の情報は常に更新されている」，「幅
広い運動プログラムが利用できる」，及び「適した休憩スペースが提供されている」の 3
項目から構成されているため，「付帯」と命名した．累積寄与率は，Hair et al.（2010）
の基準を上回り，63.1％と高い値を示した．この 20 項目を使って因子分析を行うことの
妥当性を表す「Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性の測度」は .877 と高い値を示し，この
20 項目で因子分析を行うことに意味があることを示した．しかし，20 項目中 1 項目（「簡
単にスタッフだと見分けられる」）は，因子負荷量が .40 に満たず，どの因子にも属さなか
った（Nunnaly & Bernstein , 1994）．5 つの因子の内的整合性を確認するために，Cronbach
の α 係数を算出した結果，「スタッフ」は .871，「設備」は .882，「料金」は .852，「時間」
は .655，「付帯」は .749 を示し，Bagozzi and Yi（1988）の基準を上回った．  
 
表 5-3. サービス・クオリティの因子分析結果  
 
因子負荷量＞ .40 のみ記載  
因子名
（Cronbachのα係数） 項　目 F1 F2 F3 F4 F5
スタッフは親しみやすい .781
スタッフは責任感がある .804
スタッフは経験と知識が豊富である .584
インストラクターは経験と知識が豊富である .521
時間通りに開始できる(教室・団体・ジム） .567
施設はいつも清潔である .631
施設の整備は行きとどいている .704
機器の質は高く、良く整備されている .734
施設は快適で心地よい .669
施設は適切に運営されている .483
提供されるプログラムは料金に見合う .784
施設の設備は料金に見合う .934
駐車（駐輪）場は安全に配慮されている .408
利用できる時間帯は適切である(教室・団体・ジム) .690
開館・閉館時間は適切である .641
利用手続きは簡単である .424
施設の情報は常に更新されている .465
幅広い運動プログラムが利用できる .807
適した休憩スペースが提供されている .517
16.7 13.7 12.2 10.7 9.8
16.7 30.4 42.6 53.2 63.1累積寄与率（％）
寄与率（％）
クロンバックのα
因子負荷量
スタッフ
（α＝.871）
設　備
（α＝.882）
料　金
（α＝.852）
付　帯
（α＝.749）
時　間
（α＝.655）
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第 3 項 結果予期  
図 5-2 は，結果予期の結果を示している．体育館を継続して利用することとで得られる
効果として，利用者全員が「ストレスが発散できる」と「健康になれる」と思っているこ
とが明らかになった．さらに，9 割以上の利用者が，「仲間ができる」，「体力が向上する」，
「生活が充実してくる」，「運動や・スポーツが上手になれる」，及び「若々しくなる」と思
っていた．逆に，約 3 割の利用者は，「スタイルが良くなる」とは思っていないことが明
らかになった．  
 
図 5-2 . 結果予期  
 
第 4 項 利用者満足  
図 5-3 は，利用者満足の結果を示している．体育館全体の満足度について，「まあ満足」
が 46.8％で最も多く，次いで「満足」が 32.7％であった．約 85％のサンプルが満足して
いる傾向にあることが明らかになった．  
 
 
 図 5-3. 利用者満足  
29.9%
26.5%
13.7%
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4.5%
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50.5%
52.0%
48.5%
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31.4%
32.4%
24.0%
19.6%
9.3%
14.2%
14.2%
27.5%
32.4%
36.3%
50.5%
47.1%
53.9%
47.1%
45.1%
5.4%
7.4%
10.3%
11.3%
15.4%
17.6%
19.6%
22.1%
33.3%
43.1%
0% 50% 100%
スタイルが良くなる
まわりの人に自慢できるものが増える
自分に自信ができる
若々しくなる
運動やスポーツが上手になれる
生活が充実してくる
体力が向上する
健康になれる
ストレスが発散できる
仲間ができる
全くそう思わない 少しそう思う かなりそう思う 非常にそう思う
とても
満足, 
5.4%
満足, 32.7%
まあ満足, 
46.8%
どちら
でもない, 
6.3%
少し不満, 
6.3%
不満,
2.0%
とても不満,
0.5%
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第 5 項 行動意図  
図 5-4 は，行動意図の結果を示している．行動意図のひとつである推奨意図は，「勧める」
（34.3％）が最も多く，次いで，「どちらでもない」（29.4％），「少し勧める」（27.5％）で
あった．約 65％の人が，他者に体育館の利用を勧める傾向にあることが明らかになった．
継続意図については，「そう思う」（62.4％）が圧倒的に多く，次いで「強くそう思う」（ 24.4％）
であった．95％以上の人が体育館を継続して利用したいと思っていた．  
 
 
図 5-4 . 行動意図  
 
第 6 項 行動意図に影響を及ぼす要因に関する仮説モデルの検証  
探索的因子分析で抽出された「スタッフ」，「設備」，「料金」，「時間」，「付帯」の 5 因子，
結果予期，利用者満足，及び行動意図において相関分析を行った結果，サービス・クオリ
ティの「スタッフ」，「設備」，「料金」，「時間」の 4 因子と結果予期は，利用者満足度と有
意な相関係数を示した（表 5-4）．さらに，「スタッフ」，「設備」，「料金」の 3 因子，結果
予期，及び利用者満足は，行動意図と有意な相関係数を示した．そのため，有意な相関関
係が認められた変数についてパス解析を行った．図 5-5 は，行動意図に影響を及ぼす要因
に関する仮説モデルの検証結果を示している．パス解析を行った結果，仮説 4（結果予期
は行動意図に影響を及ぼす）以外はすべて支持された．仮説 1（サービス・クオリティは
利用者満足に影響を及ぼす）は，部分的に支持された．「スタッフ」，「設備」，及び「料金」
まったく
勧めない,
1.5%
勧めない,
2.9%
あまり
勧めない, 
2.5%
どちらでもない, 
29.4%
少し勧める, 27.5%
勧める,
34.3%
強く
勧める, 
2.0%
推奨意図
まったく
そう思わない, 0.5%
あまりそう
思わない,
0.5%
どちらでもない, 2.9%
少し
そう思う,
9.3%
そう思う, 62.4% 強くそう思う, 24.4%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
継続意図
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は，利用者満足に有意に影響を及ぼしていた．特に「設備」は，利用者満足に強い影響を
及ぼしていた．仮説 2（結果予期は利用者満足に影響を及ぼす）は支持され，仮説 3（サ
ービス・クオリティは行動意図に影響を及ぼす）は部分的に支持された．加えて，仮説 5
（利用者満足は行動意図に影響を及ぼす）も支持された．利用者満足の決定係数は .405 を
示し，「スタッフ」，「設備」，「料金」，及び結果予期により，利用者満足の分散のうち約 40％
が説明されることが明らかになった．また，行動意図の決定係数は .264 を示し，「スタッ
フ」，「料金」，及び利用者満足が行動意図の分散のうち約 26％を説明することが明らかに
なった．   
 
表 5-4．サービス・クオリティ，結果予期，利用者満足，行動意図の相関マトリクス  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                             ＊p＜ .05 ＊＊p＜ .01 ＊＊＊p＜ .001 
図 5-5 . 行動意図に影響を及ぼす要因に関する仮説モデルの検証  
 
スタッフ 設　備 料　金 時　間 付　帯 結果予期 利用者満足 行動意図
スタッフ .053 .036  .074  .047 .300＊＊ .274＊＊ .273＊＊
設　備 .013  .095  .070 .123 .497＊＊ .249＊＊
料　金 -.007 -.021 .207＊ .273＊＊ .273＊＊
時　間  .046 .132 .209＊ .121
付　帯 .095 .172 .081
結果予期 .349＊＊ .228＊＊
利用者満足 .528＊＊
行動意図
スタッフ  
料 金  
設 備  
結果予期  
利用者  
満足  
行動  
意図  
.457＊ ＊＊  
.174＊  
.190＊  
.232＊＊  
.294＊ ＊  
.220＊  
R2  
R2  
.264 .230＊  
.405 
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第 4 節 結語  
本研究の目的は，公共スポーツ施設におけるサービス・クオリティ，結果予期，利用者
満足，及び行動意図の関連性を明らかにすることであった．そのため， 2 つの公共体育館
の利用者に対し質問紙調査を行った．主な結果は以下の 2 点である．  
1）公共スポーツ施設におけるサービス・クオリティは，スタッフ，設備，料金，時間，
及び付帯の 5 つに分類することができる．  
2）スタッフ，設備，料金，及び結果予期は，利用者満足に影響を及ぼし，スタッフ，料
金，及び利用者満足は，行動意図に影響を及ぼす．  
 
本研究の結果は，いくつかの示唆を与えている．まず 1 点目は，結果予期が利用者満足
に影響を及ぼしたことである．この結果は，アウトカム次元が全体的な満足度に影響を及
ぼしたという Howat et al.（2008）の結果を支持する．わが国のスポーツ施設に関する研
究において，結果予期は焦点があてられていないことから，わが国の公共スポーツ施設に
おいて，結果予期が利用者満足に影響を及ぼしたという本研究の結果は意義のあるもので
ある．本研究の結果から，スポーツ施設のスタッフは，施設を利用することで得られた利
用者の身体的変化に関して利用者と話すことが重要ではないかと考えられる．しかし，身
体 的 に 変 化 す る に は 長 い 時 間 を 要 す る こ と か ら ， こ の 方 策 は 困 難 が 予 想 さ れ る
（Alexandris et al., 2004）．  
2 点目は，行動意図が，推奨意図と継続意図から構成されていた点である．本研究の対
象であった公共スポーツ施設の利用者は，今後，継続して施設を利用したいと感じている
ものの，他者に施設の利用を積極的に勧める傾向はみられなかった．すなわち，公共スポ
ーツ施設に対して好意的な態度の利用者は，利用者数の増加に伴い，施設を快適に利用で
きなくなることを不安に感じ，施設に対する良い口コミを率先して行わないということで
ある．よって，今後は，行動意図を構成する項目として，推奨意図と継続意図を用いるこ
とは議論する必要がある．  
3 点目は，研究の限界についてである．本研究の対象は， 2 つの公共スポーツ施設のた
め，本研究の結果を一般化するのは早計である．そのため，公共スポーツ施設の中で最も
多い体育館（文部科学省，2010）で，さらに研究知見を蓄積していく必要があるであろう．  
最後に，今後の研究課題は，公共スポーツ施設における利用者満足に影響を及ぼすサー
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ビスの要因を明らかにすることである．本研究では，結果予期が利用者満足に影響を及ぼ
すことを実証した．指定管理者のサービスを評価するためには，公共スポーツ施設におい
て結果予期が利用者満足にどのように影響を及ぼすのかをさらに検証していく必要がある
であろう．  
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第 6 章  
 
 
 
 
 
指定期間の終了に伴う公共スポーツ施設のサービスに関する縦断的研究  
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第 1 節 研究意義・研究目的  
住民サービスの向上と行政コストの削減を掲げて，公共施設に導入された指定管理者制
度であるが，指定管理者制度導入の影響や効果に関して，指定管理料の減少等から経済的
な側面ばかりが報告され，サービスの質の向上について実証されているものは少ない．指
定管理者制度導入の影響により，サービスの質が向上したか否かを施設の利用者の視点か
ら明らかにするためには，縦断的な検証が必要になってくる．縦断的調査には， 1 回ごと
に新規の標本を抽出する繰り返し調査と，同じ標本を対象に調査を実施するパネル調査が
ある．利用者の視点から，公共スポーツ施設のサービスの質が向上したか否かを厳密に測
定するためには，同じ利用者に調査を行うパネル調査が有効である．  
また，指定管理者が施設の管理運営を行う期間は，各自治体によって定められている．
いわゆる指定期間である．指定期間は，今日では 5 年が一般的となってきている．指定期
間の最終年度に，該当する施設が公募に出され，競争原理が働く．そして，新たに指定さ
れた団体が，翌年度から新しい指定管理者となる．そのため，指定期間の終了とともに，
指定管理者が変わる施設もあれば，再度同じ団体が指定され，指定管理者が変わらない施
設もある．施設の管理運営を行う団体が変われば，その施設で提供されるサービスが変わ
ることは容易に推察される．しかし，結果的に施設の指定管理者が変わらなくても，公募
に出たことによって競争原理が働き，指定管理料を安くしたことによるサービスの変更や
縮小が余儀なくされることがある．そのため，指定期間の終了というのは，その施設を利
用している利用者にとってのターニングポイントとなる．そのため，指定管理者制度が導
入された公共スポーツ施設のサービスの変化を検証するには，指定期間終了の前後で，同
じ利用者にパネル調査を実施することが妥当であると考えられる．本研究の目的は，指定
期間の終了に伴う公共スポーツ施設のサービス・クオリティ，利用者満足，及び継続意図
の変化を縦断的アプローチにより明らかにすることである．  
 
第 2 節 研究方法  
第 1 項 調査対象施設の選定  
本調査においては，有意抽出法を用いて調査対象を選定した．公共スポーツ施設のうち，
施設形態で最も多いのは体育館であることから（文部科学省， 2010），本研究では公共体
育館を調査対象とした．また，公共体育館の中でも，地域住民の日常的なスポーツ活動の
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ための身近な施設である地区施設（保健体育審議会，1989）に着目した．指定期間の終了
に伴う公共スポーツ施設のサービス・クオリティ，利用者満足，及び継続意図の時系列変
化を検証するため，まずは，指定期間の終了に伴い指定管理者が変わる公共体育館を調査
対象施設とする必要があった．そのため，2010 年 3 月で指定期間が終了し，2010 年 4 月
から新たな指定管理者が管理運営を行う A 体育館を調査対象として選定した（図 6-1）．加
えて，2010 年 3 月で指定期間が終了するものの，再度指定されたことから，2010 年 4 月
以降も同じ指定管理者グループが管理運営を行っている B 体育館を調査対象とした．B 体
育館を選定した理由としては，A 体育館と施設形態が類似していること，ならびに，プレ
調査の時点で A 体育館と B 体育館の指定管理者が同一団体であることが挙げられる．  
 
 
図 6-1．研究の枠組み  
 
第 2 項 調査対象施設の概要  
A 体育館は，競技場，体育室，トレーニング室，会議室を備えている．2010 年 3 月まで
指定管理者だった財団法人 C と財団法人 D は，2006 年 4 月から A 体育館の指定管理者と
して管理運営を行ってきた．財団法人 C は，公益財団法人日本体育協会の傘下に位置する
プレ調査
2010年3月
4月
ポスト調査
2010年9月
指定
管理者
財団法人C
財団法人D
未回答
（n＝129）
除外（n＝1）
ポストデータ
（n＝103）
指定
管理者
財団法人C
財団法人D
未回答
（n＝114）
除外（n＝7）
ポストデータ
（n＝102）
B体育館
設立：1975年
延床面積：1,499m2
施設形態
・競技場（540m2）
・体育室（216m2）
・トレーニング室（72m2）
調査
プレデータ
（n＝216）
株式会社E
株式会社F
財団法人C
財団法人D
A体育館
設立：1989年
延床面積：2,186m2
施設形態
・競技場（975m2）
・体育室（230m2）
・トレーニング室（69m2）
・会議室（54m2）
調査
プレデータ
（n＝232）
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団体であり，財団法人 D は，特定公益増進法人を母体とする非営利団体である．2010 年 4
月からは，公共スポーツ施設の指定管理者として 100 施設以上の管理運営の実績があり，
さまざまなスポーツ事業を行っている株式会社 Eとビルやマンション管理を主事業として
いる株式会社 F がコンソーシアムを組み，指定管理者として管理運営を行っている．2010
年 3 月までアルバイトとして A 体育館で働いていた 6 名のうち 2 名は，2010 年 4 月以降
もそのまま継続してアルバイトスタッフとして働き続けた．しかし，その他のアルバイト
スタッフ 4 名と財団法人 C の職員 2 名と財団法人 D の職員 4 名は 2010 年 3 月までであっ
た．2010 年 4 月以降は，株式会社 E の社員 4 名と，新たに採用されたバイトスタッフ 5
名が，指定管理者として日頃の管理運営を行っている．株式会社 E の社員 4 名が，業務の
引き継ぎ等で 2010 年 3 月から A 体育館に交代で通っていたが，数年前から継続して働い
ているアルバイトスタッフの 2 名は，施設の運営を熟知しており，利用者との信頼関係も
築けていたことから，2010 年 4 月以降の施設の管理運営を円滑に行うためのキーパーソン
となっていることが推察される．  
B 体育館は，競技場，体育室，トレーニング室を備えている．財団法人 C と財団法人 D
は，2010 年 3 月で指定期間は終了するが，2010 年 4 月からの新たな指定期間も指定管理
者として管理運営を行っている．しかし，他の指定管理施設との関連もあり，2010 年 4
月頃のスタッフの異動は頻繁に行われた．  
 
第 3 項 調査方法  
1．プレ調査  
プレ調査は，2010 年 3 月に，両体育館とも平日と休日を含む計 7 日間実施した．調査
方法は，両体育館のロビーもしくは入口付近において，利用者に対し調査の趣旨を説明し，
了承の得られた利用者に質問紙を配布し，前半部分のみ記入してもらった．質問紙の記入
後，氏名もしくは団体名を封筒に記入し，封筒の中に質問紙を入れて回収した．封筒に団
体名を記入した回答者には，質問紙の右上に氏名，イニシャル，もしくはニックネームを
記入してもらい，自身の調査票が判別できるようにしてもらった．A 体育館の回収数は 232
票，B 体育館の回収数は 216 票であった．保管する際は，質問紙を入れている封筒を開封
しなかった．  
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2．ポスト調査  
ポスト調査は，A 体育館は，2010 年 9 月と 10 月の平日と休日を含む計 9 日間，B 体育
館は，2010 年 9 月の平日と休日を含む計 10 日間実施した．各々の体育館のロビーもしく
は入口付近において，利用者にプレ調査の協力の有無を聞き，プレ調査に協力してもらっ
た利用者は，氏名を照らし合わせ，プレ調査で回答してもらった質問紙が入った封筒を同
じ利用者に配布し，後半部分を記入してもらった．記入後，質問紙を回収した．回収後，
プレ調査とポスト調査が同一人物であるかスクリーニングし，A 体育館は 1 票，B 体育館
は 7 票を有効回収から除外した．その結果，A 体育館の有効回収数は 103 票，B 体育館の
有効回収数は 102 票であった．  
 
第 4 項 調査項目  
サービス・クオリティは，Howat et al.（1996，1999）の項目を基にピアテストとプレ
テストを行い，日本の公共スポーツ施設に適応するよう修正を施し，最終的に 20 項目を
採用した．この Howat et al.（1996，1999）の項目は，南オーストラリア大学におけるオ
ーストラリアの公共スポーツセンターとレジャーセンターのベンチマーキングとパフォー
マンス評価プロジェクトで使用されている項目で，信頼性と妥当性が検証されている
（Howat et al.，2002）．サービス・クオリティの最も一般的に用いられる定義は，サービ
ス に 対 す る 顧 客 の 期 待 と 実 際 の サ ー ビ ス の パ フ ォ ー マ ン ス と の 比 較 で あ る が
（Parasuraman et al.，1985），期待や差異スコアを用いることに対する反論（Boulding et 
al.，1993；Brown et al.，1993；Teas，1993，1994）が多くみられることから，サービ
スのパフォーマンスのみの測定を支持する意見が多くみられる（Cronin & Taylor，1992；
Brown et al.，1993）．よって，サービスのパフォーマンスのみを本研究では採用した．尺
度は，リッカートタイプの 5 段階尺度（1：「そう思わない」～5：「そう思う」）を用いた．  
利用者満足は，多様な性質の満足度の尺度は，最終的にはサービスの全体的な満足度の
認知に起因することから（Spreng et al.，1995），全体的な満足度の 1 項目を採用した．
尺度は，リッカートタイプの 7 段階尺度（1：「とても不満」～7：「とても満足」）を用い
た．  
継続意図について，特定の行動はその人の行動意図によって予測されるという合理的行
為理論や計画的行動理論（Ajzen & Fishbein，1980）に依拠し設定した．計画的行動理論
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は，レジャー活動（Ajzen & Driver，1992）やスポーツ（徳永ら，1980）でも応用できる
ことが実証されている．尺度はリッカートタイプの 7 段階尺度（1：「まったくそう思わな
い」～7：「強くそう思う」）を用いた．  
 
第 5 項 サンプルの概要  
1．サンプルの個人的属性  
表 6-1 は，サンプルの個人的属性を示している．A 体育館と B 体育館ともに男性より女
性の方が多く，年代は，A 体育館は 50 代が最も多く，次いで，40 代，60 代であった．B
体育館は，60 代が最も多く，次いで，50 代，40 代であり，どちらの体育館も 40 代から
60 代が大多数を占めていた．利用形態については，A 体育館と B 体育館において，プレ調
査もポスト調査も団体利用ないしは複数利用が 9 割を占めていた．  
 
表 6-1．サンプルの個人的属性  
 
 
2．脱落サンプル問題の検証  
縦断的調査のひとつであるパネル調査は，時間を通して回答者集団の母集団に対する代
表性が次第に失われていくという問題を抱えている（北村， 2005）．代表性の問題に大き
く起因する問題として，脱落サンプルの問題があげられる．脱落サンプルがランダムに発
生しているのであれば大きな問題ではないが，脱落が一定の理由によるシステマティック
なものであれば問題である（北村，2005）．脱落サンプル・バイアスの検定として，脱落
A体育館 B体育館 A体育館 B体育館 A体育館 B体育館
性別 （n=103） （n=97） 利用形態 （n=102） （n=102） 利用形態 （n=99） （n=96）
男性 31.1% 21.6% （3月） 団体利用 64.7% 59.8% （9月） 団体利用 77.8% 59.4%
女性 68.9% 78.4% 教室利用 2.0% 11.8% 教室利用 0.0% 7.3%
個人利用 10.8% 7.8% 個人利用 8.1% 8.3%
年代 （n=99） （n=94） 複数利用 22.5% 20.6% 複数利用 14.1% 25.0%
10代 0.0% 1.1%
20代 1.0% 2.1% 利用頻度 （n=102） （n=102） 利用頻度 （n=98） （n=96）
30代 6.1% 7.4% （3月） ほぼ毎日 2.9% 0.0% （9月） ほぼ毎日 3.1% 0.0%
40代 28.3% 22.3% 週に4～5日 8.8% 1.0% 週に4～5日 4.1% 5.2%
50代 34.3% 24.5% 週に2～3日 43.1% 39.2% 週に2～3日 49.0% 46.9%
60代 22.2% 29.8% 週に1日 42.2% 44.1% 週に1日 37.8% 33.3%
70代 8.1% 10.6% 2週間に1日 2.0% 8.8% 2週間に1日 4.1% 7.3%
80代 0.0% 2.1% 月に1日程度 1.0% 5.9% 月に1日程度 2.0% 3.1%
3ヶ月に1日程度 0.0% 1.0% 3ヶ月に1日程度 0.0% 4.2%
職業 （n=102） （n=95） 利用期間 （n=103） （n=102）
会社員 7.8% 10.5% （3月） 1ヶ月未満 1.0% 2.9%
公務員 5.9% 1.1% 1ヶ月～半年未満 1.0% 4.9%
自営業 2.0% 5.3% 半年～1年未満 3.9% 1.0%
主婦 41.2% 48.4% 1年～2年未満 4.9% 2.9%
パート職 22.5% 20.0% 2年～5年未満 22.3% 23.5%
学生 0.0% 1.1% 5年～10年未満 29.1% 16.7%
無職 17.6% 10.5% 10年以上 37.9% 48.0%
その他 2.9% 3.2%
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サンプルと継続サンプルの個別変数の平均値の比較がある．具体的には，脱落したサンプ
ルが継続していた期間の変数の平均と継続サンプルの変数の平均の差を t 検定することに
よって，その差の有意性を見ることができる（北村， 2005）．そのため，プレ調査時のサ
ービス・クオリティ（20 項目），利用者満足，及び継続意図の計 22 項目について，プレ調
査とポスト調査両方の回答者（n＝205）とプレ調査のみの回答者（n＝243）で比較をする
ため t 検定を行った．その結果，「時間通りに開始できる」の 1 項目のみ 1％水準で有意な
差がみられたが，他の 21 項目については，有意な差はみられなかった．すなわち，調査
を継続したことによるパネルデータの信頼性の低下は少ないと考えられる．  
 
第 6 項 分析方法  
サービス・クオリティ，利用者満足，及び継続意図の時系列比較には，対応のあるサン
プルの t 検定を行った．データ分析には，SPSS18.0 for windows を用いた．  
 
第 3 節 結果  
第 1 項 サービス・クオリティの縦断的比較  
20 項目からなるサービス・クオリティについて，プレ調査とポスト調査で比較した結果，
A 体育館は，「施設は適切に運営されている」，「スタッフは親しみやすい」，「スタッフは責
任感がある」，「簡単にスタッフだと見分けられる」，「スタッフは経験と知識が豊富である」，
「インストラクターは経験と知識が豊富である」，「時間通りに開始できる」および「利用
できる時間帯は適切である」の計 8 項目で平均値が有意に上がっていた（表 6-2）．つまり，
施設の運営，スタッフの親近感や責任感，スタッフの区別，スタッフやインストラクター
の経験や知識，運動やスポーツを時間通りに開始できること，および都合のいい時に運動
やスポーツができるということに対する評価が上がったことが明らかになった．人的要因
に関する評価が上がった理由として，さまざまなスポーツ事業を行っている株式会社 E の
スタッフがスポーツ施設を運営する上でのノウハウと経験を持っていたことが推察される．
体育館の利用に関する自由記述においても，「教室で使用しているボールの空気入れとかメ
ンテナンスが良くなったように思います」という声が聞かれた．  
一方，指定管理者が変更していない B 体育館は，「スタッフは親しみやすい」，「スタッ
フは責任感がある」，「時間通りに開始できる」，および「開館・閉館時間は適切である」の
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計 4 項目で平均値が有意に下がっていた．つまり，スタッフの親近感と責任感，運動やス
ポーツを時間通りに開始できることと施設の開館時間に関する評価が下がったことが明ら
かになった．スタッフの親近感に関する評価が下がったことについては，指定管理者自体
が変更されなくても，団体内で異動があり，大幅にスタッフが交代されたことが起因して
いると考えられる．加えて，指定管理料の引き下げにより，スタッフの人数が減ったこと
と安い賃金のアルバイトスタッフが増えたこと等の影響が考えられる．時間に関する評価
が下がった理由として考えられる要因のひとつは，利用者が多いことに伴い，体育室の時
間区分が 3 時間から 2 時間に変更になったことが考えられる．体育館の利用に関する自由
記述においても，時間区分に関する要望の声が聞かれた．  
 
表 6-2．サービス・クオリティの縦断的比較  
 
＊p＜ .05 ＊＊p＜ .01 ＊＊＊p＜ .001 
0
Mean S.D. t P Mean S.D. t P
プレ（3月） 4.22 0.96 3.54 1.30
ポスト（9月） 4.25 0.97 3.46 1.16
プレ（3月） 4.13 0.92 3.95 1.00
ポスト（9月） 4.28 0.89 4.03 0.99
プレ（3月） 3.89 0.92 3.76 1.02
ポスト（9月） 3.98 0.87 3.70 1.02
プレ（3月） 3.71 0.96 3.63 1.01
ポスト（9月） 3.66 0.77 3.48 0.97
プレ（3月） 3.86 0.96 3.80 0.94
ポスト（9月） 3.81 0.91 3.76 1.06
プレ（3月） 3.66 0.87 3.91 0.84
ポスト（9月） 3.84 0.74 3.89 0.96
プレ（3月） 3.56 0.87 3.54 0.93
ポスト（9月） 3.65 0.85 3.66 0.93
プレ（3月） 3.94 0.79 4.09 0.93
ポスト（9月） 4.20 0.75 4.07 0.85
プレ（3月） 4.11 0.85 4.21 0.87
ポスト（9月） 4.28 0.77 4.30 0.76
プレ（3月） 4.04 0.86 4.17 0.90
ポスト（9月） 4.16 0.83 4.28 0.81
プレ（3月） 3.63 0.99 4.14 0.94
ポスト（9月） 3.69 1.03 4.12 0.91
プレ（3月） 3.93 0.83 4.54 0.68
ポスト（9月） 4.38 0.68 4.31 0.77
プレ（3月） 3.88 0.85 4.30 0.81
ポスト（9月） 4.35 0.70 4.11 0.84
プレ（3月） 4.41 0.77 4.51 0.71
ポスト（9月） 4.61 0.68 4.41 0.73
プレ（3月） 3.68 0.78 4.03 0.82
ポスト（9月） 3.86 0.76 3.86 0.81
プレ（3月） 3.71 0.95 4.12 0.90
ポスト（9月） 3.95 0.78 3.96 0.91
プレ（3月） 4.27 0.83 4.60 0.67
ポスト（9月） 4.43 0.90 4.43 0.77
プレ（3月） 4.27 0.80 4.38 0.82
ポスト（9月） 4.46 0.64 4.19 0.94
プレ（3月） 4.27 0.78 4.43 0.83
ポスト（9月） 4.36 0.74 4.26 0.90
プレ（3月） 4.18 0.83 4.28 0.96
ポスト（9月） 4.24 0.80 4.13 1.00
-2.24 n.s.
n.s.
n.s.
n.s.
0.24
＊
n.s.
n.s.
n.s.
n.s.
n.s.
n.s.
n.s.
n.s.n.s.
n.s.
n.s.
＊＊
＊
-1.68
＊＊-2.88
-1.07 n.s.
0.54
n.s.
n.s.
n.s.
n.s.
＊
n.s.
-0.83
0.22
-1.02
n.s.n.s.
n.s.0.76
-1.13
1.10
1.47
1.92
1.54
1.78
0.23
0.42
-1.86
0.58
-0.77
-0.38
1.65
-1.77
-0.93
0.43
開館・閉館時間は適切である
利用手続きは簡単である
提供されるプログラムは料金に見合う
施設の設備は料金に見合う
適した休憩スペースが提供されている
スタッフは親しみやすい
スタッフは責任感がある
簡単にスタッフだと見分けられる
スタッフは経験と知識が豊富である
インストラクターは経験と知識が豊富である
0.88
＊＊＊-4.71 3.26
-0.94
＊-2.51
＊
＊＊＊
-0.62
2.00
2.02
＊0.79
＊-2.40 2.02
-5.41
-2.32
＊
0.56 n.s.
B体育館
駐車(駐輪)場は安全に配慮されている
施設はいつも清潔である
A体育館
n.s.
n.s. n.s.
時間通りに開始できる（教室・団体・ジム）
利用できる時間帯は適切である（教室・団体・ジム）
施設の整備は行きとどいている
機器の質は高く、良く整備されている
施設は快適で心地よい
施設の情報は常に更新されている
幅広い運動プログラムが利用できる
施設は適切に運営されている
 
 94 
 
 
第 2 項 利用者満足と継続意図の縦断的比較  
利用者満足と継続意図に関して，プレ調査とポスト調査で比較をした結果，両体育館と
もに有意差はみられなかった（表 6-3）．つまり，指定管理者が変更になった A 体育館と指
定管理者が変更にならなかった B 体育館ともに，利用者の満足度と今後も継続して施設を
利用したいという意図は，有意に変化しなかったことが明らかになった．  
 
表 6-3．利用者満足と継続意図の縦断的比較  
 
 
第 4 節 結語  
本研究は，指定期間の終了に伴う公共スポーツ施設のサービス・クオリティ，利用者満
足，及び継続意図の時系列変化を縦断的アプローチにより分析した．主な結果は以下のと
おりである．  
1）指定管理者が変更になった公共スポーツ施設では，利用者満足と継続意図における時
系列変化はみられなかったが，人的要因や時間に関するサービスの評価が良くなった． 
2）指定管理者が変更にならなかった公共スポーツ施設では，利用者満足と継続意図にお
ける時系列変化はみられなかったが，スタッフや時間に関する評価が下がった．  
 本研究では，指定管理者が変更にならなかった施設においてスタッフに関する評価が下
がった．よって指定管理者は，原田ら（1995）が指摘するように，社員とアルバイトスタ
ッフを問わずスタッフ教育を統一して行う必要があると考えられる．  
また，指定管理者制度について，自治体は指定管理者を評価する妥当な評価指標の作成
もさることながら，縦断的な視点での指定管理者の評価が必要である．縦断的な視点を取
り入れることで，雇用形態の変化や指定管理料の変化等を含んだ制度自体の変化を捉える
ことができ，危惧されるリスクの回避や，指定管理者に対する妥当な評価体系の構築に寄
与するのではないであろうか．  
松田（2002）は，パネル調査では，調査慣れや前回調査の影響が何らかの形で残ること
Mean S.D. t P Mean S.D. t P
プレ（3月） 5.28 0.93 4.96 1.11
ポスト（9月） 5.27 0.93 4.78 1.23
プレ（3月） 6.13 0.65 5.99 0.90
ポスト（9月） 6.06 0.99 5.86 1.25
0.12 n.s. 1.33 n.s.
A体育館 B体育館
0.70 n.s. 1.07 n.s.
利用者満足
継続意図
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によって，被調査者の回答が素直な反応にならないという種類の偏りがあるため，新しく
無作為抽出をしたコントロール群を別にたててパネル調査との比較を行うことで偏りの評
価を行うと指摘している．しかし，今回のパネル調査では，この調査慣れ等がもたらす偏
りについて検証できなかった点が本研究の限界のひとつである．また，本研究は 1 施設の
みの調査であることから，今後は，縦断的アプローチにより指定管理者のサービス評価に
関する検証の蓄積が求められる．  
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第 7 章  
 
 
 
 
 
指定管理者の変更に伴う公共スポーツ施設のサービスに関する縦断的研究  
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第 1 節 研究意義・研究目的  
 公共施設に導入された指定管理者制度の導入目的は，住民サービスの向上と行政コスト
の削減である．しかし，サービスの向上とコストの削減はそもそも相反する関係にあり，
一方だけに偏った導入は，制度導入の趣旨を履き違える結果を招く可能性が懸念される（中
川・松本，2007）．現状では，サービスの「質」を定量化する評価基準が示せないケース
が多い反面，指定管理料という「量」は大小を 1 円単位まで比較することができることか
ら，指定管理者制度導入の効果として，サービスの向上よりも経費削減の方が多く報告さ
れている．公共スポーツ施設においても，経費削減の方が多く報告されており，他方サー
ビスの質の向上については，厳密に縦断的に検証したものは少なく，実証されているとは
言い難い．縦断的調査には，1 回ごとに新規の標本を抽出する繰り返し調査と，同じ標本
を対象に調査を実施するパネル調査がある．近年，経済学や社会学などの社会科学の実証
研究でもパネルデータが頻繁に使われるようになってきた．その理由として，北村（ 2005）
は，時間の経過とともに同一主体がどのように行動を変化させていくかを観察することな
しには，人間社会の成長や変動を理解することはできないと認識されるようになってきた
ことを指摘している．そのため，公共スポーツ施設のサービスにおける指定管理者制度導
入の影響や効果を厳密に検証するには，以前から利用している既存利用者に対しパネル調
査を行うことが妥当であると考えられる．しかし，パネル調査を実施する際には，調査慣
れと前回調査の影響がもたらす偏りについて検証する必要性が述べられている．そこで，
本研究では，上記の調査慣れと前回調査の影響がもたらす偏りについて検証するとともに，
指定管理者が変更した都道府県域施設である公共体育館においてパネル調査を行い，指定
管理者の変更に伴う利用者のサービス評価を縦断的に検証することを目的とする．  
 
第 2 節 研究方法  
第 1 項 調査対象施設  
調査対象施設として，H 県立 A 体育館を選定した．H 県は，都道府県別の指定管理者制
度導入率が全国で 4 番目に高く（総務省，2012），指定管理者制度を積極的に導入してい
る自治体と言える．A 体育館の選定理由は，2011 年 4 月 1 日に指定管理者が変更になる公
共体育館であったためである．2011 年 3 月までは財団法人が代表団体であるグループ（3
団体）（以下「財団法人グループ」）が指定管理者であったが，2011 年 4 月以降は，スポー
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ツメーカーが代表団体であるグループ（3 団体）（以下「スポーツメーカーグループ」）が
指定管理者として管理運営を行っている．A 体育館は，本館とスポーツ館に分かれている
が，本館では文化事業を主に行っていることから，本研究では A 体育館のスポーツ館のみ
を対象とした．A 体育館のスポーツ館は，1998 年に建築された延床面積 5,113.95m2 に及
ぶ鉄筋コンクリート 4 階建ての体育館である．施設構成は，体育館（ 873m2），柔道場
（190m2），剣道場（190m2），多目的室（149m2），プール（744m2），トレーニングジム（159m2），
ランニングコース（1 周 110m）であり，保健体育審議会（1989）の答申の「都道府県域
施設」にあてはまると言える．徒歩 10 分圏内に電鉄の駅が 3 つ存在することから，アク
セスは良いと言える．  
A 体育館の選定方法は公募であり，利用料金制 9を採用している．指定期間は 2011 年 4
月から 2016 年 3 月までの 5 年間である．応募者の資格としては，（1）法人またはその他
法人格を有する団体，もしくはそのグループ，（2）文化及び体育・スポーツ施設に係る管
理運営業務を遂行する能力を有する法人等，（3）H 県内に事務所等を置く法人であり，複
数の法人等がグループ構成して応募する場合には，代表となる法人またはグループを構成
する法人のいずれかの法人が H 県内に事務所等を置いていることが規定されている．A 体
育館の指定管理者の業務内容は，施設管理（建物管理，工作物管理，設備管理，清掃，警
備，備品管理），運営管理（安全巡視，利用の指導，利用料金の徴収，利用の許可，文化・
スポーツ講座の開講，体育・スポーツに関する相談，トレーニング室の運営，プールの運
営，駐車場の運営，利用の促進及び住民参画の取り組み，文化及びスポーツに関する講習
会，研修会，展示会等の開催），緊急時に対する措置（災害・事故への対応，損害保険への
加入），その他（自主事業の実施，県教育委員会への報告，県教育委員会・関係機関との連
絡調整）である．審査の項目は，（1）管理運営方針，（2）サービスの向上及び管理運営体
制，（3）効率的な管理運営，（4）危機管理体制の確保，（5）申請団体の管理運営体制，（6）
申請団体の経営的基盤，（7）類似施設の運営実績，（8）その他である．各々の項目に 2～9
の審査の視点があり，配点も募集要項に公表されている． 6 団体が応募し，H 県教育委員
会が設置した選定委員会による 1 次審査（書類審査），2 次審査（ヒアリング及び総合審査）
を経た結果，前述したスポーツメーカーグループが指定管理者候補者として選定された．
その後，県議会の議決を経て，スポーツメーカーグループが A 体育館の指定管理者に指定
                                                   
9 利用料金制とは，利用者が支払う利用料等を指定管理者が自らの収入とすることができ
る制度である．  
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された．代表団体であるスポーツメーカーは，スポーツ用品の製造やスクール事業を主に
行っている株式会社である．他の 2 団体は，建物の警備や清掃が主な事業である株式会社，
ならびにスポーツ施設の運営等が主な事業である株式会社である．スポーツメーカーグル
ープは，グループを構成している 3 団体とも指定管理者としての経験があることから，公
共施設の管理運営に関するノウハウを有していると言える．2011 年 3 月まで指定管理者で
あった財団法人グループも応募したが，指定管理者候補者として選定されなかった．この
財団法人グループは，H 県のスポーツ振興が主な事業である公益財団法人，青少年を主な
対象とした事業を行っている民間の非営利公益法人，及び建物の管理が主な事業である株
式会社から構成されていた．この財団法人グループが指定管理者に選定された前回と今回
の選定には大きく異なる点が 2 つある．1 点目は，指定期間が 3 年から 5 年に長くなった
ことである．2 点目は，前回の選定の際は評価値を算出する方法が加算方式 10であったが，
今回は除算方式 11を採用していた点である．そのため，提案金額が低かったスポーツメー
カーグループが，財団法人グループを抑えて指定管理者となったことが推察される．  
 
第 2 項 調査対象・調査方法  
1．プレ調査  
A 体育館の利用者に対し，自記入式による質問紙調査法を用いた．具体的には，岸田ら
（2005）を参考に，プレ調査は 2011 年 3 月 14 日～20 日に体育館のロビーにおいて，無
作為に利用者に調査依頼し，調査の趣旨を理解し受諾してくれた利用者に対して質問紙を
配布した．そして，調査票の前半部分のみ記入してもらった．質問紙の記入後，氏名もし
くは団体名を封筒に記入し，封筒に質問紙を入れて回収した．また，回答者から直接聞い
た意見や体育館の状況等については，フィールドノーツをとった．  
 
2．ポスト調査  
ポスト調査は，指定管理者変更後 6 ヶ月が経過した 2011 年 9 月 6 日～12 日に行った．
指定管理者変更後，半年が経過した時点でポスト調査を行った理由は，運営開始直後は様々
                                                   
10 加算方式とは，事業内容等の質の確保を図る観点から，提案金額に事業内容等の評価
を加味した指標である．  
11 除算方式は，提案金額あたりの事業内容等の質を表す指標であり，提案金額が低い場
合には事業内容等の評価に対する提案金額の影響が大きくなる傾向にあるという特徴
を有している（公共工事における総合評価方式活用検討委員会，2005）．  
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な不安定要素があり，事業がある程度安定的に運営されるまでには半年程度を要するため
である（張，2007）．調査方法は，体育館のロビーにおいて，利用者にプレ調査の協力の
有無を聞き，プレ調査の回答者は，氏名や団体名を照らし合わせ，回答してもらった調査
票が入った封筒を同じ利用者に配布した．そして，調査票の後半部分を記入してもらい回
収した．回収後，プレ調査とポスト調査が同一人物であるかスクリーニングを行った．有
効回収数は 57 票であった．すなわち，この 57 票のデータがパネルデータである．また，
プレ調査に協力してもらっていない利用者に対して，新たに自記入式質問紙調査を行い，
150 名（以下「新規データ」とする）から有効回答を得た．加えて，プレ調査同様にフィ
ールドノーツをとった（図 7-1）．  
 
 
図 7-1．研究の枠組み  
 
第 3 項 調査項目  
調査項目については，個人的属性，利用状況，サービス・クオリティ，利用者満足，行
動意図，及び A 体育館のサービスに対する意見や要望（自由記述）である（表 7-1）．サー
ビス・クオリティ，利用者満足，及び行動意図については，以下に詳細を記す．  
 
1．サービス・クオリティ  
本研究では，オーストラリアの公共スポーツ施設において繰り返し使用され，信頼性と
妥当性が確認されている Howat et al.（1996，1999，2002）の項目を援用した（表 7-1）．
国際比較研究においては，比較可能性の問題（鈴木・林，2002）や 5 つの対等性の問題（山
口，1987）がある．本研究は国際比較研究ではないが，海外で信頼性と妥当性が確認され
4月 9月
指定
管理者
ポスト調査
9月のみのデータ
（n＝150）
パネルデータ
（n＝57）
スポーツメーカーグループ
（指定期間：2011年4月～2016年3月）
①株式会社（スポーツメーカー）
②株式会社（ビルメンテナンス）
③株式会社（スポーツ施設運営管理）
財団法人グループ
（指定期間：2008年4月～2011年3月）
①公益財団法人（スポーツ振興）
②公益財団法人（青少年育成）
③株式会社（ビルメンテナンス）
H県立A体育館（スポーツ館）
設立：1998年
延床面積：5,113.95m2
施設形態：
・体育館（873m2）
・柔道場（190m2）
・剣道場（190m2）
・多目的室（149m2）
・プール（744m2）
・トレーニングジム（159m2）
・ランニングコース（1周110m）
調　査
2011年3月 ・・・
プレ調査 （半年）
3月のみのデータ
（n＝155）
パネルデータ
（n＝57）
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た項目を援用するため，項目の対等性を維持する必要があると考えた．そのため，まずは，
スポーツ社会学と生涯スポーツが専門分野である教授，院生，及び学部生の 12 名による
ピアテストと公共スポーツ施設のスタッフに聞き取り調査を行い，項目の対等性について
議論した．そして，わが国の公共スポーツ施設に見合うよう修正を施した上で，類似した
公共体育館の利用者に対しプレテストを行い，項目の信頼性と妥当性を検証し，最終的に
20 項目を設定した．サービス・クオリティの最も一般的な定義は，サービスに対する顧客
の期待と実際のサービスのパフォーマンスとの比較である（Parasuraman et al.，1985）．
しかし，期待や差異スコアを用いることに対する反論（Boulding et al.，1993；Brown et 
al.，1993；Teas，1993，1994）が多くみられることから，サービスのパフォーマンスの
みの測定を支持する意見が多くみられる（Cronin & Taylor，1992；Brown et al.，1993）．
よって，サービスのパフォーマンスのみを本研究では採用し，リッカートタイプの 5 段階
尺度（1：「そう思わない」～5：「そう思う」）を用い，等間隔尺度を構成するものと仮定
した．  
 
2．利用者満足  
本研究では，先行研究（Bou-Llusar et al., 2011）を参考に，利用者満足を体育館全体
の満足度と捉え，1 項目（「あなたは当体育館にどのくらい満足していますか」）で設定し
た．尺度は，リッカートタイプの 7 段階尺度（1：「とても不満」～7：「とても満足」）を
用い，等間隔尺度を構成するものと仮定した．  
 
3．行動意図  
先行研究（Cole & Illum，2006；Howat et al.，2002；中路，2006；Theodorakis & 
Alexandris，2008；Zeithaml et al.，1996）を参考に，行動意図は，推奨意図（「今後 6
カ月で当体育館を他の人に勧めますか」）と，継続意図（「今後，引越しなどのやむを得な
い理由がないかぎり，当体育館を継続して利用したいと思いますか」）の 2 項目を設定し
た．尺度は，ともにリッカートタイプの 7 段階尺度を設定し，等間隔尺度を構成するもの
として仮定した．実際の行動を測定することは困難であることから，本研究では行動の意
図を用いた．行動意図については，合理的行為理論や計画的行動理論において，行動意図
は行動を予測することが実証されており，運動・スポーツ行動にも適用可能であることが
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実証されている（徳永ら，1980）ことから本研究においても意図を用いた．  
 
表 7-1．調査項目  
 
 
第 4 項 パネルデータ調査の問題点の検証  
パネルデータによる調査は，時間を通して回答者集団の母集団に対する代表性が次第に
失われていくという問題を抱えている（北村，2005；松田，2002）．その問題として，（1）
標本設定時脱落による歪み，（2）継続時脱落による歪み，（3）調査慣れがもたらす歪み，
（4）回答者の同一性の確認，（5）回答誤差の 5 つが挙げられている（北村，2005；松田，
2002）．そのため，先行研究（北村，2005；松田，2002）を参考に，代表性の確保に関す
る 5 つの検証を行った．  
 
1．標本設定時脱落による歪み  
標本設定時脱落とは，調査に先立って調査の受諾を確認する際に拒否されるケースのこ
とである（北村，2005）．すなわち，本調査にあてはめると，調査拒否のことである．本
調査では，調査拒否のサンプルが存在する．また，母集団である A 体育館の利用者を把握
できていないことから，この歪みについては調査後に検討を行うことが不可能である．そ
のため，本調査を開館から閉館 3 時間前まで行い，母集団に対するサンプルの偏りが起き
変　数 項　目 尺　度
性別 　１．男性　２．女性
年齢 　満年齢
職業 　１．会社員　２．公務員　３．自営業　４．主婦　５．パート職　６．高校生　７．大学生、専門学校生　８．無職　９．その他
利用形態 　１．団体利用　２．教室利用　３．個人利用
利用頻度
　１．ほぼ毎日　２．週に４～５日　３．週に２～３日　４．週に１日　５．２週間に１日　６．月に１日程度
　７．３ヶ月に１日程度　８．年に数日程度
駐車場の安全性
施設の清潔さ
施設の整備
機器の質と整備
施設の快適性
情報の新しさ
幅広い運動
施設の運営
プログラムの価値
設備の価値
休憩スペースの適切さ
スタッフの親近感
スタッフの責任感
スタッフの区別
スタッフの経験・知識
ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰの経験・知識
開始時間の正確さ
時間帯の適切さ
開館・閉館時間の適切さ
利用手続きの簡単さ
利用者満足 体育館全体の満足度 　１．とても不満　２．不満　３．少し不満　４．どちらでもない　５．まあ満足　６．満足　７．とても満足
推奨意図 　１．まったく勧めない　２．勧めない　３．あまり勧めない　４．どちらでもない　５．少し勧める　６．勧める　７．強く勧める
継続意図 　１．まったくそう思わない　２．そう思わない　３．あまりそう思わない　４．どちらでもない　５．少しそう思う　６．そう思う　７．強くそう思う
意　見 意見・希望・提案 　自由記述法
行動意図
属性
利用状況
サービス・
クオリティ
　１．そう思わない
　２．あまりそう思わない
　３．どちらでもない
　４．ややそう思う
　５．そう思う
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ないよう努めた．  
 
2．継続時脱落による歪み  
継続時脱落による歪みについては，重要な問題として捉えられ，様々な脱落しやすい要
因が報告されている（Chatfield et al., 2005；Lillard & Panis，1998；中根ら，2011；坂
本，2006；柴田，1985；杉澤ら，2000）．継続時脱落による歪み（偏り）を評価するため
には，途中で脱落したサンプルが脱落する前までに回答していた数値を，脱落していない
サンプルと比較することで評価できる（北村，2005）．そのため，9 月のポスト調査時に何
らかの理由で脱落してしまったサンプルとパネルデータを用いて， 3 月のプレ調査時のサ
ービス・クオリティ，利用者満足，行動意図の計 23 項目について，独立したサンプルの t
検定を行った．その結果，「施設はいつも清潔である」，「施設の整備は行きとどいている」，
「幅広い運動プログラムが利用できる」の 3 項目で 5％水準，「機器の質は高く，良く整備
されている」，「施設は快適で心地よい」，「施設の情報は常に更新されている」の 3 項目で
1％水準，「施設は適切に運営されている」は 0.1％水準で有意な差がみられた．すなわち，
上記の 7 項目については，パネルデータより脱落してしまったサンプルの方が評価が良か
ったと言える．そのため，上記 7 項目については，結果の解釈の際に留意する必要がある．  
 
3．調査慣れがもたらす歪み  
調査慣れや以前の調査の影響によって回答にどの程度歪みがもたらされているかは，新
たに無作為抽出したサンプルと比較することで評価できる（北村， 2005；松田，2002）．
そのため，9 月のポスト調査時に新たに得た新規データとパネルデータを用い， 9 月のポ
スト調査時のサービス・クオリティ，利用者満足，行動意図の計 23 項目について，独立
したサンプルの t 検定を用いて比較を行った．その結果，「幅広い運動プログラムが利用で
きる」，「スタッフは責任感がある」，「インストラクターは経験と知識が豊富である」の 3
項目について，新規データよりパネルデータの方が評価が高いことが明らかになった．そ
のため，上記 3 項目については，結果の解釈の際に留意する必要がある．しかし，他の 20
項目については，有意な差がみられなかったことから，調査慣れがもたらす影響はあまり
ないと判断して良いであろう．  
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4．回答者の同一性の確認  
 パネルデータ調査を訪問留置法によって行う場合，標本抽出された本人ではない他の家
族が回答するケースも見られ，深刻な誤差を生じさせることになる（北村， 2005）．本調
査は，大部分のサンプルには直接調査票を配布したことから，回答者が別人の可能性は皆
無に等しい．しかし，団体利用のサンプルについては，調査票にイニシャルやニックネー
ムを記してもらっていたものの，1 つの封筒に複数の調査票を保管していたことから，別
人が回答している可能性も考えられる．よって，調査票回収後にスクリーニングを行い，
同一性の確認を行った．  
 
5．回答誤差  
 パネルデータ調査で同一の質問を複数回にわたって行う場合，回答に誤差が見られるこ
とがある（北村，2005）．その理由として，回答者のうそと回答のゆれが考えられる．北
田（2008）は，「回答のゆれは，例えば，同一人への繰り返し調査において，測定方法の
問題で回答が安定しない，あるいは，明確な態度が形成されていないために回答が安定し
ないことなどで生じる不一致である」（p.203）と述べている．そのため，北田（2008）は，
統計的無作為標本抽出法に基づく意識調査における個人レベルの回答変動を実証的に検証
した結果，集団レベルでは安定した意見分布や態度がとらえられ，集団の安定性が確認で
きたことを報告している．したがって，本研究においてサービス・クオリティ等を時系列
で比較し，有意な値が確認された際は，その変化は実質的な変化とみなすこととする．  
 
第 5 項 分析方法  
サンプルの特性を把握するため，単純集計を行った．次に，サービス・クオリティ，利
用者満足，及び行動意図の縦断的比較には，対応のあるサンプルの t 検定を用いた．デー
タ分析には，SPSS18.0windows を使用した．  
 
第 3 節 結果  
第 1 項 サンプルの個人的属性  
サンプルの個人的属性について，男性は 35.7％，女性は 64.3％で女性の方が多い（表
7-2）．年齢は，70 代以上が 37.3％で最も多く，60 代以上でサンプルの約 7 割を占めてい
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る．職業は，無職が 39.6％（21 人）で最も多く，次いで主婦が 22.6％（12 人）であった．  
 
表 7-2．サンプルの個人的属性  
 
 
第 2 項 サンプルの利用状況  
サンプルの利用形態について，3 月は教室利用（44.6％）が最も多く，次いで個人利用
（32.1％），団体利用（8.9％）であった（表 7-3）．9 月は教室利用（39.3％）が最も多く，
次いで個人利用（28.6％），団体利用（16.1％）であった．3 月と比べると 9 月は，教室利
用と個人利用が減り，団体利用もしくは複数の形態での利用が増えた傾向にある．  
 次に，利用頻度について，3 月は「週に 1 日」（47.4％）が最も多く，次いで「週に 2～
3 日」（26.3％）であった．9 月も「週に 1 日」（56.1％）が圧倒的に多く，次いで「週に 2
～3 日」（28.1％）であった．9 月の方が，週に 1 日以上利用しているサンプルが若干増加
した傾向にある．  
 
表 7-3．サンプルの利用状況  
 
 
 
％ n ％ n
男　性 35.7% 20 会社員 11.3 6
女　性 64.3% 36 自営業 7.5 4
20代 3.9% 2 主婦 22.6 12
30代 5.9% 3 パート職 13.2 7
40代 7.8% 4 無職 39.6 21
50代 13.7% 7 その他 5.8 3
60代 31.4% 16
70代以上 37.3% 19
性　別
年　齢
職　業
利用形態
3月
プレ調査
9月
ポスト調査
利用頻度
3月
プレ調査
9月
ポスト調査
団体利用 8.9% 16.1% ほぼ毎日 7.0% 7.0%
教室利用 44.6% 39.3% 週に4～5日 12.3% 3.4%
個人利用 32.1% 28.6% 週に2～3日 26.3% 28.1%
団体・教室利用 5.4% 5.4% 週に1日 47.4% 56.1%
団体・個人利用 5.4% 1.8% 2週間に1日 5.2% 1.8%
教室・個人利用 3.6% 8.9% 月に1日程度 1.8% 1.8%
3ヶ月に1日程度 0.0% 0.0%
年に数日程度 0.0% 1.8%
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第 3 項 サービス・クオリティの縦断的比較  
サービス・クオリティについて，全体的に評価は高いと言える（表 7-4）．特に，プレ調
査時の「時間通りに開始できる（教室・団体・ジム）」（ 4.65）と「利用できる時間帯は適
切である（教室・団体・ジム）」（4.44），ポスト調査時の「利用できる時間帯は適切である
（教室・団体・ジム）」（4.47），「簡単にスタッフだと見分けられる」（4.41），及び「時間
通りに開始できる（教室・団体・ジム）」（4.40）の評価が高いことから，施設が提供して
いるプログラムの時間について，利用者は好意的に感じていることが推察される．一方，
プレ調査時の「施設の情報は常に更新されている」（ 3.18），「機器の質は高く，良く整備さ
れている」（3.38），及び「幅広い運動プログラムが利用できる」（3.44）については，他の
サービスと比べ，あまり評価が高くないことから，他のサービスよりも優先して改善して
いくポイントと言える． 
プレ調査とポスト調査で対応のあるサンプルの t 検定を行った結果，「施設はいつも清潔
である」，「施設の情報は常に更新されている」，「幅広い運動プログラムが利用できる」，及
び「スタッフは責任感がある」の 4 項目について 5％水準で有意な差がみられた．すなわ
ち，指定管理者が変更する前の 3 月より変更後半年が経過した 9 月の方が，「施設はいつ
も清潔である」，「施設の情報は常に更新されている」，「幅広い運動プログラムが利用でき
る」，及び「スタッフは責任感がある」に関するサービスの質が良くなっていることが明ら
かになった．「施設はいつも清潔である」については，体育館の清掃回数が増加したため，
評価が良くなったと考えられる．「施設の情報は常に更新されている」については，体育館
の情報誌が発行されるようになったこと，ホームページがリニューアルされ，スタッフに
よるブログがスタートしたことから，利用方法，予約方法，及び空き状況等がわかりやす
くなったことが影響していると考えられる．また，「幅広い運動プログラムが利用できる」
については，子どものスポーツ教室の数が増加したことが影響していると考えられる．「ス
タッフは責任感がある」については，体育館の清掃回数の増加や体育館の情報誌に利用者
からの Q & A を掲載していること，プールのコース分けを徹底して行うようになったこと
などが背景にあると考えられる．  
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表 7-4．サービス・クオリティの縦断的比較  
 
                                      ＊p＜ .05 
 
第 4 項 利用者満足と行動意図における縦断的比較  
利用者満足度について対応のあるサンプルの t 検定を行った結果，有意な時系列変化は
みられなかった（表 7-5）．先行研究では，サービス・クオリティが利用者満足に影響を及
ぼすことが実証されている．本研究ではサービス・クオリティの 4 項目で有意な時系列変
化が確認されたが，利用者満足では有意な時系列変化がみられなかったことから，指定管
理者の変更に伴うサービスの変更があったものの，利用者の体育館の全体的な満足度に影
響を及ぼすまでには至らなかったということである．  
また，行動意図を構成している継続意図と推奨意図について，それぞれで対応のあるサ
ンプルの t 検定を行った結果，継続意図については有意な時系列変化はみられなかったが，
推奨意図においては 5％水準で有意な時系列変化がみられた．すなわち，プレ調査時より
もポスト調査時の方が，他の人に A 体育館の利用を勧めないということである．この理由
として，利用者から直接聞いた声でもあり，フィールドノーツにも記載しているが，A 体
育館は稼働率が高く，既存利用者が，これ以上利用者が増えると快適に体育館を利用する
ことが難しくなると考えたことから，このような結果になったと推察される．公共スポー
Mean SD Mean SD
駐車（駐輪）場は安全に配慮されている 3.69 0.93 3.96 1.00 -1.49
施設はいつも清潔である 3.76 1.14 4.15 0.84 -2.21*
施設の整備は行きとどいている 3.62 1.09 3.93 0.86 -1.71
機器の質は高く、良く整備されている 3.38 0.99 3.59 0.86 -1.19
施設は快適で心地よい 3.64 0.89 3.84 0.81 -1.30
施設の情報は常に更新されている 3.18 0.79 3.51 0.97 -2.12*
幅広い運動プログラムが利用できる 3.44 0.80 3.75 0.80 -2.27*
施設は適切に運営されている 3.64 0.90 3.82 0.72 -1.23
提供されるプログラムは料金に見合う 3.82 0.98 3.89 0.89 -0.50
施設の設備は料金に見合う 3.95 0.99 4.05 0.77 -0.73
適した休憩スペースが提供されている 3.82 0.98 3.98 0.97 -0.98
スタッフは親しみやすい 4.27 0.84 4.27 0.70 0.00
スタッフは責任感がある 3.94 0.92 4.26 0.74 -2.34*
簡単にスタッフだと見分けられる 4.26 0.83 4.41 0.72 -1.02
スタッフは経験と知識が豊富である 3.80 0.78 3.73 0.84 0.57
インストラクターは経験と知識が豊富である 4.30 1.00 4.27 0.80 0.15
時間通りに開始できる（教室・団体・ジム） 4.65 0.62 4.40 0.78 1.66
利用できる時間帯は適切である（教室・団体・ジム） 4.44 0.80 4.47 0.67 -0.15
開館・閉館時間は適切である 4.39 0.95 4.32 0.72 0.44
利用手続きは簡単である 4.39 0.86 4.24 0.85 0.89
プレ調査 ポスト調査
t
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ツ施設の利用者に対し縦断的に調査を行った間野ら（2009）は，利用者増大に伴う混雑が，
「水泳プールの快適さ（混雑していないか）」や「トレーニングルームの快適さ（混雑して
いないか）」の満足度の低下に影響したと推察している．利用者にとって，限られたスペー
スや時間の中で行っている運動やスポーツの機会が，さらに制限されることは苦痛である
と考えられる．そのため，体育館のサービスの質は向上して欲しいが，その影響で利用者
が増え，自分の運動やスポーツをするスペースや機会が減ってしまうのは避けたいという
のが利用者の本音であろう．  
 
表 7-5．利用者満足度と行動意図に関する縦断的比較  
 
＊p＜ .05 
 
第 4 節 結語  
本研究は，指定管理者が変更した都道府県域施設である公共体育館においてパネル調査
を行い，指定管理者の変更に伴う利用者のサービス評価を縦断的に検証することが目的で
あった．そのため，プレ調査（2011 年 3 月）とポスト調査（2011 年 9 月）で指定管理者
が変更になる H 県立 A 体育館の利用者を対象に，自記入式の質問紙調査を行った（n＝57）．
主な結果は以下の 3 点である．  
1）指定管理者が財団法人グループからスポーツメーカーグループへ変更したことにより，
施設の清潔感，情報のアップデート，多様な運動プログラム，スタッフの責任感に関
する評価が良くなった．  
2）指定管理者が財団法人グループからスポーツメーカーグループに変更したが，利用者
の満足度と施設の継続意図は変化しなかった．  
3）指定管理者が財団法人グループからスポーツメーカーグループへ変更したことにより，
他者に施設の利用を勧める意図は弱まった．  
以上の結果から，指定管理者の変更に伴い，施設で提供されるサービスが変わり，さら
に利用者の態度も変わる傾向にあることが明らかになった．指定管理者制度導入の効果や
Mean SD Mean SD
4.93 1.11 5.11 0.85 -1.03
継続意図 5.90 1.04 5.69 1.19 1.08
推奨意図 4.94 0.88 4.63 0.98 2.34*
t
利用者満足度
行動
意図
プレ調査 ポスト調査
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影響については様々な意見が述べられているが，施設の設置目的や立地条件等も異なるこ
とから，個別事例ごとに制度の是非などを検討する必要がある（服部， 2010）．本研究で
は，指定管理者の変更に伴うサービスの変化に着目し，利用者の態度の変化を厳密に測定
していることから，指定管理者制度の課題解決の一助となるような以下の研究視座を提起
している．  
 1 点目は，指定管理者の変更に伴い施設で提供されるサービスが変化し，それに伴い利
用者の評価も変わることである．そのため，指定管理者のサービスに対する評価項目は，
その施設の設置目的に合致した適切な項目の設定が重要である．指定管理者を選定する際
に，施設の設置目的等を踏まえて指定管理者の選定を行っている選定委員会のメンバーが，
指定管理者のサービスに関する評価指標や方法についても議論を重ね，また評価に携わる
ことで，当該施設の指定管理者のサービスを適切に評価できるのではないであろうか．  
2 点目は，短い指定期間を続けると，利用者が離れてしまう可能性があるということで
ある．総務省（2012）の調査によると，都道府県の指定期間は 5 年（47.8％）が最も多く，
次いで 3 年（22.6％）となっている．前回の総務省（2009）の調査では，3 年（57.1％）
が過半数を占めて最も多く，次いで 5 年（35.7％）であったことから，指定期間は徐々に
延びている．本研究において，指定管理者が変わり，提供されるサービスが変更すること
で，指定管理者のサービスに対する利用者の態度が変わることが明らかになった．そのた
め，頻繁に指定管理者が変更になるようでは，利用者はその施設で安心して運動・スポー
ツを継続して行うことができないと推測される．公共スポーツ施設は，避難所や地域のコ
ミュニティの場という機能も備えていることから，地域に根差した施設であることが求め
られる．東日本大震災の被害を受け，文部科学省は「施設整備基本方針」と「施設整備基
本計画」を改正し，「平成 27 年度までの 5 年間のできるだけ早い時期に，（既存不適格建
物の）耐震化を完了させる」，「天井材や外装材等の非構造部材の耐震化を推進する」こと
を挙げた（金久保，2011）．長期的な視野での施設の整備は重要であり，それは，利用者
や近隣住民の安全を守ることにつながる．利用者の運動・スポーツ環境を守るためにも，
指定期間には留意する必要がある．  
 3 点目は，指定管理者の選定方法についてである．2011 年に制定されたスポーツ基本法
の基本理念として，国民が生涯にわたりあらゆる機会と場所において，自主的・自律的に
（中略）スポーツを行うことができることが述べられている．また，基本的施策として，
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スポーツ施設の整備等が定められており，国民が身近にスポーツに親しむことや競技水準
の向上を図ることができるよう，スポーツ施設の整備，利用者の需要に応じたスポーツ施
設の運用の改善などが述べられている．すなわち，多くの住民がスポーツ施設を利用する
ことを前提としていることから，延利用者数を増やすのではなく，実利用者を増やすこと
が重要となる．住民の様々なニーズに対応できるような柔軟な管理運営が求められること
から，多くの住民が気軽に利用できるようなサービスを提供する指定管理者を選定する必
要があると言える．そのため，指定管理者を選定する自治体は，提案金額に重きをおいた
除算方式による評価方式ではなく，事業内容等に重点を置くことが可能な加算方式による
選定を行うことが重要と考える．  
研究の限界は，サンプル数が少ないこと，ならびに母集団である体育館の利用者の代表
性についてである．サンプルに偏りが生じないよう調査は開館から夜 20 時頃まで行い，
サンプルの代表性を維持できるよう努めたが，母集団である利用者を把握できるような仕
組みではないことから，サンプルの代表性に関する検証を行うことができなかったことは
本研究の限界である．また，本研究は，都道府県域施設 1 施設のケーススタディであるこ
とから，今後もケーススタディを蓄積していくことが必要と考えられる．  
また，行動意図の変数についても吟味する必要があると考える．行動意図の項目として，
継続意図と推奨意図の項目を用いている研究が多くみられる（Cole & Illum，2006；Howat 
et al.，2002；中路，2006；Theodorakis & Alexandris，2008；Zeithaml et al.，1996）．
加えて，サービス・クオリティと利用者満足が，行動意図に影響を及ぼすことが先行研究
で実証されている．しかし，本研究において行動意図のひとつである継続意図は，指定管
理者変更に伴う有意な時系列変化は確認されなかったが，推奨意図は有意な時系列変化が
確認された．そのため，本研究の対象であった A 体育館のような稼働率の高い施設におい
ては，継続意図と推奨意図の総和を行動意図とするような分析方法については吟味する必
要があると考える．  
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第 1 節 研究の全体的考察  
 本研究は，まず，指定管理者制度が導入された公共スポーツ施設の利用者におけるサー
ビス・クオリティ，結果予期，利用者満足，及び施設の継続利用に関する行動意図の関連
性を明らかにすることを目的とした．具体的には，第 4 章において，サービス・クオリテ
ィ，利用者満足，及び行動意図の関連性を検証した．続いて第 5 章において，サービス・
クオリティ，結果予期，利用者満足，及び行動意図の関連性を明らかにした．次に，公共
スポーツ施設のサービスに対する指定管理者制度導入の効果の検証に着手した．具体的に
は，第 6 章では，指定期間の終了に伴い指定管理者が変更になる施設と変更にならない施
設において，サービス・クオリティ，利用者満足，及び継続意図を縦断的に調査すること
により明らかにした．また，第 7 章では，施設の規模を変え，指定管理者が変更になる公
共スポーツ施設において，指定管理者変更前と変更後に縦断的調査を行い，サービスに対
する利用者の評価の時系列変化を検証した．以上の調査研究から明らかになった結果と考
察を，本節ではまとめる．  
 第 4 章では，施設規模と施設構成が類似している公共スポーツ施設 2 施設の利用者に対
し，自記入式による質問紙調査を行った結果，サービス・クオリティは，中核，人的資源，
時間，及び価値に分類することができた．この結果は，サービス・クオリティの項目を設
定する際に参考にした Howat et al.（1996, 1999, 2002）のサービス・クオリティの要因
とは異なる結果となった．つまり，オーストラリアの公共スポーツ施設のサービスとわが
国の公共スポーツ施設のサービスについて，各国の利用者は違った枠組みでサービスを捉
えているということである．また，サービス・クオリティの要因すべてが利用者満足に影
響を及ぼし，利用者満足は推奨意図と継続意図に影響を及ぼすことが明らかになった．す
なわち，公共スポーツ施設の中核的なサービス，スタッフ等のヒューマンサービス，サー
ビスを提供する時間，及び料金に見合ったサービスを提供することで利用者は満足し，満
足することで他者に施設の利用を勧め，今後も継続して施設を利用したいと感じるという
ことである．しかし，利用者満足度は，サービス・クオリティの中核，人的資源，時間，
及び価値に関する因子によって分散の約 30％が説明されたが，影響を及ぼす他の変数の存
在が示唆された．  
 第 5 章では，指定管理者制度が導入された施設規模が地区施設である 2 つの公共スポー
ツ施設の利用者を対象に，自記入式による質問紙調査を行い，サービス・クオリティ，結
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果予期，利用者満足，及び行動意図の関連性を検証した．まず，サービス・クオリティに
ついて探索的因子分析を行った結果，スタッフ，設備，料金，時間，及び付帯の 5 つに分
類された．次にパス解析を行った結果，サービス・クオリティの 3 要因であるスタッフ，
料金，及び設備は利用者満足に影響を及ぼし，さらに，スタッフと料金は行動意図に直接
影響を及ぼすことが明らかになった．また，結果予期は利用者満足を介して行動意図に影
響を及ぼすことが実証された．すなわち，スタッフサービス，料金に見合うサービス，及
び設備に関するサービスの質が向上すると利用者は満足する．特に，スタッフサービスと
料金に見合うサービスの質が向上すると，利用者は今後も施設を継続して利用したいと感
じ，他者に施設の利用を勧めようと思うことが明らかになった．また，運動・スポーツを
実施することで良い影響があると感じている利用者ほど施設のサービスに満足し，今後も
施設を継続して利用したいと感じ，他者に施設の利用を勧めようと思うことが実証された． 
 第 6 章では，指定期間の終了に伴う公共スポーツ施設のサービス・クオリティ，利用者
満足，及び継続意図の変化を縦断的アプローチにより検証した．指定期間の終了とともに
指定管理者が変更になった施設と，変更にならなかった施設を調査対象施設とし，それぞ
れの利用者に対しパネル調査を行った．プレ調査とポスト調査のサービス・クオリティ，
利用者満足，及び継続意図について比較を行った結果，指定管理者が変更になった施設は，
利用者満足と継続意図における時系列変化はみられなかったが，スタッフや時間に関する
サービスの評価が良くなった．一方，指定管理者が変更にならなかった施設では，利用者
満足と継続意図に時系列変化はみられなかったが，スタッフや時間に関するサービスの評
価が下がった．この背景には，指定管理料の引き下げにより，スタッフの人数が減ったこ
とと安い賃金のアルバイトスタッフが増えたこと等の影響が考えられる．指定管理者が変
更にならなかった施設において，サービスの評価が下がったことから，公共スポーツ施設
のサービスを評価する視点として，他の施設と比較できるようなベンチマークとなりうる
指標の作成も重要だが，縦断的な視点からサービスを評価する適切な手法の開発が急務で
はないであろうか．  
 第 7 章では，指定管理者が変更になった都道府県域の公共スポーツ施設において，利用
者に対しパネル調査を行い，指定管理者の変更に伴う利用者のサービス評価を縦断的に検
証した．指定管理者変更前にプレ調査を，指定管理者変更後にポスト調査を行い，サービ
ス・クオリティ，利用者満足，及び継続意図と推奨意図から構成されている行動意図につ
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いて比較を行った結果，指定管理者が財団法人グループからスポーツメーカーグループに
変更したことにより，施設の清潔感，情報のアップデート，多様な運動プログラム，スタ
ッフの責任感に関する評価が良くなった．また，利用者満足と継続意図については，有意
な時系列変化はみられなかったが，他者に施設の利用を勧める推奨意図は弱まった．この
理由として，当体育館は稼働率が高いことから，より混雑することを既存利用者が恐れた
と考えられる．間野ら（2009）も，利用者増大に伴う混雑が，「水泳プールの快適さ（混
雑していないか）」や「トレーニングルームの快適さ（混雑していないか）」の満足度の低
下に影響したと推察している．利用者にとって，限られたスペースや時間の中で行ってい
る運動やスポーツの機会が，さらに制限されることは苦痛であると考えられる．施設から
提供されるサービスの質は向上して欲しいが，その影響で利用者が増え，自分の運動やス
ポーツをするスペースや機会が減ってしまうのは避けたいというのが利用者の本音であろ
う．  
 本論文の目的に従うと，上記の各章の結果は以下の 2 点に集約される．  
1）公共スポーツ施設で提供されるサービスの質が向上し，利用者が施設で運動・スポー
ツをすることでポジティブな効果があると感じるほど，利用者は施設のサービスに対し
て満足する．そして，今後も施設を利用し，他者に施設の利用を勧めようと快く思う．
また，施設で提供される主要なサービスの質が向上することで，利用者は今後も施設を
利用し，他者に施設の利用を勧めるようと感じる．  
2）公共スポーツ施設のサービスに対する指定管理者制度導入の効果として，サービスの
質が向上していると一概に述べることはできない．その理由としては，指定管理者の変
更により，施設で提供されるサービスの質が良くなるケースがある一方で，指定管理者
が変更になっていないにも関わらず，提供されるサービスの質が悪くなるケースがある
ためである．施設のサービスの質は，指定期間と指定管理料によって変化することが明
らかになった．  
 
第 2 節 本研究の貢献  
第 1 項 社会的貢献  
 本研究の社会的貢献は 2 点ある．1 点目は，公共スポーツ施設で提供されるサービスの
質が，利用者の今後の運動・スポーツ実施に影響を及ぼす可能性が示唆された点である．
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施設のサービスの質が向上し，利用者がサービスに対して満足すると，今後も施設を継続
して利用しようと感じる．今後も施設を継続して利用しようと感じるということは，今後
も運動・スポーツを継続して実施しようと思っているということである．公共スポーツ施
設のサービスの質の変化は，運動・スポーツ実施者の増減に影響を及ぼす可能性を秘めて
いる．  
2 点目は，実際に検証されることの少なかった公共スポーツ施設のサービスに対する指
定管理者制度導入による効果を，事例ではあるものの検証したことである．本研究におい
て，指定期間の終了に伴い指定管理者が変更になった施設では，複数のサービスの質が良
くなったことが明らかになった．一方で，指定管理者が変更になっていないにも関わらず，
サービスの質が落ちた施設も確認された．サービスの質が落ちた理由として，指定管理料
の引き下げが考えられる．指定管理者制度導入の目的は，行政コストの削減と住民サービ
スの向上である．指定管理料は，自治体が施設の管理運営のために指定管理者に支払うお
金であり，行政コストと言える．そのため，本事例では行政コストは削減できているが，
施設で提供されるサービスの質，すなわち住民サービスは向上していないと言え，指定管
理者制度導入の目的が達成できていないと考えられる．行政コストの削減に偏重しがちで
あるため，除算方式における選定を検討し，サービスの質を担保するため，指定管理料の
最低ラインの設定を検討する必要があるのではないであろうか．しかし，本研究の対象は
限られた施設であることから，今後はさらに事例研究を重ねていくことが求められる．ま
た，施設を所有している自治体は，各施設の設置目的や特徴に応じて，指定管理料や指定
期間を含めた指定管理者の選定に関する要件を決定する必要があるであろう．しかし，そ
の決定は，施設の所有者である自治体や管理運営を行う指定管理者の視点ではなく，サー
ビスを実際に享受する利用者や潜在的利用者である住民の視点から行う必要がある．公共
施設は，住民の福祉を増進することが目的であることを忘れてはならない．  
 本研究において対象となった公共スポーツ施設がある H 県は，人口 100 万人あたりの社
会体育施設 12数が全国で 44 位であり（総務省統計局，2012），公共スポーツ施設の量的整
備が十分に進んでいないことがうかがえる．そのため，質的整備により力を注ぐ必要があ
ると考える．指定管理者制度が導入されたことから，以前の管理委託制度の時よりも，公
                                                   
12 ここでいう社会体育施設とは，一般の利用に供する目的で地方公共団体，独立行政法人が
設置した体育館，水泳プール，運動場等のスポーツ施設をいう．ただし，青少年教育施設等
に附帯する体育施設は除く（総務省統計局， 2012，p.158）．  
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共スポーツ施設の管理運営に関して，民間事業者のノウハウを幅広く活用することが可能
となった．そのため，H 県ならびに県内の自治体は，指定管理者制度導入による公共スポ
ーツ施設のサービスに対する影響をしっかりと検証し，適切な指定管理者の選定につなげ
る必要があると考える．  
 
第 2 項 学術的貢献  
 本研究の学術的貢献は，以下の 2 点にまとめることができる．1 点目は，わが国の公共
スポーツ施設のサービスにおいて，サービス・クオリティや利用者満足等に関するモデル
の検証はあまりなされてこなかった．そのため，本研究において，サービス・クオリティ
が利用者満足を介して行動意図に影響を及ぼし，さらにサービス・クオリティの一部は直
接行動意図に影響を及ぼすことが実証できたことは，今後の公共スポーツ施設のサービス
に関する研究において一助となると考える．加えて，スポーツ施設のサービスに関する研
究では注目されてこなかった結果予期が，利用者満足に影響を及ぼすことが明らかになっ
たことは，今後の公共スポーツ施設のサービスを評価する観点から考えると意義あるもの
になったと考えられる．  
 2 点目は，公共スポーツ施設におけるサービス・クオリティや利用者満足の時系列変化
を捉えるために，縦断的調査の中でも個人の変化を厳密に捉えることができるパネル調査
を用いた点である．今まで，特にわが国では，スポーツ施設における縦断的研究において，
調査デザイン等まで言及し，調査研究を進めている研究は少ない．そのため，今後わが国
のスポーツ施設のサービスに関する縦断的調査に対して，新しい視座を与えるきっかけに
なったのではないであろうか．  
 
第 3 節 研究の限界と今後の課題  
 まず，本研究の限界として，調査対象である公共スポーツ施設が，H 県内の施設に限ら
れていることである．そのため，本研究の結果は一般化できるものではなく，さらなる事
例研究の蓄積が必要となる．  
2 点目は，わが国の公共スポーツ施設のサービスを厳密に評価できる指標の開発には至
らなかった点である．その理由として，本研究の中で，同じサービス・クオリティの項目
を異なる施設で用いた際に，サービス・クオリティの次元（因子）が異なることが明らか
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になった．これは，施設の規模や設備によって，利用者のサービスを捉える枠組みが異な
ることが推測される．そのため，公共スポーツ施設において，指定管理者のサービスを評
価するための統一した指標を作成することは困難を極めると考えた．しかし，本研究で用
いたサービス・クオリティの 20 項目において，公共スポーツ施設のサービスに対する指
定管理者制度導入の効果を検証することができたことから，わが国の公共スポーツ施設の
サービス・クオリティを測定し得る有意義な尺度と言えるであろう．  
今後の課題として，わが国の公共スポーツ施設のサービスを評価できるような指標の開
発が必要であろう．本研究で用いたサービス・クオリティの 20 項目は，信頼性と妥当性
が検証されている Howat et al.（1996，1999，2002）の項目を援用し，かつわが国の公
共スポーツ施設に適合するよう修正を施した上で用いた．しかし，尺度開発の初期段階で
用いられるようなフォーカスグループインタビュー等は実施しておらず，実際の利用者の
声を拾いあげていない．そのため，今後わが国の公共スポーツ施設のサービスを評価でき
るような指標を開発するためには，尺度開発の手順を踏み，実際の利用者の声を聞く必要
があるであろう．また，公共スポーツ施設は，施設の設置目的，規模，及び設備等が異な
ることから，各々の施設の実情によってサービスを評価する項目を変更することが可能な
指標であることが重要であると考える．公共スポーツ施設のサービスを評価しうるベース
となる指標を開発することで，公共スポーツ施設に適した安全で安心できる快適なサービ
スを提供する指定管理者の選定につながり，ひいては，今後のわが国におけるスポーツ環
境の発展に寄与すると考える．  
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公共スポーツ施設のサービスに関する調査 
 
 
 
 
問１．どのような形態で主に利用されますか？ あてはまる番号すべてに○をつけてください． 
１．団体利用  ２．教室利用  ３．個人利用（トレーニング室利用含む） 
 
問２．最も多く利用する時間帯はいつですか？ あてはまる番号 1つに○をつけてください． 
１．平日午前  ２．平日午後（夕方まで）  ３．平日夜 
４．休日午前  ５．休日午後（夕方まで）  ６．休日夜 
 
問３．どのくらいの頻度で利用されていますか？ あてはまる番号 1つに○をつけてください． 
１．ほぼ毎日    ２．週に４～５日  ３．週に２～３日   ４．週に１日 
５．２週間に１日  ６．月に１日程度  ７．3ヶ月に 1日程度 ８．年に数日程度 
 
問４．どのくらいの期間利用されていますか？ あてはまる番号 1つに○をつけてください． 
   １．１ヶ月未満   ２．１ヶ月～半年未満 ３．半年～１年未満 
   ４．１年～２年未満 ５．２年～５年未満  ６．５年～10年未満 ７．10年以上 
 
問５．当体育館の主な利用目的は何ですか？ あてはまる番号 1つに○をつけてください． 
   １．運動不足解消  ２．ストレス解消  ３．ダイエット・シェイプアップ 
   ４．健康の維持・増進  ５．体力の増強  ６．運動自体を楽しむ  ７．友人との交流 
 ８．運動技術の獲得・向上  ９．新たな友人の獲得  10．施設の雰囲気を楽しむ 
 
問６．今後も当体育館でスポーツを実施したら，下記の効果がどの程度，自分自身に予想されま
すか．1)～10)のすべての項目においてあてはまる番号 1つずつ○をつけてください． 
 非常に    かなり     少し    全く 
そう思う   そう思う   そう思う そう思わない 
１）健康になれる １     ２     ３     ４ 
２）体力が向上する １     ２     ３     ４ 
３）スタイルが良くなる １     ２     ３     ４ 
４）若々しくなる １     ２     ３     ４ 
５）運動やスポーツが上手になれる １     ２     ３     ４ 
６）ストレスが発散できる １     ２     ３     ４ 
７）生活が充実してくる １     ２     ３     ４ 
８）まわりの人に自慢できるものが増える １     ２     ３     ４ 
９）自分に自信ができる １     ２     ３     ４ 
10）仲間ができる １     ２     ３     ４ 
裏面へお進み下さい 
 
本調査は，公共スポーツ施設を利用されている皆様を対象に，公共スポーツ施設のサービスに関する満足度の特
性を明らかにすることを目的としています．そのため，ご記入いただいたすべての内容が，当体育館に反映される
訳ではないことをご了承下さい．また，ご記入いただきました内容は統計的に処理されますので，個人の情報が公
表されたり個人が特定されることは決してございません．ご面倒とは存じますが，本調査の趣旨をご理解いただき，
ご協力くださいますようお願いいたします．       神戸大学大学院 生涯スポーツ研究室 秋吉 遼子 
資料 1 
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問７．公共スポーツ施設を利用する際に下記の
サービスはどのくらい重要(A)ですか？また，
現在，当体育館の下記のサービスをどの程度，
評価(B)しますか？ 1)～20)のすべての項目に
おいて(A)と(B)の両方に，あてはまる番号 1 つ
ずつ○をつけてください．下記のサービスを利
用していない場合は＊に○をつけてください． 
（A） 重要度 （B） 評価度 
重
要
で
は
な
い 
あ
ま
り
重
要
で
は
な
い 
ど
ち
ら
で
も
な
い 
や
や
重
要
で
あ
る 
重
要
で
あ
る 
そ
う
思
わ
な
い 
あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い 
ど
ち
ら
で
も
な
い 
や
や
そ
う
思
う 
そ
う
思
う 
利
用
し
て
い
な
い 
１) 駐車（駐輪）場は安全に配慮されている １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
２) 施設はいつも清潔である １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
３) 施設の整備は行きとどいている １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
４) 機器の質は高く，良く整備されている １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
５) 施設は快適で心地よい １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
６) 施設の情報は常に更新されている １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
７) 幅広い運動プログラムが利用できる １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
８) 施設は適切に運営されている １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
９) 提供されるプログラムは料金に見合う １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
10) 施設の設備は料金に見合う １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
11) 適した休憩スペースが提供されている １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
12) スタッフは親しみやすい １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
13) スタッフは責任感がある １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
14) 簡単にスタッフだと見分けられる １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
15) スタッフは経験と知識が豊富である １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
16) インストラクターは経験と知識が豊富である １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
17) 時間通りに開始できる(教室・団体・ジム） １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
18) 利用できる時間帯は適切である(教室・団体・ジム) １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
19) 開館・閉館時間は適切である １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊ 
20) 利用手続きは簡単である １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊ 
問８．当体育館全体にどのくらい満足していますか？ あてはまる番号 1つに○をつけてください．
とても不満    不満    少し不満  どちらでもない  まあ満足     満足   とても満足 
   【  １・・・・・２・・・・・３・・・・・４・・・・・５・・・・・６・・・・・７  】 
 
問９．今後 6カ月で当体育館を他の人に勧めますか？ あてはまる番号 1つに○をつけてください． 
  まったく勧めない  勧めない あまり勧めない どちらでもない 少し勧める   勧める   強く勧める 
  【  １・・・・・２・・・・・３・・・・・４・・・・・５・・・・・６・・・・・７  】 
 
問 10．今後，引越しなどのやむを得ない理由がないかぎり，当体育館を継続して利用したいと思
いますか？ あてはまる番号１つに○をつけてください． 
まったく          あまり    どちら     少し            強く 
そう思わない  そう思わない そう思わない  でもない   そう思う   そう思う   そう思う 
  【  １・・・・・２・・・・・３・・・・・４・・・・・５・・・・・６・・・・・７  】 
 
 
本日の質問は以上です．残りの質問は，半年後 2010年 9月に記入していただきたい所存です． 
その際は，またお声掛けさせていただきますので，ご協力のほどよろしくお願いいたします． 
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ここからは，2010年 9月に回答していただく質問です． 
 
問 11．どのような形態で主に利用されますか？ あてはまる番号すべてに○をつけてください． 
１．団体利用  ２．教室利用  ３．個人利用（トレーニング室利用含む） 
 
問 12．どのくらいの頻度で利用されていますか？ あてはまる番号 1 つに○をつけてください． 
１．ほぼ毎日    ２．週に４～５日  ３．週に２～３日   ４．週に１日 
５．２週間に１日  ６．月に１日程度  ７．3ヶ月に 1日程度 ８．年に数日程度 
 
問 13．公共スポーツ施設を利用する際に下記の
サービスはどのくらい重要(A)ですか？また，
現在，当体育館の下記のサービスをどの程度，
評価(B)しますか？ 1)～20)のすべての項目に
おいて(A)と(B)の両方に，あてはまる番号 1 つ
ずつ○をつけてください．下記のサービスを利
用していない場合は＊に○をつけてください． 
（A） 重要度 （B） 評価度 
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り
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ち
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う
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い 
ど
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ら
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い 
や
や
そ
う
思
う 
そ
う
思
う 
利
用
し
て
い
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い 
１) 駐車（駐輪）場は安全に配慮されている １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
２) 施設はいつも清潔である １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
３) 施設の整備は行きとどいている １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
４) 機器の質は高く，良く整備されている １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
５) 施設は快適で心地よい １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
６) 施設の情報は常に更新されている １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
７) 幅広い運動プログラムが利用できる １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
８) 施設は適切に運営されている １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
９) 提供されるプログラムは料金に見合う １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
10) 施設の設備は料金に見合う １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
11) 適した休憩スペースが提供されている １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
12) スタッフは親しみやすい １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
13) スタッフは責任感がある １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
14) 簡単にスタッフだと見分けられる １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
15) スタッフは経験と知識が豊富である １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
16) インストラクターは経験と知識が豊富である １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
17) 時間通りに開始できる(教室・団体・ジム） １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
18) 利用できる時間帯は適切である(教室・団体・ジム) １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊  
19) 開館・閉館時間は適切である １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊ 
20) 利用手続きは簡単である １  ２  ３  ４  ５ １ ２ ３ ４ ５ ＊ 
 
裏面へお進み下さい 
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問 14．当体育館全体にどのくらい満足していますか？ あてはまる番号 1つに○をつけてください．
とても不満     不満    少し不満  どちらでもない  まあ満足    満足   とても満足 
  【  １・・・・・２・・・・・３・・・・・４・・・・・５・・・・・６・・・・・７  】 
 
問 15．今後も当体育館でスポーツを実施したら，下記の効果がどの程度，自分自身に予想されま
すか．1)～10)のすべての項目においてあてはまる番号 1つずつ○をつけてください． 
 非常に    かなり     少し    全く 
そう思う   そう思う   そう思う そう思わない 
１）健康になれる １     ２     ３     ４ 
２）体力が向上する １     ２     ３     ４ 
３）スタイルが良くなる １     ２     ３     ４ 
４）若々しくなる １     ２     ３     ４ 
５）運動やスポーツが上手になれる １     ２     ３     ４ 
６）ストレスが発散できる １     ２     ３     ４ 
７）生活が充実してくる １     ２     ３     ４ 
８）まわりの人に自慢できるものが増える １     ２     ３     ４ 
９）自分に自信ができる １     ２     ３     ４ 
10）仲間ができる １     ２     ３     ４ 
 
問 16．この 6 カ月間に当体育館を他の人に勧めましたか？ あてはまる番号 1 つに○をつけてく
ださい． 
    まったく          あまり     どちら    少し            強く 
勧めなかった  勧めなかった 勧めなかった  でもない   勧めた     勧めた    勧めた 
  【  １・・・・・２・・・・・３・・・・・４・・・・・５・・・・・６・・・・・７  】 
 
問 17．今後，引越しなどのやむを得ない理由がないかぎり，当体育館を継続して利用したいと思
いますか？ あてはまる番号１つに○をつけてください． 
まったく          あまり    どちら     少し            強く 
そう思わない  そう思わない そう思わない  でもない   そう思う   そう思う   そう思う 
  【  １・・・・・２・・・・・３・・・・・４・・・・・５・・・・・６・・・・・７  】 
 
問 18．当体育館の利用に関して，皆さまのご意見・ご希望・ご提案を自由にお書きください． 
 
 
 
 
 
問 19．あなた自身についておたずねします． 
性別 １．男性   ２．女性 年齢 （      ）歳  
職業 
１．会社員  ２．公務員  ３．自営業  ４．主婦  ５．パート職  ６．高校生 
７．大学生・専門学校生   ８．無職   ９．その他（          ） 
以上で質問は終わりです．調査にご協力いただき誠にありがとうございました． 
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公共スポーツ施設のサービスに関する調査 
 
 
 
 
 
問１．どのような形態で主に利用されますか？ あてはまる番号すべてに○をつけてください． 
１．団体利用    ２．教室利用    ３．個人利用（トレーニング室利用含む） 
 
問２．どのくらいの頻度で利用されていますか？ あてはまる番号 1 つに○をつけてください． 
１．ほぼ毎日      ２．週に４～５日    ３．週に２～３日        ４．週に１日 
５．２週間に１日    ６．月に１日程度    ７．3 ヶ月に 1 日程度    ８．年に数日程度 
 
問３．どのくらいの期間利用されていますか？ あてはまる番号 1 つに○をつけてください． 
１．１ヶ月未満      ２．１ヶ月～半年未満   ３．半年～１年未満 
４．１年～２年未満   ５．２年～５年未満     ６．５年～10 年未満    ７．10 年以上 
 
問４．当体育館の主な利用目的は何ですか？ あてはまる番号 1 つに○をつけてください． 
１．運動不足解消       ２．ストレス解消         ３．ダイエット・シェイプアップ 
４．健康の維持・増進     ５．体力の増強         ６．運動自体を楽しむ 
７．友人との交流        ８．運動技術の獲得・向上   
９．新たな友人の獲得    10．施設の雰囲気を楽しむ 
 
問５．今後も当体育館でスポーツを実施したら，下記の効果がどの程度，自分自身に予想されますか． 
1)～10)のすべての項目についてあてはまる番号 1 つずつ○をつけてください． 
 非常に    かなり    少し     全くそう 
そう思う   そう思う   そう思う  思わない 
１） 健康になれる １      ２      ３      ４ 
２） 体力が向上する １      ２      ３      ４ 
３） スタイルが良くなる １      ２      ３      ４ 
４） 若々しくなる １      ２      ３      ４ 
５） 運動やスポーツが上手になれる １      ２      ３      ４ 
６） ストレスが発散できる １      ２      ３      ４ 
７） 生活が充実してくる １      ２      ３      ４ 
８） まわりの人に自慢できるものが増える １      ２      ３      ４ 
９） 自分に自信ができる １      ２      ３      ４ 
10）仲間ができる １      ２      ３      ４ 
 
問６．今後 6 カ月で当体育館を他の人に勧めますか？ あてはまる番号 1 つに○をつけてください． 
 まったく                あまり       どちら       少し                 強く 
勧めない     勧めない    勧めない     でもない      勧める      勧める      勧める 
【   １・・・・・・・・・・２・・・・・・・・・・３・・・・・・・・・・４・・・・・・・・・・５・・・・・・・・・・６・・・・・・・・・・７  】 
 
裏面へお進み下さい 
本調査は，公共スポーツ施設を利用されている皆様を対象に，公共スポーツ施設のサービスに関する満足度の
特性を明らかにすることを目的としています．そのため，ご記入いただいたすべての内容が，当体育館に反映される
訳ではないことをご了承下さい．また，ご記入いただきました内容は統計的に処理されますので，個人の情報が公表
されたり個人が特定されることは決してございません．ご面倒とは存じますが，本調査の趣旨をご理解いただき，ご協
力くださいますようお願いいたします．               神戸大学大学院 生涯スポーツ研究室 秋吉 遼子 
資料 2 
 p.2 
 
そう
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思わない
どちら
でもない
やや
そう思う
そう思う 
利用して
いない
１) 駐車（駐輪）場は安全に配慮されている １ ２ ３ ４ ５ ＊　
２) 施設はいつも清潔である １ ２ ３ ４ ５ ＊　
３) 施設の整備は行きとどいている １ ２ ３ ４ ５ ＊　
４) 機器の質は高く、良く整備されている １ ２ ３ ４ ５ ＊　
５) 施設は快適で心地よい １ ２ ３ ４ ５ ＊　
６) 施設の情報は常に更新されている １ ２ ３ ４ ５ ＊　
７) 幅広い運動プログラムが利用できる １ ２ ３ ４ ５ ＊　
８) 施設は適切に運営されている １ ２ ３ ４ ５ ＊　
９) 提供されるプログラムは料金に見合う １ ２ ３ ４ ５ ＊　
10) 施設の設備は料金に見合う １ ２ ３ ４ ５ ＊　
11) 適した休憩スペースが提供されている １ ２ ３ ４ ５ ＊　
12) スタッフは親しみやすい １ ２ ３ ４ ５ ＊　
13) スタッフは責任感がある １ ２ ３ ４ ５ ＊　
14) 簡単にスタッフだと見分けられる １ ２ ３ ４ ５ ＊　
15) スタッフは経験と知識が豊富である １ ２ ３ ４ ５ ＊　
16) インストラクターは経験と知識が豊富である １ ２ ３ ４ ５ ＊　
17) 時間通りに開始できる(教室・団体・ジム） １ ２ ３ ４ ５ ＊　
18) 利用できる時間帯は適切である(教室・団体・ジム) １ ２ ３ ４ ５ ＊　
19) 開館・閉館時間は適切である １ ２ ３ ４ ５ ＊　
20) 利用手続きは簡単である １ ２ ３ ４ ５ ＊　
問７．現在，当体育館の下記のサービスをどの程度，評価しますか？ 1)～20)のすべての項目において，
あてはまる番号 1 つずつ○をつけてください．下記のサービスを利用していない場合は＊に○をつけて
ください． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問８．当体育館全体にどのくらい満足していますか？ あてはまる番号 1 つに○をつけてください． 
とても不満     不満      少し不満   どちらでもない   まあ満足      満足     とても満足 
【   １・・・・・・・・・・２・・・・・・・・・・３・・・・・・・・・・４・・・・・・・・・・５・・・・・・・・・・６・・・・・・・・・・７  】 
 
問９．今後，引越しなどのやむを得ない理由がないかぎり，当体育館を継続して利用したいと思いますか？ 
あてはまる番号１つに○をつけてください． 
まったく      そう      あまりそう     どちら       少し                 強く 
そう思わない   思わない    思わない    でもない     そう思う      そう思う     そう思う 
【   １・・・・・・・・・・２・・・・・・・・・・３・・・・・・・・・・４・・・・・・・・・・５・・・・・・・・・・６・・・・・・・・・・７  】 
 
問 10．当体育館の利用に関して，皆さまのご意見・ご希望・ご提案を自由にお書きください． 
 
 
 
 
問 11．あなた自身についておたずねします． 
性 別 １．男性   ２．女性 年 齢 （        ） 歳 
職 業 
１．会社員  ２．公務員   ３．自営業  ４．主婦   ５．パート職   ６．高校生 
７．大学生・専門学校生   ８．無職    ９．その他（             ） 
本日の質問は以上です．調査にご協力いただき，ありがとうございました．残りの質問は， 
半年後の 2011 年 9 月に記入していただきたい所存です．その際は，またお声掛けさせ 
ていただきますので，ご協力のほどよろしくお願いいたします． 
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そう思う 
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１) 駐車（駐輪）場は安全に配慮されている １ ２ ３ ４ ５ ＊　
２) 施設はいつも清潔である １ ２ ３ ４ ５ ＊　
３) 施設の整備は行きとどいている １ ２ ３ ４ ５ ＊　
４) 機器の質は高く、良く整備されている １ ２ ３ ４ ５ ＊　
５) 施設は快適で心地よい １ ２ ３ ４ ５ ＊　
６) 施設の情報は常に更新されている １ ２ ３ ４ ５ ＊　
７) 幅広い運動プログラムが利用できる １ ２ ３ ４ ５ ＊　
８) 施設は適切に運営されている １ ２ ３ ４ ５ ＊　
９) 提供されるプログラムは料金に見合う １ ２ ３ ４ ５ ＊　
10) 施設の設備は料金に見合う １ ２ ３ ４ ５ ＊　
11) 適した休憩スペースが提供されている １ ２ ３ ４ ５ ＊　
12) スタッフは親しみやすい １ ２ ３ ４ ５ ＊　
13) スタッフは責任感がある １ ２ ３ ４ ５ ＊　
14) 簡単にスタッフだと見分けられる １ ２ ３ ４ ５ ＊　
15) スタッフは経験と知識が豊富である １ ２ ３ ４ ５ ＊　
16) インストラクターは経験と知識が豊富である １ ２ ３ ４ ５ ＊　
17) 時間通りに開始できる(教室・団体・ジム） １ ２ ３ ４ ５ ＊　
18) 利用できる時間帯は適切である(教室・団体・ジム) １ ２ ３ ４ ５ ＊　
19) 開館・閉館時間は適切である １ ２ ３ ４ ５ ＊　
20) 利用手続きは簡単である １ ２ ３ ４ ５ ＊　
ここからは，2011 年 9 月に回答していただく質問です． 
 
問 12．どのような形態で主に利用されますか？ あてはまる番号すべてに○をつけてください． 
１．団体利用    ２．教室利用    ３．個人利用（トレーニング室利用含む） 
 
問 13．どのくらいの頻度で利用されていますか？ あてはまる番号 1 つに○をつけてください． 
１．ほぼ毎日     ２．週に４～５日   ３．週に２～３日      ４．週に１日 
５．２週間に１日   ６．月に１日程度   ７．3 ヶ月に 1 日程度  ８．年に数日程度 
 
問 14．この 6 カ月間に当体育館を他の人に勧めましたか？ あてはまる番号 1 つに○をつけてください． 
      まったく      勧めな      あまり       どちら       少し                 強く 
勧めなかった     かった    勧めなかった    でもない     勧めた       勧めた     勧めた 
    【   １・・・・・・・・・・２・・・・・・・・・・３・・・・・・・・・・４・・・・・・・・・・５・・・・・・・・・・６・・・・・・・・・・７  】 
 
問 15．現在，当体育館の下記のサービスをどの程度，評価しますか？ 1)～20)のすべての項目において，
あてはまる番号 1 つずつ○をつけてください．下記のサービスを利用していない場合は＊に○をつけ
てください． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問 16．当体育館全体にどのくらい満足していますか？ あてはまる番号 1 つに○をつけてください． 
とても不満      不満     少し不満   どちらでもない   まあ満足      満足     とても満足 
    【   １・・・・・・・・・・２・・・・・・・・・・３・・・・・・・・・・４・・・・・・・・・・５・・・・・・・・・・６・・・・・・・・・・７  】 
 
裏面へお進み下さい 
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問 17．今後も当体育館でスポーツを実施したら，下記の効果がどの程度，自分自身に予想されますか． 
1)～10)のすべての項目についてあてはまる番号 1 つずつ○をつけてください． 
 非常に    かなり     少し    全くそう 
そう思う   そう思う   そう思う  思わない 
１） 健康になれる １      ２      ３      ４ 
２） 体力が向上する １      ２      ３      ４ 
３） スタイルが良くなる １      ２      ３      ４ 
４） 若々しくなる １      ２      ３      ４ 
５） 運動やスポーツが上手になれる １      ２      ３      ４ 
６） ストレスが発散できる １      ２      ３      ４ 
７） 生活が充実してくる １      ２      ３      ４ 
８） まわりの人に自慢できるものが増える １      ２      ３      ４ 
９） 自分に自信ができる １      ２      ３      ４ 
10）仲間ができる １      ２      ３      ４ 
 
問 18．今後 6 カ月で当体育館を他の人に勧めますか？ あてはまる番号 1 つに○をつけてください． 
    まったく               あまり      どちら       少し                  強く 
勧めない    勧めない    勧めない    でもない      勧める      勧める      勧める 
【   １・・・・・・・・・・２・・・・・・・・・・３・・・・・・・・・・４・・・・・・・・・・５・・・・・・・・・・６・・・・・・・・・・７  】 
 
問 19．今後，引越しなどのやむを得ない理由がないかぎり，当体育館を継続して利用したいと思いますか？ 
あてはまる番号１つに○をつけてください． 
まったく                あまり       どちら      少し                 強く 
そう思わない  そう思わない  そう思わない    でもない    そう思う      そう思う    そう思う 
  【   １・・・・・・・・・・２・・・・・・・・・・３・・・・・・・・・・４・・・・・・・・・・５・・・・・・・・・・６・・・・・・・・・・７   】 
 
問 20．当体育館の利用に関して，皆さまのご意見・ご希望・ご提案を自由にお書きください． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上で質問は終わりです．最後に，記入漏れがないかご確認ください． 
本調査に際しまして，貴重なお時間をいただいたこと，心から御礼申し上げます． 
ご協力いただき誠にありがとうございました．ご多幸をお祈り申し上げます． 
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公共スポーツ施設のサービスに関する調査 
 
 
 
 
 
問１．どのような形態で主に利用されますか？ あてはまる番号すべてに○をつけてください． 
１．団体利用    ２．教室利用    ３．個人利用（トレーニング室利用含む） 
 
問２．どのくらいの頻度で利用されていますか？ あてはまる番号 1 つに○をつけてください． 
１．ほぼ毎日      ２．週に４～５日    ３．週に２～３日        ４．週に１日 
５．２週間に１日    ６．月に１日程度    ７．3 ヶ月に 1 日程度    ８．年に数日程度 
 
問３．どのくらいの期間利用されていますか？ あてはまる番号 1 つに○をつけてください． 
１．１ヶ月未満      ２．１ヶ月～半年未満   ３．半年～１年未満 
４．１年～２年未満   ５．２年～５年未満     ６．５年～10 年未満    ７．10 年以上 
 
問４．当体育館の主な利用目的は何ですか？ あてはまる番号 1 つに○をつけてください． 
１．運動不足解消       ２．ストレス解消         ３．ダイエット・シェイプアップ 
４．健康の維持・増進     ５．体力の増強         ６．運動自体を楽しむ 
７．友人との交流        ８．運動技術の獲得・向上   
９．新たな友人の獲得    10．施設の雰囲気を楽しむ 
 
問５．今後も当体育館でスポーツを実施したら，下記の効果がどの程度，自分自身に予想されますか． 
1)～10)のすべての項目についてあてはまる番号 1 つずつ○をつけてください． 
 非常に    かなり    少し     全くそう 
そう思う   そう思う   そう思う  思わない 
１） 健康になれる １      ２      ３      ４ 
２） 体力が向上する １      ２      ３      ４ 
３） スタイルが良くなる １      ２      ３      ４ 
４） 若々しくなる １      ２      ３      ４ 
５） 運動やスポーツが上手になれる １      ２      ３      ４ 
６） ストレスが発散できる １      ２      ３      ４ 
７） 生活が充実してくる １      ２      ３      ４ 
８） まわりの人に自慢できるものが増える １      ２      ３      ４ 
９） 自分に自信ができる １      ２      ３      ４ 
10）仲間ができる １      ２      ３      ４ 
 
問６．今後 6 カ月で当体育館を他の人に勧めますか？ あてはまる番号 1 つに○をつけてください． 
 まったく                あまり       どちら       少し                 強く 
勧めない     勧めない    勧めない     でもない      勧める      勧める      勧める 
【   １・・・・・・・・・・２・・・・・・・・・・３・・・・・・・・・・４・・・・・・・・・・５・・・・・・・・・・６・・・・・・・・・・７  】 
 
裏面へお進み下さい 
本調査は，公共スポーツ施設を利用されている皆様を対象に，公共スポーツ施設のサービスに関する満足度の
特性を明らかにすることを目的としています．そのため，ご記入いただいたすべての内容が，当体育館に反映される
訳ではないことをご了承下さい．また，ご記入いただきました内容は統計的に処理されますので，個人の情報が公表
されたり個人が特定されることは決してございません．ご面倒とは存じますが，本調査の趣旨をご理解いただき，ご協
力くださいますようお願いいたします．               神戸大学大学院 生涯スポーツ研究室 秋吉 遼子 
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そう
思わない
あまり
そう
思わない
どちら
でもない
やや
そう思う
そう思う 
利用して
いない
１) 駐車（駐輪）場は安全に配慮されている １ ２ ３ ４ ５ ＊　
２) 施設はいつも清潔である １ ２ ３ ４ ５ ＊　
３) 施設の整備は行きとどいている １ ２ ３ ４ ５ ＊　
４) 機器の質は高く、良く整備されている １ ２ ３ ４ ５ ＊　
５) 施設は快適で心地よい １ ２ ３ ４ ５ ＊　
６) 施設の情報は常に更新されている １ ２ ３ ４ ５ ＊　
７) 幅広い運動プログラムが利用できる １ ２ ３ ４ ５ ＊　
８) 施設は適切に運営されている １ ２ ３ ４ ５ ＊　
９) 提供されるプログラムは料金に見合う １ ２ ３ ４ ５ ＊　
10) 施設の設備は料金に見合う １ ２ ３ ４ ５ ＊　
11) 適した休憩スペースが提供されている １ ２ ３ ４ ５ ＊　
12) スタッフは親しみやすい １ ２ ３ ４ ５ ＊　
13) スタッフは責任感がある １ ２ ３ ４ ５ ＊　
14) 簡単にスタッフだと見分けられる １ ２ ３ ４ ５ ＊　
15) スタッフは経験と知識が豊富である １ ２ ３ ４ ５ ＊　
16) インストラクターは経験と知識が豊富である １ ２ ３ ４ ５ ＊　
17) 時間通りに開始できる(教室・団体・ジム） １ ２ ３ ４ ５ ＊　
18) 利用できる時間帯は適切である(教室・団体・ジム) １ ２ ３ ４ ５ ＊　
19) 開館・閉館時間は適切である １ ２ ３ ４ ５ ＊　
20) 利用手続きは簡単である １ ２ ３ ４ ５ ＊　
問７．現在，当体育館の下記のサービスをどの程度，評価しますか？ 1)～20)のすべての項目において，
あてはまる番号 1 つずつ○をつけてください．下記のサービスを利用していない場合は＊に○をつけて
ください． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問８．当体育館全体にどのくらい満足していますか？ あてはまる番号 1 つに○をつけてください． 
とても不満     不満      少し不満   どちらでもない   まあ満足      満足     とても満足 
【   １・・・・・・・・・・２・・・・・・・・・・３・・・・・・・・・・４・・・・・・・・・・５・・・・・・・・・・６・・・・・・・・・・７  】 
 
問９．今後，引越しなどのやむを得ない理由がないかぎり，当体育館を継続して利用したいと思いますか？ 
あてはまる番号１つに○をつけてください． 
まったく      そう      あまりそう     どちら       少し                 強く 
そう思わない   思わない    思わない    でもない     そう思う      そう思う     そう思う 
【   １・・・・・・・・・・２・・・・・・・・・・３・・・・・・・・・・４・・・・・・・・・・５・・・・・・・・・・６・・・・・・・・・・７  】 
 
問 10．当体育館の利用に関して，皆さまのご意見・ご希望・ご提案を自由にお書きください． 
 
 
 
 
問 11．あなた自身についておたずねします． 
性 別 １．男性   ２．女性 年 齢 （        ） 歳 
職 業 
１．会社員  ２．公務員   ３．自営業  ４．主婦   ５．パート職   ６．高校生 
７．大学生・専門学校生   ８．無職    ９．その他（             ） 
以上で質問は終わりです．最後に，記入漏れがないかご確認ください． 
本調査に際しまして，貴重なお時間をいただいたこと，心から御礼申し上げます． 
ご協力いただき誠にありがとうございました．ご多幸をお祈り申し上げます．
  
 
